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１ 教育振興基本計画策定の趣旨

国においては、平成18年12月に教育基本法が改正され、平成20年７月には国の

教育振興基本計画が策定された。

本県においては、『沖縄２１世紀ビジョン』及び平成２４年５月に策定された『沖

縄２１世紀ビジョン基本計画』に沿い、新たに長期的・総合的観点に立って将来の

展望を拓き、効率的かつ効果的な施策展開を図るために、「沖縄県教育振興基本計画」

を策定した。

２ 教育振興基本計画の性格

(1) この計画は、大きな時代の転換期の中で、教育をめぐる諸課題の解決を図り、

新しい時代に対応した本県教育の在り方についての新たな視点と方向性を示すも

のである。

(2) この計画は、希望と活力にあふれる豊かな県づくりのため、その基盤となる人

材育成を図るためのものである。

(3) この計画は、教育基本法第17条第２項の規定に基づき、本県教育の振興のため

の施策に関する基本的な計画として策定するものであり、教育行政運営の基本と

なるものである。

(4) この計画は、本県教育の在り方について、広く県民の理解と協力を求めるもの

である。

３ 教育振興基本計画の構成

この計画は、総論と各論で構成する。

(1) 総論は、本県の教育を取り巻く状況を明らかにし、本県が目指す教育の姿を

示すものとする。

(2) 各論は、本県が目指す教育の実現に向けて、具体的な施策の展開を明らかに

するものとする。

４ 教育振興基本計画後期計画の策定

平成24年に策定した沖縄県教育振興基本計画の計画期間は、平成24年度から平

成33年度までの10年間としているが、施策展開を示す各論については、平成28年

度までの５年間としている。

そのため、後期計画の策定に向けた取り組みとして、平成28年８月に前期計画総

点検を実施し、施策展開の状況や課題等を明確にした。

後期計画においては、各論について、後期５年間の施策展開の作成のほか、これ

までの間の社会情勢の変化等により、重要性が増した課題が顕在化したことから、

総論についても一部見直しを行った。

５ 教育振興基本計画後期計画の計画期間

この計画の期間は、「沖縄２１世紀ビジョン後期実施計画」および「沖縄県教育大

綱」に準じ、平成２９年度から平成３３年度までの５年間とする。
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６ 教 育 の 目 標

平成2４年

県は、個性の尊重を基本とし、国及び郷土の自然と文化に誇りをもち、創造

性・国際性に富む人材の育成と生涯学習の振興を期して、次のことを目標に教

育施策を推進する。

自ら学ぶ意欲を育て、学力の向上を目指すとともに、豊かな表現力と

ねばり強さをもつ幼児児童生徒を育成する。

平和で安らぎと活力ある社会の形成者として、郷土文化の継承・発展

に寄与し、国際社会・情報社会等で活躍する心身ともに健全な県民を育

成する。

学校・家庭・地域社会の相互の連携及び協力のもとに、時代の変化に

対応し得る教育の方法を追究し、生涯学習社会の実現を図る。

幅広い教養と専門的能力を培うとともに、高い公共性・倫理性を保持

しつつ、時代の変化に合わせて積極的に社会を支え、改善していく資質

を有する人材を育成する。
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７ 教 育 施 策 の 体 系

教 育 の 目 標 主 要 施 策 施 策 項 目

１ 潤いと生きがいのある (1) 生涯学習推進体制の充実
生涯学習社会の実現
［生涯学習の充実］ (2) 県民の学習ニーズに応える学習機会の充実

(1) 心の教育の充実

(2) 確かな学力の確立
自ら学ぶ意欲を育

２ 自ら学ぶ意欲を育む (3) 健やかな心と体を育む教育の充実
て、学力の向上を目指 学校教育の充実

［学校教育の充実］ (4) 食育の推進
すとともに、豊かな表

(5) 特別支援教育の充実
現力とねばり強さをも

(6) 幼児教育の充実
つ幼児児童生徒を育成

(7) 個性を大切にする教育の推進
する。

(8) 魅力ある学校づくりの推進

(1) 国際社会に対応した教育の推進
３ 多様化、高度化する社会の

変化に対応した教育の推進 (2) 情報社会に対応した教育の推進
［国際社会・情報社会等へ
の対応］ (3) 科学技術の進展に対応した教育の推進

(1) 学校教育による自己肯定感を育む支援と学力の保障
４ 教育の機会均等を図るため

の子どもの貧困対策の推進 (2) 学校を窓口とした福祉関連機関との連携
［子どもの貧困対策の推進]

(3) 経済的支援

平和で安らぎと活力
５ 地域を大切にし、誇りに (1) 健やかな青少年を育む地域活動・体験活動の充実

ある社会の形成者とし 思う健全な青少年の育成
［青少年の健全育成］ (2) ユイマールの心でつなぐ学校・家庭・地域社会の相互

て、郷土文化の継承・ の連携及び協力

創 発展に寄与し、国際社
造 (1) ニーズに応えた活動を支える社会教育基盤の整備・充実
性 会・情報社会等で活躍 ６ 家庭・地域の教育機能の
・ 充実 (2) 時代のニーズに応える社会教育活動の充実
国 する心身ともに健全な ［社会教育の充実］
際 (3) 心の触れあいのある家庭教育機能の充実
性 県民を育成する。
に
富 ７ 豊かな感性を育む文化の (1) 文化財の保護と活用
む 継承と発展
人 学校・家庭・地域社 ［文化の継承・発展］ (2) 文化施設の活用と文化芸術活動の推進
材
の 会の相互の連携及び協
育 (1) 教育施策推進体制の充実
成 力のもとに、時代の変 ８ 新しい時代を展望した
と 教育行政の充実 (2) 教育委員会の充実
生 化に対応し得る教育の ［教育行政の充実］
涯 (3) 教職員等の労働環境の改善・充実
学 方法を追究し、生涯学
習
の 習社会の実現を図る。 (1) 県民一人一人が参加する生涯スポーツの推進
振 ９ 健康な体をつくり県民が
興 輝くスポーツの振興 (2) 県民に夢と希望を与える競技スポーツの推進

［スポーツの振興］
(3) 社会体育施設の整備・充実

10 私立学校教育の振興 (1) 私学助成その他の支援
［私立学校教育の振興］

11 社会の信頼に応える学士 (1) 教育内容の充実
幅広い教養と専門的 課程教育の推進

［学士課程教育の充実］ (2) 教育実施体制の充実
能力を培うとともに、

高い公共性・倫理性を 12 大学院教育の強化 (1) 教育内容の充実
［大学院教育の強化］

保持しつつ、時代の変 (2) 教育実施体制の充実

化に合わせて積極的に
13 大学の教育研究の推進と (1) 教育研究の充実

社会を支え、改善して 基盤の強化
［教育研究の推進と基盤の強化］ (2) 教育研究施設・設備の整備の推進

いく資質を有する人材

を育成する。 14 大学による社会貢献の推進 (1) 地域振興に貢献する取組の充実
［社会貢献の推進］





第１章 総 論
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第１章 総 論

１ 潤いと生きがいのある生涯学習社会の実現

〔生涯学習の充実〕

わが国における本格的な人口減少社会の到来、産業構造・就業構造の変化、グローバル

化・情報化等の一層の進展、人々の支えあいと活力ある社会の構築等、社会環境の変化に

は著しいものがあり、人々のニーズは、ますます多様化・高度化している。

このような状況の中、生涯学習・社会教育の分野においては、今後、特に、個人が自立

し、また、自らを律し、他と協調しながら、その生涯を切り拓いていく力を身に付けると

ともに、それを地域社会全体の力に結びつけていくことが求められており、学習活動を通

じて、地域住民等の間の「絆」を築き、互いに学び合い、交流し、能力等を高め合うこと

のできるような「地域の力」を引き出し、具体的な実践につなげていくことの重要性が増

している。

そのため、第三次沖縄県生涯学習推進計画に基づき、「人づくり、地域づくり」に取り

組み、「潤いと生きがいのある生涯学習社会の実現」に向け、生涯学習振興のための諸施

策を推進する。

(1)生涯学習推進体制の充実

①基本的な考え方

県民が「いつでも、どこでも」必要とする学習を可能にするため、生涯学習推進体

制・基盤の整備を図るとともに、市町村や大学等の高等教育機関、民間教育事業者等

と連携した生涯学習ネットワークの整備を促進し、高度情報通信技術を活用した生涯

学習機会の拡充を図る。さらに、学んだ成果が適切に評価され、社会に生かせるよう

な生涯学習評価システムと体制の整備を推進する。

また、本県全体の生涯学習の推進を図るためには、総合行政の役割を担う沖縄県生

涯学習推進本部の体制を強化するとともに、市町村においても、生涯学習推進本部等

を設置し、生涯学習推進体制の整備を図る必要がある。

②主要課題

ア 県生涯学習推進本部の活性化を図り、総合組織としての実働性を高める必要があ

る。

イ 市町村の生涯学習推進体制の整備を図る必要がある。

ウ 地域課題の解決に資する学習機会の充実を図る必要がある。

エ 生涯学習・社会教育指導者の養成及び資質向上研修会等の充実を図る必要がある。

オ 社会教育施設、関係施設団体、民間団体、大学等との積極的な連携を図る必要が

ある。
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③施策の方向

ア 第三次沖縄県生涯学習推進計画に基づき、行政各部局が一体となって生涯学習に

関する諸施策を具体的に推進する。

イ 生涯学習推進本部が、生涯学習を総合組織として推進するための体制の強化を図

る。

ウ 「沖縄県生涯学習審議会」及び「社会教育委員の会議」を積極的に運営し、答申

・提言等を生涯学習施策に反映させる。

エ 市町村等の連携・協力を推進し、市町村生涯学習推進体制整備の充実を図る。（生

涯学習推進本部等の設置、答申・建議・提言等、生涯学習振興計画等の策定、生涯

学習の中心的施設等の設置、教育の日の設定、フェスティバル・発表会等の設定）

オ 生涯学習・社会教育指導者の養成及び資質向上研修会等の充実を図る。

カ 生涯学習推進センター機能の充実を図る。

キ 学習活動を通じた地域の「絆」の再構築と地域課題の解決を図る。

(2)県民の学習ニーズに応える学習機会の充実

①基本的な考え方

社会の著しい変化に伴い、人々の学習意欲が新たな高まりをみせ、個人や団体等に

よる自主的な学習活動が行われている。これらの学習ニーズや県民の生涯の各時期に

おける人間形成及び学習課題に応えるため、学習情報及び学習相談体制の整備、学習

機会の提供、併せて指導者の養成や人材バンクの整備等、学習活動への積極的な支援

に努め、生涯学習社会の実現を図る。

②主要課題

ア 生涯学習に関する支援、相談、研修等の充実を図る必要がある。

イ 「おきなわ県民カレッジ」について、県民に対する広報啓発活動の取組を充実さ

せる必要がある。

ウ 「おきなわ県民カレッジ」、「沖縄県生涯学習情報プラザ」及び「遠隔講義配信シ

ステム」の質・量の一層の充実を図る必要がある。

エ 全県的に生涯学習を推進する中で、市町村間で取組の地域格差が生じないよう、

各市町村への支援を充実することが必要である。

③施策の方向

ア 生涯学習推進センターを拠点として、生涯学習に関する支援・相談・研修等の充

実を図る。

イ 「おきなわ県民カレッジ」の機能の拡充を推進するため、市町村や高等教育機関

等と連携し、主催講座及び連携講座の充実を図るとともに、県民への周知を図る。

ウ インターネットなどを活用した、市町村や高等教育機関等との全県的・広域的な

連携による「沖縄県生涯学習情報プラザ」の整備・充実を図る。

エ 遠隔講義配信システムの整備・充実により、県民の学習機会の拡充を図る。

オ 学習成果の適切な評価の在り方について調査研究を進める。
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２ 自ら学ぶ意欲を育む学校教育の充実

〔学校教育の充実〕

平和で安らぎと活力のある社会の形成者として、生涯にわたる学習の基礎を培い、豊か

な心をもち、たくましく生きる人材を育成するためには、その基礎・基盤となる教育の役

割は極めて重要である。

そのため、学校では幼児児童生徒の発達段階を踏まえ、基礎的な知識及び技能の習得と、

これらを活用して課題を解決するために必要な思考力、判断力、表現力等を育み、学びに

向かう力・人間性を養い、主体的・対話的で深い学びの実現に向け、組織的・計画的・継

続的な教育を行うことが肝要である。

また、豊かな人間性や社会性の育成を図るため、各教科・科目、道徳、総合的な学習の

時間、特別活動、体験学習、奉仕活動等の学校の教育活動全体を通じて「心の教育」を推

進する。

学校体育・スポーツ及び健康教育においては、心と体を一体としてとらえ、運動や健康

・安全についての理解と運動の日常的な実践を通して、生涯にわたって運動に親しむ資質

や能力を育てると同時に、健康の保持増進のための実践力の育成と体力の向上を図る。さ

らに幼児児童生徒に危険回避能力を身に付けさせるため、防犯・防災教育の充実を図ると

ともに、明るく豊かで活力のある生活を営む態度を育成する。また、健康な心身を育むた

めにも食育を推進することが重要である。

特別支援教育は、障害のある幼児児童生徒の自立や社会参加に向けた主体的な取組を支

援するという視点に立ち、支援を必要とする幼児児童生徒が在籍する全ての学校において

その支援体制の整備を推進する。

幼児期の教育においては、幼児一人一人に基本的な生活習慣を定着させるなどの生涯教

育の基礎を身に付けさせ、それぞれの個性を大切にする教育を推進する。

魅力ある学校づくりを推進するために、社会に開かれた教育課程の実現、教職員として

の使命感、資質・能力を向上するための教職員研修の充実、学校教育の基盤となる施設・

設備の充実を図る。

また、これからの学校が教育課程の改善等を実現し、複雑化・多様化した課題を解決し

ていくためには、学校の組織としての在り方や、学校の組織文化に基づく業務の在り方な

どを見直し、「チームとしての学校」を作り上げていくことが大切である。

そのため、教員と多様な専門性を持つ職員が一つのチームとして、それぞれの専門性を

生かして、連携・分担することができるよう、学校長の組織マネジメント力の促進と支援

体制の整備を図る。

(1)心の教育の充実

①基本的な考え方

少子高齢化や核家族化、情報化の進展などの社会環境の急激な変化は、物質的な豊

かさと相まって、価値観の多様化や人間関係の希薄化をもたらす一因となっている。

子どもたちは、人間としての在り方生き方など確固たる拠り所を見いだすことに苦慮

する状況にあることも否めない。
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そのため、学校においては、命の大切さや思いやりの心、善悪の判断や公共心など

の規範意識、正義感や公正・公平を重んじる心、美しいものに感動する豊かな感性、

自立心、自己抑制力、共生の心など「豊かな心」を育み、自らの人生をよりよく生き

ていけるようにするため、幼児期から「心の教育」の充実を図ることが大切である。

②主要課題

ア 道徳的な判断力、心情、実践意欲と態度などの道徳性を培う道徳教育を、道徳の

時間（道徳科）を要として、学校の教育活動全体を通じて、適切に行う必要がある。

イ 平和・人権教育について、実体験者が高齢化する等、体験談等に触れる機会が減

少する中、先人たちが育んできた平和と共生の精神を生かし、内容の充実を図る必

要がある。また、生命を尊重し、他人の立場を理解し、思いやりや寛容の精神を育

成する必要がある。

ウ 心の教育を通して解決すべき生徒指導上の課題として、児童生徒の生命に関わる

深刻な事案の発生、暴力行為、いじめ等の問題行動の未然防止について、学校・家

庭・地域が連携し解決に取り組む必要がある。

③施策の方向

ア 学校の教育活動全体を通じて、人間としての在り方生き方についての自覚を深め

るとともに、自他の生命を尊重する心を基盤に、豊かな心を育むため、ボランティ

ア活動や自然体験活動など、豊かな体験を通して児童生徒の内面に根ざした道徳性

を育むように努める。さらに、家庭・地域社会との連携による道徳教育の充実を図

る。

イ 人権意識の高揚に努めることや日常の集団生活を通してルールを守ることの重要

性を理解させる等、規範意識を育む取組の充実を図り、国際社会の一員として、平

和的な国家及び社会の形成者にふさわしい資質を育てる。

ウ 「自己決定の場を与える」「自己存在感を与える」「共感的人間関係を育成

する」の生徒指導の３つの機能を核とし、学校・家庭・地域が連携した生徒指

導を充実させ、問題行動等の未然防止を図る。特に、教職員が一人一人の児童

生徒に目を向け、早期発見・早期対応に努めるとともに、学校が組織的に取り

組むことが重要であり、きめ細かな支援の充実を図る。

(2)確かな学力の確立

①基本的な考え方

幼児児童生徒に確かな学力を身に付けさせるためには、各学校における「授業改善」

を推進し、校内研修の充実と児童生徒の実態に基づいて作成している「学力向上推進

のための取組構想図」の活用を支援するとともに、経年研修をはじめとする各種研修

会等の取組を充実させ、教師の授業力の向上を図ることが必要である。

また、学力の向上を図るためには、児童生徒一人一人が自分の目標とする進学や就

職等の達成に向かう目的意識の高揚や学習意欲の醸成のための取組が必要である。

さらに、「早寝、早起き、朝ごはん」等の規則正しい「基本的な生活習慣」を身に

付けることも「確かな学力」の向上につながる大切な要素であることを保護者に理解

してもらい、家庭と連携して推進していくとともに、各機関と連携を図り、ネットワ

ークの構築など県民総ぐるみの取組を推進する必要がある。
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②主要課題

ア 本県の児童生徒は全国学力・学習状況調査において、小学校は全国水準に到達し

た状況である。中学校においては全国平均に及ばない状況であるが、徐々に全国平

均との差が縮まっており改善の兆しがみえる。しかし、本県の実態として、基本的

な生活習慣が確立していない児童生徒の割合が他の都道府県に比べて高いことから、

その解決に取り組む必要がある。

イ 本県は、高等学校や大学等への進学率が全国平均に及ばない状況であることから、

教師の授業力向上を図るとともに、生徒が意欲的に学ぶ環境づくりを整備する必要

がある。

ウ 全ての子どもたちに「確かな学力」を身に付けさせる対策を講じ、学力の底上げ

を行う。

③施策の方向

ア 「生きる力」を育成するために、キャリア教育の視点を踏まえた学力向上の取組

を行うことで、幼児児童生徒一人一人に夢や希望を持たせ、学ぶ意欲の向上を図る。

イ 幼児児童生徒一人一人に「確かな学力」を身に付けさせるため、学習指導要領に

示された学習内容を確実に身に付けさせることを基盤に、学力向上に係る課題解決

のため、具体的・効果的な取組を推進する。特に、小学校低学年からの取組を強化

するとともに、各学年においてつまずきやすい内容を丁寧に指導するなど、わかる

喜びを味わわせ学習意欲を高める授業を展開する。また、「基本的な生活習慣」の

確立により、学力の向上を図る。

ウ 高等学校においては、県内はもとより、県外や海外へも進学・就職できるような

力を身に付けさせるために事業を拡充し、本県生徒の進路実現を支援する。

(3)健やかな心と体を育む教育の充実

①基本的な考え方

幼児児童生徒が、生涯を通じて運動に親しむ能力や健康で明るく豊かな生活を営む

態度を育てるため、学校体育・スポーツ及び健康教育の充実を図る必要がある。

このため、体育・スポーツ活動については、心と体を一体としてとらえ、生涯にわ

たる豊かな「スポーツライフ」の基礎を培う観点に立ち、学習指導の工夫・改善を図

る。併せて、運動部活動の活性化や適正化を促進し、発達段階に応じた基礎的な体力

の向上に努める。

また、本県の伝統文化である空手道及び郷土の踊り等を教科体育や学校行事に積極

的に取り入れるとともに、指導者の育成及び地域指導者の活用に努める。

健康教育においては、健康に関する新たな現代的課題に適切に対処するために、学

校保健、学校安全、学校給食を総合的にとらえ、体験的な学習活動の充実を図り、各

学校の健康課題に組織的に取り組み、幼児児童生徒の心身の健康の保持増進に努める。

さらに、学校安全指導者の資質向上を図るとともに、危険回避能力を身に付けさせる

ための防犯・防災教育の充実に努める。
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②主要課題

ア 幼児児童生徒の運動・スポーツへの関心・意欲や体力・運動能力の向上等を図る

ため教科体育の充実を主として、運動部活動や体育・スポーツ環境の整備及び指導

者の意識の高揚と資質能力の向上、並びに学校体育団体や学校体育研究団体の充実

強化を図る必要がある。

イ 本県の伝統文化である空手道及び郷土の踊りの継承・発展を図るため、教科体育

や学校行事等で積極的に取り入れることや、指導者の育成及び地域指導者の活用が

必要である。

ウ 健康教育においては、薬物乱用、性の逸脱行動、増加傾向にある肥満や生活習慣

病、感染症及び学校安全に関する新たな課題等は年々深刻化しており、適切かつ早

急に対処する必要がある。

エ 学校安全においては、学校安全指導者養成講習会における地域安全マップの作成

及び指導者の資質向上、防犯・防災避難訓練の実施等、幼児児童生徒の危険回避能

力を身に付けさせるための防犯・防災教育の充実を図る必要がある。

オ 幼児児童生徒が生涯にわたって健康を保持増進するためには、自らの健康を適切

に管理し改善していく資質や能力を育成する必要がある。

カ 複雑多岐にわたる現代的健康課題や学校安全に関する課題に対処するためには、

養護教諭、栄養教諭、スクールカウンセラー、専門医等及び関係機関と連携した取

組を行う必要がある。

③施策の方向

ア 幼児児童生徒の体力の向上を図るため、体力・運動能力テストの計画的な実施を

はじめ、幼児児童生徒の生涯にわたる運動・スポーツの実践力を培う研究指定校の

推進や各種研修会を開催し、指導者の育成及び資質能力の向上に努める。

また、学校における運動部活動の活性化・適正化及び児童生徒の体力や競技力を

向上させるため、中学校・高等学校の運動部活動に外部指導者を活用するとともに、

学校体育関係団体や学校体育研究団体との連携に努める。

イ 空手道及び郷土の踊りが、教科体育や学校行事等で積極的に取り入れられるよう、

講習会・研修会等を開催し、指導者の育成及び地域指導者の活用に努める。

ウ 幼児児童生徒の心身の健康の保持増進を図るためには、学校保健委員会等を活性

化させ、組織的に取り組むとともに、学校の教育活動全体を通じた健康教育を行い、

健康に関する基本的な知識・技術の習得や理解を図るとともに、適切な行動が実践

できる能力の育成に努める。

エ 幼児児童生徒の危険回避能力を身に付けさせるためには、防犯・防災避難訓練の

実施や学校安全指導者養成講習会等を開催する等、防犯・防災教育の充実に努める。

オ 養護教諭や栄養教諭等の専門性を生かすとともに、関係機関・団体及び専門医等

の積極的な活用に努める。

(4)食育の推進

①基本的な考え方
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食は人間が生きていく上での基本的な営みの一つであり、健康な生活を送るために

は健全な食生活は欠かせないものである。しかしながら、近年の子どもの食生活を取

り巻く社会環境の変化などに伴い、偏った栄養摂取、食生活の乱れ、肥満や過度の痩

身など、生活習慣病と食生活の関係も指摘され、望ましい食習慣の形成に係る指導の

充実が求められている。特に、成長期にある幼児児童生徒にとって、健全な食生活は

健康な心身を育むために欠かせないものであると同時に、将来の食習慣の形成に大き

な影響をおよぼすものであり、極めて重要である。

現在、国においては、食育基本法の施行や食育基本計画の策定、学校給食法の改正

などにより、学校給食の充実を図るとともに、学習指導要領総則に「学校における食

育の推進」を位置付けるなど、学校の教育活動全体を通じて取り組むことの必要性を

示している。

本県においても、各学校における食育の充実に努め、家庭や地域・関係機関と連携

し、幼児児童生徒に様々な経験を通じて「食」に関する知識と「食」を選択する力を

習得させ、健全な食生活を実践することができる能力を育成していくことが必要であ

る。

②主要課題

ア 幼児児童生徒の発達段階に応じて、栄養や食事のとり方などについて、正しい知

識を習得し、自ら判断し、実践していく力を身に付けさせるよう指導の工夫を図る

必要がある。

イ 学校給食を実施するにあたっては、安全で、適切な学校給食を提供するとともに、

学校給食に地域の地場産物の活用を促進したり、地域の行事食を提供するなど学校

給食の充実に努める必要がある。

ウ 栄養教諭等を中心に全職員で食に関する指導の全体計画の作成及び充実を図ると

ともに、学年が上がるにつれて毎日朝食を摂取する児童生徒の割合が減少する傾向

にあり、その対策が必要である。

エ 家庭や地域における望ましい食習慣を確立するため、「日本型食生活」の実践に

ついて啓発するとともに、栄養教諭等を中心に食品の安全、栄養の摂取など、様々

な機会を通じて食に関する情報の発信に努める必要がある。

③施策の方向

ア 幼児児童生徒の発達段階に応じた指導を行うとともに、食に関する豊かな体験活

動の充実を図り、生涯にわたって健やかな心身と豊かな人間性を育んでいくための

基礎が培われるよう指導の工夫に努める。

イ 望ましい食生活や食料の生産等に対する子どもの関心と理解を深めるとともに、

学校給食における地場産物の活用の推進や米飯給食・行事食の推進に努める。

ウ 学校給食を「生きた教材」として活用した食に関する指導や個別の相談指導につ

いて、学校の教育活動全体を通じて推進する。また、児童生徒の食生活の実態を把

握し、食育推進に努める。

エ 家庭や地域における幼児児童生徒の食生活の状況、基本的な生活習慣に係る課題、

健康課題などについて共通理解を図り、課題解決に向けた取組を推進する。
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(5)特別支援教育の充実

①基本的な考え方

特別支援教育は、障害のある幼児児童生徒の自立や社会参加に向けた主体的な取組

を支援するという視点に立ち、幼児児童生徒一人一人の教育的ニーズを把握し、その

持てる力を高め、生活や学習上の困難を改善または克服するため、適切な指導及び必

要な支援を行うものである。

そのため、特別支援学校及び特別支援学級の幼児児童生徒に加えて、通常の学級に

在籍する教育上特別な支援を必要とする幼児児童生徒、また、高等学校における通級

による指導を必要とする生徒も含め、一人一人の教育的ニーズに応じて、基礎的な環

境整備と合理的配慮を基に幼児期から高等学校・特別支援学校高等部卒業に至るまで、

的確かつ具体的な指導や関係機関と連携した幅広い支援を充実していく。

②主要課題

ア これからの特別支援教育は、障害のある幼児児童生徒の自立と社会参加の促進を

目指し、一人一人の教育的ニーズを把握し、その持てる力を高め、生活や学習上の

困難を改善又は克服するための合理的配慮を基礎とした、適切な指導及び必要な支

援を行うことが必要である。

イ 特別支援学校において障害の重度・重複化、多様化への対応を含め、センター的

機能を強化するとともに、幼・小・中・高等学校において教員の専門性の向上を図

ることが必要である。また、一部の特別支援学校では、児童生徒数の増加に伴う過

大規模化などの課題解決が必要である。

ウ 特別支援教育のより一層の充実を図るためには、保護者、地域社会に対し、特別

支援教育に対する理解・啓発を一層推進する必要がある。

エ 障害のある幼児児童生徒と障害のない幼児児童生徒が共に活動することは、双方

の社会性や豊かな人間性を育成し、共生社会の基礎を築く上で重要であり、地域社

会の実態に応じて活動を共にする機会を積極的に設ける必要がある。

③施策の方向

ア 全ての学校に在籍する障害のある幼児児童生徒に対する基礎的環境整備と合理的

配慮を基礎とした、指導・支援体制の整備を推進する。

イ 障害のある幼児児童生徒に対する正しい理解と認識を図り、適切な就学を推進す

る。

ウ 特別支援教育に係る地域のセンター的機能の発揮や、教育環境の改善・整備など、

特別支援学校の充実を図る。

エ 障害のある幼児児童生徒が、障害のない幼児児童生徒や地域社会の人々と活動や

学習をともにし、相互理解を深める交流及び共同学習の充実を図る。

(6)幼児教育の充実

①基本的な考え方

幼児期は、生涯にわたる人格形成の基礎を培う極めて重要な時期であり、義務教育

及びその後の学校教育全体の生活や学習の基盤の育成につながることから、その役割

は非常に大きい。幼児一人一人に基本的な生活習慣を定着させる等の生涯教育の基礎

を確立することが必要である。
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子どもの発達や学びの連続性を保障し、質の高い幼児教育が受けられる教育環境等

の整備を市町村と連携して推進するとともに、幼児期の教育と児童期の教育を円滑に

接続し、系統的な教育が行われるよう幼児教育の充実を図る。

そのため、これまで築かれてきた本県の幼児教育の特色を生かしつつ、就学前教育

の視点から、国の示す施策を考慮し、本県独自の幼児教育の在り方を市町村並びに関

係部局と連携のもと構築する。

市町村は県の幼児教育推進の施策を参酌し、独自の幼児教育推進の政策を定め、施

設の整備や教職員の配置を行う等の幼児教育の推進を図る必要がある。

②主要課題

ア 本県における就学前教育に係る課題について、関係部局と共有化を図る必要があ

る。

イ 幼稚園教育要領では、３歳児からの長期的な見通しをもった教育課程が編成され

ており、３年保育に向けた取組の強化や小学校教育につなぐ接続期カリキュラムを

策定する必要がある。

ウ 働く保護者の増加により、保護者や地域から預かり保育のニーズが高まっており、

その量の拡充と質の向上を図る必要がある。

エ 特別支援教育の体制整備が不十分であり、幼稚園教職員の専門性の向上を図る必

要がある。

オ 各市町村における「幼児教育政策プログラム」の策定を促進する必要がある。

③施策の方向

ア 幼児期の教育は、生涯にわたる人格形成の基礎を培う重要なものであるため、質

の高い幼児期の学校教育・保育の一体的な提供を推進する。

また、子どもの発達や学びの連続性を踏まえ、保育所、幼稚園、認定こども園、

小学校の連携を推進する。

イ 幼稚園の３年保育を促進し、就学までの３年間の長期的見通しをもった教育課程

を推進することにより、系統的な教育等の幼児教育の質の向上を図る。

ウ 子育て支援のあり方への理解推進や預かり保育における市町村の課題への対応に

努めるため関係部局との連携を図る。

エ 特別支援教育に係る研修会を実施し、幼児期の特別支援教育の充実を図る。

オ 「幼児教育政策プログラム」の未策定市町村に対し、資料の提供等、連携を図り

ながら策定を促進する。

(7)個性を大切にする教育の推進

①基本的な考え方

幼児児童生徒一人一人の習熟の程度に応じた指導など、個に応じた指導の充実を図

り、指導方法等工夫改善に係る教員を配置するなど、その活用及び効果等に関する実

践的な研究を推進することが重要である。

また、キャリア教育では、幼児児童生徒が、将来直面するであろう様々な課題に柔

軟かつたくましく対応し、社会人・職業人として自立していくために、一人一人が、

学ぶこと、働くこと、そして、生きることについて自己の問題として真剣に受け止め、

自らの意思と責任で考え、判断していくことが大切である。
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さらに、離島・へき地教育では、その特性である「離島性」「へき地性」「小規模

性」「複式形態」を生かして、地域に根ざした創意ある教育課程を編成・実施し、主

体的で創造性豊かな幼児児童生徒の育成のための教育を推進する。

②主要課題

ア 幼児児童生徒の習熟の程度に応じた指導に係る推進計画や指導計画等に基づいた

指導方法、学習形態などを工夫し、「わかる授業」の構築に努める必要がある。

イ キャリア教育の一環として、望ましい勤労観・職業観を育むため職場見学、職場

体験学習、就業体験等を実施し幼児児童生徒の発達の段階に応じた体験活動に取り

組み、これらを推進する上で、産業界との連携強化を図る必要がある。

また、将来のスペシャリスト・地域産業を担う人材・人間性豊かな職業人の育成

が求められており、地域産業との連携のもと実践的な職業教育の充実を図る必要が

ある。

ウ 離島・へき地の学校においては、少人数・複式学級における学習指導の改善・充

実を図り、その課題解消に努めるとともに、合同学習、集合学習、交流学習を積極

的に推進し、幼児児童生徒の自主性・社会性を育む必要がある。

③施策の方向

ア 幼児児童生徒一人一人に豊かな心を育むとともに、確かな学力を身に付けさせ、

保護者や地域の信頼に応えることができるよう、一人一人の個性に応じ、その能力

を最大限に伸ばす教育活動を推進する。

イ キャリア教育においては、グローバル化する社会の変化や産業界の動向も見据え、

社会的・職業的自立につながる望ましい勤労観・職業観を身に付けさせ、自己の個

性を生かした進路選択ができる態度や能力を育むことが必要である。そのために各

学校においては、社会力（社会に適応する力、社会を生きる力、社会を変える力）

を育むため、発達段階に応じたキャリア教育の推進を図る。

また、本県の産業振興を担う人材の育成のため、専門高校等において産業界等と

本県の将来像を共有し、連携した実践的な職業教育を推進する。

ウ 離島・へき地教育においては、地域の特性を生かし、幼児児童生徒一人一人の実

態に応じた体験的活動を取り入れ、地域の良さを体感させることで、地域への誇り

と愛着を持たせる。また、ICTの活用と言語活動を重視した指導方法・指導体制を

工夫・改善し、地域に根ざした特色ある教育活動を推進する。

(8)魅力ある学校づくりの推進

①基本的な考え方

学校を取り巻く環境が変化する中、学校教育においては、幼児児童生徒の能力・適

性、興味・関心、進路等の多様化・複雑化をはじめ、国際化、情報化、科学技術の高

度化等の社会の変化、教育の諸制度の改革に的確かつ柔軟に対応することが求められ

ており、魅力ある学校づくりが一層重要になっている。

中・長期的な視点に立った総合計画として「県立高等学校編成整備計画」及び「県

立特別支援学校編成整備計画」を策定し、学び直しを具現化する新しいタイプの学校

の設置や特色ある学校づくり等を推進する。
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信頼される学校づくりにおいては、地域や学校、幼児児童生徒の実態等の正確な把

握・分析を基に、それぞれの学校の教育課題を明確にし、校長のリーダーシップの下、

教職員の役割分担の明確化などを通じて業務を効率化するなど、組織的・機動的な学

校運営を実践していくことが重要である。

そのため、創意工夫を凝らした特色ある学校づくり、学校・家庭・地域社会との相

互連携した地域とともにある学校づくり、教職員としての使命感、資質・力量・識見

を高めるための教職員研修の実施、教育の基盤となる施設・設備の充実を図ることが

必要である。

②主要課題

ア 多様な幼児児童生徒の実態に対応して、各学校がそれぞれの個性を最大限に伸長

させるため、幼児児童生徒のニーズを踏まえ、創意工夫を凝らした特色ある学校づ

くりが必要である。

イ 幼児児童生徒の健全育成や教育の目標の具現化に向けて、学校、家庭、地域社会

が応分の責任を持ち、三者が一体となって教育に取り組み、学校が広く様々な分野

から協力を得て、家庭、地域社会との連携・協働の下、地域教育資源を積極的に活

用していく必要がある。

ウ 国の教育動向や県の教育主要施策を踏まえて今日的教育課題を明らかにし、各研

修実施機関の研修事業の充実・強化や学校長のリーダーシップの下、組織的・計画

的な校内研修及び各種研究会活動の活性化を図る必要がある。

エ 快適で安全な学習環境の充実を図るために、校舎等の新増改築及び普通教室等へ

の空調等の整備が必要である。

③施策の方向

ア 幼児児童生徒一人一人の多様な能力・適性、興味・関心、進路等に応じた教育の

推進を図り、未来を創る個性豊かな子ども達を育成するため、地域や学校の実態等

に応じて各学校が主体的に企画・運営する特色ある学校づくりを支援する。

イ 自らの教育活動の状況について積極的に情報提供するなど説明責任を果たしなが

ら、学校評価、学校評議員、地域人材の活用により保護者や地域の人々の積極的な

参加や協力を求めていく。

ウ 教職員のライフステージに応じ、教職員としての使命感と専門性を高めるための

研修を実施する。また、県立総合教育センターや各研修実施機関との連携のもとに

実践的な指導力向上を図るための各種研修の充実を図る。

エ 時代に対応した施設・設備の整備、充実、快適で安全な学習環境の充実を図るた

めに校舎等の新増改築、普通教室等への空調等の整備の推進を図る。
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３ 多様化、高度化する社会の変化に対応した教育の推進

〔国際社会・情報社会等への対応〕

21世紀は、新しい知識・情報・技術が政治・経済・文化をはじめ社会のあらゆる領域で

の活動の基盤として飛躍的に重要性を増す、いわゆる「知識基盤社会」の時代であると言

われている。

このような知識基盤社会化やグローバル化に対応した多様な人材を育成するためには、

本県の地理的条件や歴史的経験を生かし、異文化の理解や自国の文化を尊重する態度及び

国際協調の精神等を教育の中で育み、海邦交流拠点を担う広い視野に立った人材育成に努

めなければならない。

そのため、沖縄県がアジア・太平洋地域における拠点として、高い国際性や専門性に富

む人材育成を図るため、小・中・高校生等の外国語教育や国際理解教育を推進する。

また、県民生活の向上に向けた情報通信基盤の整備の推進や医療、福祉、教育、防犯・

防災等の各分野における情報通信技術の活用等、本県の情報通信産業がリーディング産業

として一層の振興発展を遂げるためには、専門的な知識と技術を持った人材の育成が求め

られており、子どもたちの情報活用能力を育成することが不可欠である。

さらに、知識基盤社会を牽引する人材の育成には、社会・経済発展の原動力である科学

技術の振興が必要である。次代の科学技術を担い、沖縄から世界に羽ばたく研究者や技術

者となる人材を育成するために、学校においては地域の研究機関や大学院大学等との連携

を深める等、児童生徒の科学技術への興味・関心を育み、豊かな感性と創造性の向上を図

っていくことが必要である。

(1)国際社会に対応した教育の推進

①基本的な考え方

知識基盤社会化が進展する中にあって、グローバルな視点を持つとともに、国際理

解教育の推進を図り、国際性豊かな視野の広い人材の育成が必要である。

また、国際交流や国際貢献を積極的に行っていく上で、コミュニケーションの手段

としての外国語の重要性はますます高まっている。これからの学校教育においては、

早期外国語教育の実施等、外国語教育の改善・充実を図り、「交流と体験」を通して

外国語によるコミュニケーション能力の育成を一層推進する必要がある。そのため、

教職員や高校生の海外派遣や研修の充実、海外における交流拠点の形成など「英語立

県沖縄推進戦略事業プロジェクト」の多面的な展開、さらに高等学校における「英語

の授業は英語で行うことを基本とする。」の実施に取り組んでいく。

一方、地球温暖化やオゾン層の破壊など地球環境問題が我々人類の共通の課題とな

っている。その解決には世界各国の協力が最重要である。

このため、地球的規模で考え、より良い環境づくりや環境の保全に地域で行動でき

る人材の育成に努めなければならない。
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また、地球規模の環境問題でも、その原因や解決策は私たち一人一人の生活に直結

したものであることを認識し、身近なところから環境に配慮した行動がとれるよう発

達段階に応じ、組織的・計画的・継続的かつ実践的な環境教育を推進する。

②主要課題

ア 国際理解教育を小学校段階から推進し、その充実を図る必要がある。

イ 小学校外国語活動のさらなる充実を図るとともに、外国語教育における小・中・

高・大学の連携と役割を明確にしつつ、学びの連続性を踏まえた系統的な外国語教

育を推進する必要がある。

ウ 外国語によるコミュニケーション能力の育成が一層求められており、さらに、「国

際性」と「個性」を涵養する教育システムの拡充を図る必要がある。

エ 本県在住の外国人を人材として活用し、地域特性を生かした国際交流を推進して

いく必要がある。

オ 教職員の英語授業の在り方に対する意識の変革と海外での研修の充実を図る必要

がある。

カ 海外留学生派遣事業等の拡充とともに、海外姉妹校等の提携拡大や大学院大学等

の県内施設の活用による「交流と体験」の機会をより多く設ける必要がある。

キ 環境教育は、地球環境の保全やよりよい環境の創造のために主体的に行動する資

質、能力を育成していくため、環境保全に参加する態度や環境問題解決能力を育む

必要がある。

③施策の方向

ア 本県の地理的・歴史的な特性を生かし、日本の国際貢献の一翼を担い、アジア・

太平洋地域や諸外国との交流を行う中で、自国の文化を敬愛し、異文化を尊重する

態度や資質、能力の育成を図る。

イ 小学校の発達段階に応じた外国語教育（外国語活動・外国語）の充実を図る。

ウ 授業における言語活動の中心が英語となるような授業改善及び指導技術の向上を

図り、多様化する生徒や教育の諸制度の改革等に適切に対応するため、英語教員と

しての資質力量を高めていくとともに、外国語指導助手（ＡＬＴ）とのチーム・テ

ィーチングを含め、更なる効果的活用についても研究・改善を図る。

エ 本県の地域特性を生かし、県内の外国語施設・機関へ児童生徒を派遣するととも

に、在住の外国人を活用する国際交流を通し、外国語教育の改善・充実を図る。

オ 外国語教育を推進し、実りあるものにするために、指導者としての教職員等を国

内外の研修に派遣し、語学力や指導力の向上を図る。

カ 本県の振興開発を担えるグローバルな視点を持ったリーダーとなる人材を育成す

るために、より多くの高校生をアジアをはじめとする諸外国へ派遣する。

また、海外での姉妹校提携拡大や県内での大学院大学等の教育機関の活用を図る

ことで、より多くの生徒に国際交流や異文化体験の機会を与える。
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キ 地球規模の視野を持ち、地域社会の身近な環境問題を教材として扱うとともに、

指導者養成、指導資料の作成、自然・奉仕体験活動の実施等に地域人材や社会教育

施設等の積極的な活用を図る。

(2)情報社会に対応した教育の推進

①基本的な考え方

知識基盤社会化、グローバル社会化が進み、情報活用能力の重要性が一層高まる中、

その効果的な育成に向け、情報教育を体系的に推進するとともに、教師、児童生徒の

双方が授業においてコンピュータや情報通信ネットワーク等の情報手段を活用するこ

とが必要とされている。

本課題解決への取組を推進するとともに、その基盤となる教職員の指導力や情報通

信技術環境の充実に向けた取組も合わせて推進していく。

②主要課題

ア 情報教育の充実及び教科指導等における情報手段の活用促進に向け、各学校にお

いて、時代の進展に対応した情報機器及びネットワークの整備を図る必要がある。

イ 教育情報ネットワークの拠点であるＩＴ教育センターの維持・向上を図り、情報

通信技術を活用した教育活動を推進する必要がある。

ウ 体系的な情報教育の推進及び情報モラル教育の充実により、児童生徒の情報活用

能力の育成を図る必要がある。

エ 授業において、地域や児童生徒の実態に即した効果的な情報手段の活用を推進す

る必要がある。

オ 校務用コンピュータの整備をはじめ、校務の情報化を推進し、教員の負担軽減を

図る必要がある。

カ 全ての教員が授業や校務において情報手段を活用できるように、教職員研修の充

実、校内研修の推進を図る必要がある。

③施策の方向

ア 時代の進展、地域、児童生徒のニーズに対応した教育活動を行うため、携帯情報

端末や電子教科書等を含め、情報通信技術環境の整備に努める。

イ ＩＴ教育センターの維持・向上を図り、オンライン研修、遠隔授業等、ネットワ

ークを活用した教育活動等を推進するとともに、離島・へき地への教育支援を推進

する。

ウ 各学校において、発達段階に応じた情報活用能力の到達目標に基づいた体系的な

情報教育の推進を図る。

エ 情報モラル教育、授業での情報手段の活用の推進に向け、市町村教育委員会との

連携、教職員研修等により、各学校への理解啓発を図る。

オ 情報モラル教育、授業における情報手段の活用等について、教職員研修の充実を

図るとともに、全ての教員が実践できるよう校内研修の実施促進を図る。

カ 校務の負担軽減に向け、校務用コンピュータの整備や校務支援システムの導入に

努める。
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(3)科学技術の進展に対応した教育の推進

①基本的な考え方

知識基盤社会の時代において、社会や経済の発展のために科学技術の重要性が一層

高まっている。このため、科学技術の土台である理数教育の充実が求められており、

児童生徒の理科、算数・数学への興味・関心を育み、豊かな感性と創造性の向上を図

ることによって、将来、有為な研究者・技術者となり得る科学技術系人材の育成を推

進する。

②主要課題

ア 科学に関する夢と期待を育み、理科、算数・数学への興味・関心を高めることが

できるよう、県内外の科学技術系コンテストへの参加や科学の甲子園への出場など

の理数教育の充実に努める必要がある。

イ 児童生徒が理科、算数・数学の学習によって得た科学的知識や課外活動等で深め

た科学研究を評価し、活躍できる場を創出することによって、豊かな感性と創造性

に富んだ科学技術系の人材育成を図る必要がある。

ウ 大学教員や企業研究者等による、高い科学的知識や科学技術に関する講義・体験

的学習機会の活用等、生徒が理科・数学においてより高い専門性の分野に挑戦する

ことができるようにする必要がある。

③施策の方向

ア 地域の研究機関や高等専門学校及び大学・大学院大学等が実施するサイエンス教

室や出前講座等の活用推進を図る。

イ 児童生徒が切磋琢磨して深めた科学研究を評価するための科学作品展や、科学好

きの生徒が才能を発揮し活躍できる科学技術コンテストを実施し、主体的かつ創造

的に問題を解決する科学技術系の人材育成を図る。

ウ 先進的な理数教育であるスーパー・サイエンス・ハイスクール等の指定によって、

高等学校と大学の接続の在り方等について大学との共同研究や国際性を育むための

取組に努める。
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４ 教育の機会均等を図るための子どもの貧困対策の推進

〔子どもの貧困対策の推進〕

子どもの貧困は、単に経済的な困難だけでなく、子どもの生活の様々な面で不利な条件

が蓄積され、子どもの心身の成長に影響を及ぼすほか、次世代に引き継がれることが問題

とされているため、貧困の世代間連鎖を断ち切り、未来の沖縄を担う人材育成策として取

り組むことが重要である。

また、保護者の経済状況にかかわらず、学ぶ意欲と能力のある全ての子どもが質の高い

教育を受け、能力・可能性を伸ばしてそれぞれの夢に挑戦できるようにすることが、一人

一人の豊かな人生の実現に加え、潤いと活力をもたらす沖縄らしい優しい社会の実現にも

つながるものである。

平成27年度に沖縄県が実施した「沖縄県子どもの貧困実態調査」において、沖縄県の子

どもの貧困率は29.9％で、全国の1.8倍、子ども３人に１人が貧困状態で暮らしているこ

とや、就学援助制度の周知に課題があること、習い事や学習塾への子どもへの支出が家庭

の経済状況によって差があること、小学校１年生の段階で大学までの教育を受けさせられ

ないとする貧困層の保護者の割合が高いことなど、沖縄の子どもたちが厳しい成育環境に

あることが明らかとなった。

このため、子どもの貧困対策を推進するに当たっては、支援を必要とする子どもとその

家庭の実情の理解に努め、全ての子どもが最低限享受すべき生活や教育の機会を権利とし

て保障する観点から、子どものライフステージに即して切れ目なく、また、個々の子ども

が抱える問題状況に対応した総合的な施策を実施する。

教育の支援においては、学校を子どもの貧困対策のプラットフォームと位置付け、学校

教育による学力の保障、学校を窓口とした福祉関連機関との連携及び経済的支援を通して、

総合的に対策を推進する。

(1)学校教育による自己肯定感を育む支援と学力の保障

①基本的な考え方

自己肯定感とは、自尊感情、自己存在感、自己効力感などの言葉とほぼ同じ意味合

いで使われており、小学校高学年の時期に、教育上特に重視すべき発達課題の一つと

して考えられている。

自己肯定感の高い子どもとは、「自分が価値のある存在である」と感じていたり、

「自分に自信がある」子どもだといえ、その特徴としては、自ら、積極的・能動的に

人や学び、社会、将来に向かい、活動する意欲が高いことがあげられている。

特に後述するように沖縄県では貧困などとの関係から、自己肯定感が育ちにくい教

育・社会環境にある子どもが多いと予測される。

そこで、全ての子どもが集う場である学校をプラットフォームとして、子どもたち

が置かれている成育環境にかかわらず質の高い教育を受けられるよう、学習環境や生

活環境の整備を図る事が必要である。
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このため、家庭環境に左右されず、学校に通う子どもの学力が保障されるよう、児

童生徒に自己存在感を与えること、共感的な人間関係を育成すること、自己決定の場

を与え自己の可能性の開発を援助することの三つの視点に留意し、きめ細かな指導を

推進するとともに、地域による学習支援や家庭教育支援を行うことにより、貧困の連

鎖を断ち切ることを目指す。

②主要課題

ア 学力

平成27年度全国学力・学習状況調査の結果を見ると、沖縄県の小学校においては、

国語Ｂと算数Ａの２教科が全国平均を上回り、国語Ａ、算数Ｂ、理科も全国水準に

達している。

中学校においては、正答率に関して課題はあるものの、国語Ａを除く各教科で全

国平均との差が縮小している。

イ 進学

平成27年度の沖縄県の高等学校等進学率は96.5％、大学等進学率は39.2％とな

っており、それぞれ上昇傾向にあるが、全国順位は47位となっている。

学校アンケート調査において、保護者に対し、子どもに大学までの教育を受けさ

せたいかについて質問したところ、貧困世帯及び非貧困世帯とも、学年が進むとと

もに「経済的に受けさせられない」と回答した割合が高くなっているが、特に貧困

世帯における回答割合が増加幅が大きくなっている。

ウ 進路未決定率

沖縄県における平成27年度の中学校卒業後の進路未決定率は2.5％、高等学校卒

業後の進路未決定率は13.1％となっている。

エ 自己肯定感

「沖縄県子どもの貧困実態調査」において、自己肯定感に関する質問では、小学

5年生が、「頑張れば、むくわれる」について約8割が肯定的に答えている。「自分

は家族に大事されている」や「自分の将来が楽しみだ」についても大多数の子ども

が肯定的な回答をしている。

しかし、「自分は価値がある人間だと思う」「不安に感じることはない」「孤独

を感じることはない」の3項目は、3割から4割の子どもが否定的に答えてる。

中学2年生では、すべての項目で「とてもそう思う」と答えた子どもの割合が少

なくなっている。特に、「自分の将来が楽しみだ」は、「とても思う」が小学5年

生の約6割に対し、中学2年生では約4割と大きく下回っている。

さらに、家庭の経済状況別で見ると、貧困世帯の子どもにおいて、自己肯定感へ

の否定的な回答の割合が高くなる傾向が見られる。

これらの結果から、沖縄県では小学生から中学生にかけて自己肯定感が低下する

方向にあることが分かる。

さらに、困窮家庭と非困窮家庭の子どもの自己肯定感を比較すると、概して、ほ

とんどの自己肯定感に関する項目で困窮家庭の子どもの自己肯定感が低い結果にあ

る。
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このことから、沖縄県の教育において子どもの自己肯定感を育てる教育を確立し

ていくこと、とりもなおさず、困窮家庭の子どもたちの自己肯定感を緊急に育てる

教育というものを構築する必要性が示されている。

③施策の方向

ア 全ての子どもが安心して質の高い幼児教育を受けられるよう、子どもの発達と学

びの連続性を踏まえた教育・保育を提供する。

イ 一人一人の児童生徒の個性の伸長を図りながら、同時に社会的な資質や能力・態

度を育成する。

ウ 将来において社会的に自己実現ができるような資質・態度を形成していくための

指導・助言を行い、個々の児童生徒の自己指導能力の育成を目指す。

エ 学校における就学継続のための相談・指導体制の強化を図るとともに、教育・福

祉関係機関、民間団体との協働による支援体制を構築し、中途退学の防止、学習支

援、キャリア教育の充実に取り組む。

(2)学校を窓口とした福祉関連機関との連携

①基本的な考え方

「チームとしての学校」の観点から、子どもやその家庭が抱える問題に対応するべ

く、教職員がスクールソーシャルワーカー、スクールカウンセラー及び子供の貧困対

策支援員等の活用により、学校と福祉部局が共に協力し対話し合いながら子どもが置

かれた様々な環境に働きかけ、チームで児童生徒の問題を解決していく体制の整備や

児童生徒への支援を行う。

②主要課題

ア 朝食と夕食の孤食・欠食

貧困世帯で「親」と一緒に食べると回答した割合が低くなっている。

イ 小・中学校における不登校の状況

平成27年度の沖縄県の小学校における児童千人当たりの不登校児童数は5.7人で

全国１位、中学校における生徒千人当たりの不登校生徒数は33.０人で全国３位と

なっている。

ウ 高等学校における不登校、中途退学の状況

沖縄県の高等学校における平成27年度の生徒千人当たりの不登校生徒数は27.２

人で全国２位、中途退学率は1.8％で全国4位となっている。

③施策の方向

ア 子どものライフステージに応じて、支援を必要とする子どもや子育て家庭につな

がり、適切な支援機関等へつなげる仕組みを構築する。

イ 関係する支援者の確保と資質の向上に取り組む。

(3)経済的支援

①基本的な考え方

貧困の連鎖を防ぐための幼児教育の負担軽減、就学援助の充実、高校生等奨学給付

金の充実、高等教育を保障する奨学金制度等の経済的支援の充実を図り、幼児期から

高等教育段階まで切れ目のない教育費負担の軽減を推進する。
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②主要課題

ア 就学援助

沖縄県における平成26年度の就学援助対象児童生徒数は29,198人、就学援助率

は20.16％となっており、過去15年間で、いずれも大幅に増加している。

本県の就学援助率は、全国平均を上回っており、47都道府県で比較すると9位と

なっている。

また、県内市町村ごとの就学援助率を比較すると、大きなばらつきが見られる現

状にある。

平成27年10月に県が実施した「沖縄子ども調査」において、調査の対象とした

小学１年生、小学５年生、中学２年生の各学年の世帯のうち、等価可処分所得が

平成25年国民生活基礎調査の貧困線122万円未満の世帯（以下「貧困世帯」とい

う。）の就学援助の利用状況を見ると、学年が進むとともに利用率が高くなってい

る。

また、保護者に就学援助を利用していない理由を確認したところ、貧困世帯にお

いて、各学年とも「必要ないため」という回答が最も多くなっているが、「就学援

助を知らなかった」という回答も少なからず存在している。

イ 進路未決定率

沖縄県における平成27年度の中学校卒業後の進路未決定率は2.5％、高等学校卒

業後の進路未決定率は13.1％となっている。

③施策の方向

誰もがいつでも、希望する質の高い教育を受けられる社会を実現する。
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５ 地域を大切にし、誇りに思う健全な青少年の育成

〔青少年の健全育成〕

地域においては、青少年一人一人が社会の変化に主体的に対応し、自らの問題や社会

の問題に積極的に取り組むことができる資質・能力を養い、現在または将来において自

己実現が図られ、社会性を培い豊かな人間性を育むことができるよう、青少年の健全育

成に努める必要がある。一方、都市化、少子化、核家族化などライフスタイルの変化や、

価値観の多様化等の影響を受け、地域における人間関係の希薄化等が進展し、家庭や地

域社会の教育力の低下が進んでおり、青少年のおかれる環境の悪化が懸念される。

このため、ボランティア活動などの社会奉仕体験活動や自然体験活動、地域での文化

・スポーツ活動や伝統行事等への参加、親と子どもの体験活動等の総合的な青少年体験

活動事業を推進する。このような地域住民の連帯感が図られる取組を通して、地域を大

切にし、誇りに思う健全な青少年の育成に努める。

(1)健やかな青少年を育む地域活動・体験活動の充実

①基本的な考え方

健やかな青少年を育成するため、学校・家庭・地域社会の連携を密にし、ＰＴＡ

等の関係機関・団体、企業、民間教育事業者、諸団体等地域社会に幅広く連携の輪

を広げ、社会環境の浄化や青少年の非行防止に努めるとともに、諸運動等の取組を

推進し、地域の教育力の活性化に努める。

各地域においては、「地域の子は地域で守り育てる」という共通認識の下、青少年

の社会性・規範意識を高め、多様な活動を経験させることが重要である。そのため

には、青少年教育施設の整備・充実、主催事業等の充実を図ることが必要である。

②主要課題

ア 平和な社会の形成者として郷土の文化と自然に誇りをもち、国際性に富む人材

を育成するため、平和な世界の実現を目的とするユネスコ活動を支援する必要が

ある。

イ 社会教育関係団体等のネットワークを最大限に活用し、安全・安心なまちづく

りに、県民総ぐるみで取り組む必要がある。

ウ 青少年が自立への意欲を持ち行動する上で必要な資質・能力の多くは、自然体

験等を通じて育成される。地域や社会教育施設（青少年教育施設等）での体験活

動の充実を図る必要がある。

エ 青少年教育施設及び社会教育施設等の事業の充実と利用促進を図る必要がある。

③施策の方向

ア 学校現場や地域及び社会教育の現場において、ESD注１活動を推進し､持続可能な

社会の担い手を育てる観点の教育を広める。

イ 学校・家庭・地域社会の連携および社会教育関係団体等との連携を強化し、地

域社会全体で青少年を守り育てる運動を展開する。

・地域ぐるみで、青少年を有害環境から守るための取組の推進

・民間団体等と教育関係者の相互理解・連携・協力の拡大

・「青少年健全育成の日」に関する広報・啓発の支援

注１ ESD（エデュケーション フォー サステイナブル デベロップメント）持続可能な社会

づくりの担い手を育む教育
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ウ 青少年の自然体験、社会体験活動等の充実・改善を図る。

エ 青少年教育施設の充実と利用促進を図る。

オ 社会教育関係団体等との連携により青少年の健全育成を図る。

(2)ユイマールの心でつなぐ学校・家庭・地域社会の相互の連携及び協力

①基本的な考え方

本県の社会的特性である相互扶助の精神「ユイマールの心」を生かし、地域全体で、

子どもたちを健やかに育むために、学校と家庭・地域社会との連携体制を構築し、子

どもたちの学習支援活動や体験活動、登下校や放課後の安全確保のための活動等、地

域住民による積極的な子どもたちを支援する取組を促進する。

また、地域住民においては、これまで培ってきた知識や経験、学習の成果を生かす

ことにもつながり、地域社会全体の教育力を向上させるとともに「知の循環型社会」

の構築に努める必要がある。

②主要課題

ア 学校教育と社会教育、また、学校と地域社会との新しい連携の仕組みを構築する

必要がある。

イ 学校は、様々な分野から広く協力を得て、地域に開かれたものにしていく努力を

し、一体となって教育に取り組む必要がある。

ウ 県民一人一人の生涯を通じた学習の支援において、「個人の要望」と「社会の要

請」のバランスを図る必要がある。

③施策の方向

ア 学校・家庭・地域社会の連携・協力を強化し、社会全体の教育力を向上させる。

・地域ぐるみで学校を支援し子どもたちを健やかに育む活動の推進

・放課後や週末の子どもたちの体験・交流活動等の場づくりの推進

・学校や社会教育施設、地域社会をつなぐ地域コーディネーターの育成

・企業等と教育関係者の相互理解・連携・協力の拡大

イ 学校づくり・地域づくりの一体的推進を図る。

・地域住民の学校教育活動への参画

・地域力を生かした学校支援の推進

・学校の力を生かした地域づくりの推進
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６ 家庭・地域の教育機能の充実

〔社会教育の充実〕

社会教育は、学校の教育課程として行われる教育活動を除き、主として青少年及び成人

に対して行われる組織的な教育活動である。

県民の生涯学習に対するニーズが多様化・高度化する中、社会教育は、その推進の重要

な役割を担うものであり、学習機会や場の提供、指導者の確保等の充実が求められている。

県民の生き生きとした社会教育活動を支援し、時代のニーズに即した学習活動に対応す

るため、公民館や図書館、青少年教育施設等の整備・充実や社会教育指導者等の育成など、

社会教育基盤の整備を推進するとともに、社会教育活動の充実を図る。

また、明るく温かい心の触れあいがある家庭は、子どもたちが健やかに成長し、豊かな

人間性を育み、社会のルールや規範の基礎・基本を身に付ける原点であるという認識のも

と、家庭教育支援事業や親子電話相談事業を推進し、家庭教育支援の充実に努める。

(1)ニーズに応えた活動を支える社会教育基盤の整備・充実

①基本的な考え方

変化の激しい社会において各個人が自立した一人の人間として力強く生きていくた

めの総合的な力を身に付けるために、生涯にわたって学習を継続できるようにするこ

とが求められている。

県民の生き生きとした学習活動と時代の変化に応じた学習ニーズに対応するため、

地域における学習や活動の拠点である社会教育施設等の整備及び学習活動に対する支

援体制を充実させるとともに、社会教育指導者の養成、資質の向上を図る必要がある。

また、社会教育団体の活動を支援し、県及び市町村の社会教育の充実に努める。

②主要課題

ア 多様化する県民のニーズに応えるための図書館サービスのさらなる充実を図る必

要がある。

イ 地域住民の広範な学習活動を支えている公民館や図書館等の整備・充実を促進す

ることにより、なお一層の生涯学習及び社会教育の充実を図る必要がある。

ウ 県立青少年の家における指定管理者制度導入後の県の施策の推進及び個人の要望

や社会の要請を踏まえた青少年教育施設の機能の充実を図る必要がある。

エ 市町村及び各地域における社会教育関係団体の活性化を促進するため各団体と連

携し、活動支援を行う必要がある。

オ 各視聴覚ライブラリー間の連携を密にし、学校、社会教育関係団体へのより一層

の広報を図るとともに、視聴覚教材・機材の整備・充実を図る必要がある。

③施策の方向

ア 図書館サービスの充実を図るため、図書館未設置町村に対して設置に向けた訪問

指導及び助言を行う。また、その間の読書サービスを支援する。（一括貸出、移動

図書館等）
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イ 県民のニーズに応えるため、県立図書館と市町村立図書館との役割分担を行うと

ともに、地域住民への図書館サービスの充実を図る。

ウ 青少年教育施設における県の施策推進及び個人の要望や社会の要請を踏まえた青

少年教育施設の機能充実を図るため研修会及び連絡会を行い、指定管理者の県民へ

のサービス向上に努める。

エ 全県的に社会教育活動を活性化させるため、社会教育関係団体等の活動を支援す

るとともに、ネットワーク化を図る。

オ 多様化、個別化する学習ニーズに応えるため、視聴覚教材・機材の整備・充実に

努める。

(2)時代のニーズに応える社会教育活動の充実

①基本的な考え方

県民一人一人が自らの人生を豊かなものとするため、情報を入手し主体的に行動で

きるよう学習機会の充実を図ることが求められている。加えて今後は、社会の要請を

踏まえ、社会の変化に対応できる自立した個人や地域コミュニティを形成することが

一層求められるようになってきている。

そのため、時代のニーズに応える社会教育活動の充実を目指し、関係者が成果を交

換し合う社会教育指導者等の研修会を充実させることが重要である。

②主要課題

ア 各地域における社会教育活動に関する事業の活性化や時代のニーズに応じた地域

コミュニティを創造していくため、地域における指導者等の研修の充実を図ること

が必要である。

イ 公民館は、地域の生涯学習・社会教育の拠点施設として住民に多様な学習機会と

活動の場を提供しているため、関係者の研修等を充実させ、資質の向上を図る必要

がある。

ウ いじめや家庭内における児童虐待やＤＶ等に対応するため、人権教育の啓発を推

進する指導者の研修が必要である。

③施策の方向

ア 各地域における社会教育活動に関する事業の活性化や時代の変化に対応した地域

コミュニティを創造していくためにも、社会教育関係団体等と連携を図り、研修会

や大会等の充実を図る。

イ 地域の課題に即した学習機会の提供と学習活動の場の提供について、効果的な企

画・実施・運営が図られるように努める。

ウ 家庭・学校・地域における人権意識の高揚を目指し、各指導者の資質の向上を図

るための研修会の充実を図る。

(3)心の触れあいのある家庭教育機能の充実

①基本的な考え方

人間形成の原点である家庭教育は、基本的な生活習慣や生活能力、豊かな情操、他

人に対する思いやり、社会的なマナー、学習に対する意欲や態度等の基礎を子どもた

ちに育むものである。
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しかしながら近年、家庭の教育力低下が指摘されており、地域社会で支援していく

ことが求められている。

そのため、家庭教育を地域で支援し、地域社会の教育力の向上を図るため、市町村

における家庭教育支援体制づくりを促進する。

②主要課題

ア 家庭における児童虐待やＤＶ等、子育てや教育に問題を抱える家庭に対して、市

町村において学校や地域が連携して支えるためのコーディネート機能をもった体制

づくりが必要である。

イ 子どもの生活リズムの乱れが指摘されており、子育てに悩む親の負担を軽減する

ため、家庭教育や子育てに関する知識や技能を学ぶ機会を提供する必要がある。

ウ 家庭教育に関する悩みや不安を抱く親、友人関係等で悩む子ども等が気軽に相談

できる親子電話相談事業の継続と各専門機関との連携強化が必要である。

③施策の方向

ア 家庭教育支援体制の充実を図るため、市町村に家庭教育支援チームの設置を促し、

その活動を支援するとともに、コーディネート機能を発揮できるよう指導者のスキ

ルアップのための研修の充実を図る。

イ 基本的な生活習慣の確立等、家庭教育に関する学習機会を各地区において開催し、

親の意識を高めるとともに、子どもの生活リズムの改善に取り組む。

ウ 「親子電話相談事業」を継続実施するとともに、相談員のスキルアップや関係機

関等との連携体制の強化を図る。
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７ 豊かな感性を育む文化の継承と発展

〔文化の継承・発展〕

沖縄県の地理的位置や独特な歴史の過程を経て醸成された文化財は、県民共有の財産で

あり、その価値を再認識して、保存・継承・発展させることは、県民の責務であることか

ら県民や児童生徒の文化財や文化芸術に対する意識を高め、心豊かな生活が営めるよう特

色ある文化の充実を図ることが必要である。

文化財に係る各種の保存整備事業等を展開することにより、県民が等しく沖縄の地域文

化に触れ、文化財への関心や意識を高め、その保護と活用を図ることができ、地域文化の

創造活動を促進する。

このため、有形・無形・民俗・記念物等の文化財調査や保存修理を行うとともに、文化

財への関心を高めるために拠点となる文化施設の活用を図る。また、「しまくとぅば」や

「沖縄空手」等、生涯学習の観点に立って、国際化の時代に対応した幼児児童生徒の文化

芸術への意識を育み、文化の創造に寄与する取組を推進する。

(1)文化財の保護と活用

①基本的な考え方

県民の文化財に対する意識を高め、心豊かな生活が営めるよう特色ある文化の充実

を図ることが必要である。

このため、各地域に所在する有形・無形・民俗・記念物等の文化財の調査・指定・

保存整備を推進し、個別の課題を解決しながら、「琉球王国のグスク及び関連遺産

群」や無形文化遺産「組踊」などをはじめとする貴重な文化遺産を保存・継承すると

ともに、その有効活用を図り、本県の文化振興と創造に寄与する。

また、文化財をはじめ、本県の歴史・文化を理解するための拠り所となる「歴代宝

案」及び「新沖縄県史」の編集事業を推進するなど、沖縄の歴史・文化に関する普及

啓発に努める。

②主要課題

ア 県内では1,４０２件の国・県・市町村指定文化財があり、適切に保護・管理され

活用が図られているが、まだ十分とはいえないため、文化財指定に向けた基礎的調

査を推進するとともに、文化財の適切な保存・管理・活用に努める必要がある。

イ 史跡等の保存・整備・活用を図るためには、長期にわたる事業の展開が重要であ

り、年次ごとの保存整備事業の促進を図る必要がある。また、戦災文化財の復元整

備事業の推進を図る必要がある。

ウ 世界遺産「琉球王国のグスク及び関連遺産群」の保存・活用は、関係機関との連

携を密にすることにより効果を高めることができることから、文化庁や所在市村と

の連絡会議等を活用し、その推進を図る必要がある。

エ 有形・無形・民俗文化財は、記録作成や保存事業の促進が強く求められており、

長期的展望をもって適切かつ有効に推進する必要がある。とくに芸能や工芸技術等

の継承には伝承者の養成が不可欠で、保存会と連携しながら実施する必要がある。

オ 県内各地に所在する文化財の多方面からの公開・活用を推進するとともに、地域

における文化財の普及啓発を促進し、文化財保護意識の高揚を図る必要がある。
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カ 基地内の埋蔵文化財調査等に迅速かつ適切に対応するために、埋蔵文化財センタ

ーの体制を強化する必要がある。

キ 国外や県外に所在する沖縄の美術工芸品等の在外文化財調査を実施するとともに、

戦災にともなう流出文化財が判明した場合には返還等を推進する必要がある。

ク 歴代宝案・新沖縄県史編集事業については、編集事務局の体制を強化するため、

専門職員の育成を推進する必要がある。

③施策の方向

ア 本県の自然・歴史・文化の中から重要なものを文化財に指定し、適切な保存・管

理・活用を図る。指定には基礎的な悉皆調査が肝要であり、調査事業を推進する。

また文化財の保存・活用にあたっては保存管理計画の策定等、長期的な計画により

行う。

イ 国・県指定の史跡・名勝等の記念物の歴史的環境の保存整備を促進するとともに、

戦災文化財の復元整備については、円覚寺跡の保存整備を推進する。

ウ 「琉球王国のグスク及び関連遺産群」として世界遺産に登録されたグスク等を継

続して整備し、文化財的価値の周知を図る。適切に保存管理するとともに、公開・

活用を推進する。

エ 建造物等の有形文化財の保存整備、芸能・工芸技術等の無形文化財にかかる伝承

者の養成を促進するとともに、無形民俗文化財の記録作成や継承事業を支援する。

オ 県内各地に所在する文化財の多方面からの活用を推進するとともに、地域におけ

る文化財の普及啓発の促進を図る。

カ 基地内に所在する埋蔵文化財の調査については、返還後の跡地利用計画の策定や

地域開発の調整に資する基礎資料を整備する。

キ 国外や県外に所在する沖縄の美術工芸品等の在外文化財調査を実施するとともに、

流出文化財であることが判明した場合には返還等を推進する。

ク 「歴代宝案」及び「新沖縄県史」については、大学や研究・教育機関、研究者等

とも連携を図りつつ、編集・刊行を行う。

(2)文化施設の活用と文化芸術活動の推進

①基本的な考え方

本県の特色ある自然・歴史・文化は県民共有の財産であり、地域に育まれた風土に

対する知識と理解を深め、その価値を再認識していく必要がある。埋蔵文化財に対す

る保護思想の普及啓発を図るため、県立埋蔵文化財センターの体制を一層充実させつ

つ活用を推進する。

また、心身の成長期にある幼児児童生徒に、優れた芸術を鑑賞する機会を提供する

ことにより、豊かな創造性と情操の涵養を図る。さらに学校における文化部活動への

指導者派遣及び学校文化団体への支援を行うなど、文化芸術の充実・発展に努める。

②主要課題

ア 緊急発掘調査や基地内の埋蔵文化財調査等に迅速かつ適切に対応するために、埋

蔵文化財センターの体制の充実を図る必要がある。また、当該センターの活用を図

りながら、埋蔵文化財保護思想の普及啓発を推進する必要がある。

イ 組踊がユネスコ無形文化遺産の代表一覧に記載されたことから、県内外からの関

心が高く、鑑賞会事業等を充実させ、継続的に普及啓発を図る必要がある。
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ウ 芸術鑑賞事業については、市町村との連携を図り、幼児児童生徒が生の芸術に触

れる機会を確保する必要がある。

エ 学校における文化活動の活性化を推進するため、文化部活動への指導者派遣並び

に県中学校・県高等学校文化連盟の育成を図る必要がある。また、高校生国際文化

交流派遣事業については、県高等学校文化連盟との連携強化を図りながら、各分野

ごとのこれまでの交流実績を踏まえた、相互交流の継続が必要である。

オ 県立博物館・美術館や国立劇場おきなわなどの文化活動を支える施設の活用、充

実を図る必要がある。

カ 沖縄が誇る沖縄空手が世界の武道としてますます発展するよう、その普及・啓発

・ネットワークづくり等を推進する必要がある。

③施策の方向

ア 県立埋蔵文化財センターにおいては発掘調査体制の充実を図っていくとともに、

施設の利活用を図り、各種講座や発掘現場説明会等を通じて埋蔵文化財保護思想の

普及啓発を推進する。

イ 組踊の県外普及公演を推進するとともに、県内の児童生徒への鑑賞会を実施する

などして普及啓発に努める。

ウ 文化庁が提供する生の芸術に身近に触れる「次代を担う子どもの文化芸術体験事

業」、文化財団による国内外で活躍する芸術家を招聘しての「青少年芸術劇場小公

演」及び県教育委員会が実施する「こども青少年芸術劇場」等の芸術鑑賞提供事業

を推進する。

エ 県中学校・県高等学校文化連盟の育成・支援に努める。また、文化活動を行う高

校生を対象に高校生芸能文化国際交流プログラムを実施し、高校生の国際文化交流

を推進する。

オ 県立博物館・美術館の学芸員の育成に努め、沖縄文化の研究体制や企画展示の充

実を図る。また、伝統芸能公演の開催などにより国立劇場おきなわの活用を促進す

る。

カ 沖縄空手の保存・継承・発展に取り組むとともに、「空手発祥の地・沖縄」を世

界に発信するため、沖縄空手会館を拠点に関係機関や団体と連携して国際大会の開

催や空手愛好家の修行の地としての受入体制を強化する。
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８ 新しい時代を展望した教育行政の充実

〔教育行政の充実〕

教育行政は、学校教育における諸条件の整備・充実を図るとともに、生涯学習社会の実

現、文化・スポーツの振興、人材育成等広範な教育施策を総合的に推進し、視点を明確に

した、柔軟かつ的確な対応をすることが求められている。

県教育委員会では「沖縄２１世紀ビジョン」等を踏まえて策定した「沖縄県教育振興基

本計画」、「沖縄県第三次生涯学習推進計画」、「沖縄県立高等学校編成整備計画」、「沖縄

県立特別支援学校編成整備計画」等に基づき、その施策や計画を総合的・効果的に推進する。

また、教育委員会の役割と使命を重視し、その機能を十分発揮できるよう各関係機関と

の相互の連携を強化し、教育行政の運営等の改善・充実を図る。

さらに、教職員が公務の能率的運営や活力ある教育活動を展開するためには、生活の安

定と労働環境の充実・活性化を図り、福祉の向上に努める必要がある。

(1)教育施策推進体制の充実

①基本的な考え方

本県が自立的発展を目指し、平和で安らぎと活力のある社会を築くためには、教育

諸条件を整備し、教育機能の充実と学習機会の拡充に努め、創造性・国際性に富み、

心身ともに健全な人材の育成を図る必要がある。そのため教育課題を明確にし、時代

の進展に対応できる諸教育施策を推進するとともに、他行政機関及び民間教育事業等

との連携・協力を一層進めていく必要がある。

②主要課題

ア 「沖縄県教育振興基本計画」、「沖縄県第三次生涯学習推進計画」、「沖縄県立

高等学校編成整備計画」、「沖縄県立特別支援学校編成整備計画」等の施策の推進

を図る必要がある。

イ 市町村教育委員会及び各関係機関との連携・協力を図り、本県の教育施策の実現

に努める必要がある。

ウ 行政改革の趣旨を踏まえた教育施策の精選・見直し等を図る必要がある。

③施策の方向

ア 教育施策の立案及び実施のための推進体制機関の強化を図る。

イ 各教育機関、民間教育事業、他行政機関等との連携システムを構築する。

(2)教育委員会の充実

①基本的な考え方

教育委員会制度の目的と精神を踏まえ、教育行政の活性化を図るとともに、教育委

員会の機能強化に努め、時代のニーズ、地域のニーズに対応した、開かれた教育行政

の推進を図っていくことが大切である。
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特に、教育委員や教育委員会職員の研修の充実に努め、職務遂行能力の向上を図る

とともに、開かれた教育行政を目指し、各地域を訪問することや教育懇談会等を開催

して教育諸施策に関する県民の多様な期待・要請に応える広聴活動の推進と広報活動

の充実等、効率的・効果的な教育行政の運営を図ることが必要である。

また、本県教育の振興を図るため、市町村教育委員会との連携を図り、適切な役割

分担のもと、効率的・効果的な教育行政を推進する。

②主要課題

ア 職務遂行能力の向上及び地方分権時代にふさわしい人材の育成のため、職員研修

の充実を図る必要がある。

イ 共通する教育課題等に適切に対応するため、市町村教育委員会や知事部局等との

連携・協力が必要である。

ウ 時代の要請に対応した開かれた教育行政を推進し、県民の教育行政に対する理解

を深める必要がある。

エ 効率的で機能的な組織体制を構築する必要がある。

③施策の方向

ア 自治研修所等で開催される研修に職員を積極的に参加させるとともに、職員一人

一人の能力や実績を評価した適正な人事配置を行い、職務遂行能力の向上を図る。

イ 市町村教育委員会や知事部局等との意見交換等により教育課題を共通認識し、そ

の解決に向けて連携し、効率的・効果的に取り組む体制づくりに努める。

ウ 地域訪問や教育懇談会等により教育諸施策の状況や学校現場の実情を地域住民に

周知するとともに、インターネット等による情報発信の充実に努め、広聴・広報活

動の活性化を図る。

エ 人材育成により組織の活性化を図るとともに、組織の見直しを行い、課題に効率

的・効果的に対応できる事務局体制の構築に努める。

(3)教職員等の労働環境の改善・充実

①基本的な考え方

本県教育水準の維持・向上のため、教職員等がその能力を十分に発揮し、安心・安

定して業務に専念できる環境を確保することは今後ますます重要になっていくと考え

られる。

このため、県として健康管理や労働安全衛生管理体制を整備することにより教職員

等の健康の保持増進と職場環境の改善を図る。

また、離島等の教職員住宅についても、居住性の改善を図る必要がある。

②主要課題

ア 定期健康診断、人間ドック等の検診事業では、検診内容の充実を図るとともに、

教職員等の健康管理を支援するため、事後指導の充実に努める必要がある。

また、教職員等の心の健康管理についても、メンタルヘルス相談事業等の健康支

援に関する事業を拡充する必要がある。

さらに、生涯生活設計の確立と実現に向けた取組を支援する必要がある。

イ 労働安全衛生法に基づく、職場における労働者の安全と健康を確保し、快適な職

場環境の形成を促進するため、安全衛生管理体制の整備充実を図りつつ、職場にお

ける自主的な安全衛生活動の活性化を図る必要がある。
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ウ 離島及びへき地における教職員の福利厚生の充実と人事の円滑な交流に資するた

めに建設された教職員住宅の多くが建築後30年以上を経過し、建物の老朽化により

住環境が悪化してきている。

このため、老朽化等により入居者が減少傾向にある住宅については、修繕等を実

施し、居住性の改善に努めるとともに、需要が低迷している北部地区の教職員住宅

については、統廃合を実施する必要がある。

③施策の方向

ア 教職員等の心身の健康の保持増進を図るため、健康づくりに関する普及・啓発活

動を積極的に行うとともに、メンタルヘルスに関して相談体制を整備し、各種研修

会の開催等により教職員等の意識の向上や知識の習得が図られるよう努める。また、

公立学校共済組合沖縄支部及び沖縄県教職員互助会と連携し、メンタルヘルス相談

事業等の健康づくりに関する事業を効果的、効率的に実施する。

イ 労働安全衛生法に基づく、職場における労働者の安全と健康を確保し、快適な職

場環境の形成と安全衛生管理体制の整備充実を図るとともに、安全衛生に関する意

識の浸透を促進する。

そのために、県立学校職員、関係市町村教育委員会等に対する研修会や説明会等

を開催するなどの啓発、周知活動を実施する。

ウ 教職員住宅の整備については、老朽化している教職員住宅の長寿命化に取り組む

とともに、需要の低い地区の教職員住宅の統廃合を実施する。
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９ 健康な体をつくり県民が輝くスポーツの振興

〔スポーツの振興〕

スポーツは、人格の形成、体力の向上、健康長寿の礎であるとともに、地域の活性化や、

スポーツ産業の広がりによる経済的効果など、明るく豊かで活力に満ちた社会を形成する

上で欠かすことのできないものである。

少子高齢化やライフスタイルが多様化する今日において、スポーツの振興は、従前にも

増して重要となっており、県民が生涯にわたり主体的にスポーツに親しむことのできる地

域社会をつくることは、幅広い世代の人々にとって大きな意義のあるものである。

さらに、本県選手が全国大会や国際大会等で活躍する姿は、県民としての誇りと喜び、

夢と希望を与え、県民の意識を高揚させ、社会全体の活力となるとともに、青少年の健全

育成に大きく寄与するものである。

そのため、沖縄県スポーツ推進計画に基づき、具体的なスポーツ振興諸施策を積極的に

推進する。

(1)県民一人一人が参加する生涯スポーツの推進

①基本的な考え方

県民の誰もが、それぞれのライフステージに応じて、いつでも、どこでも、いつま

でもスポーツに親しむことができる生涯スポーツ社会を実現することが重要である。

このため、スポーツを気軽に親しむことのできる環境を整備・拡充し、地域住民が

主体的に取り組むスポーツ活動を促進することにより、スポーツ人口の拡大を図る必

要がある。

②主要課題

ア 県民のスポーツに参加する機会の拡充と意識の高揚に努めるとともに、総合型地

域スポーツクラブを中心とした環境整備を行う必要がある。

イ 県民のスポーツへの関心と意欲を一層高めるため、県スポーツ・レクリエーショ

ン祭の充実を図ることが求められている。

ウ 県民がスポーツを行う目的や内容、多様化・高度化するスポーツ活動のニーズに

対応する指導者の発掘、養成・確保及び有効活用を図る必要がある。

③施策の方向

ア 広域スポーツセンターを中心に、地域のコミュニティーの拠点となる総合型地域

スポーツクラブの育成・定着を図り、地域スポーツ環境の整備を推進する。

イ 学校・家庭・地域社会が連携し、最大規模の県スポーツ・レクリエーション祭の

充実に努める。

ウ 多様化・高度化する県民のスポーツ活動のニーズに適切に対応するため、指導者

の発掘、養成・確保及び有効活用を図る。
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(2)県民に夢と希望を与える競技スポーツの推進

①基本的な考え方

国民体育大会をはじめとする全国大会等や国際競技大会において活躍できる本県ト

ップアスリートの育成・強化を積極的に推進することは、本県の極めて重要な課題と

なっている。

今後、県民に夢と希望を与えることのできる競技スポーツの振興を目指し、スポー

ツ団体等の育成・強化、指導者の養成・確保を図るとともに、国民体育大会において

総合成績30位台の達成に努め、中・長期的な競技力向上対策を策定し、トップレベ

ルのスポーツイベント等の誘致を促進する。

また、2020年東京オリンピック・パラリンピック競技大会を見据えた競技力向上

等の取組を推進する。

②主要課題

ア 小学校から成年までの一貫指導システムのもとで、全国大会や国際大会等で活躍

できるトップアスリートの育成・強化を図ることが必要である。

イ 学校体育団体、スポーツ団体等の育成・強化及び専門性を有した質の高い指導者

の養成・確保を図るとともに、競技力向上対策を推進する必要がある。

ウ 年々高度化する競技レベルに対応するため、スポーツ医・科学による支援体制の

充実・強化が求められている。

エ 県民が国内外のトップレベルのスポーツ大会を直接に体感するとともに、競技ス

ポーツをより一層推進するため、プロスポーツを含むトップレベルのスポーツイベ

ントの誘致を促進することが必要である。

③施策の方向

ア 小・中・高校・競技団体の連携を密にするとともに、一貫指導システムの確立に

努め、トップアスリートの育成・強化を図る。

イ 学校体育団体、スポーツ団体等の育成強化及びより専門性を有した質の高い指導

者の養成・確保を図るとともに、拠点強化を推進し、国民体育大会や全国高等学校

総合体育大会を視野に入れた中・長期的な競技力向上対策を推進する。

ウ スポーツ医・科学による支援体制の充実・強化を図るため、スポーツ医・科学サ

ポートプログラムを推進する。

エ 競技スポーツをより一層推進するために、アジア地域とのスポーツ交流を積極的

に実施するとともに、プロスポーツを含むトップレベルのスポーツイベントを誘致

・促進する。

(3)社会体育施設の整備・充実

①基本的な考え方

本県スポーツの振興を図る上で社会体育施設の整備は基本的な条件であり、スポー

ツ競技者だけでなく県民の健康と体力の保持増進にも大きく貢献することから、誰で

も気軽に利用できる場としての社会体育施設の整備・充実を図る必要がある。

さらに、「スポーツアイランド沖縄」を標榜する本県にとって各種スポーツイベン

トを誘致・開催することは、県民のスポーツの振興に直結するものであり、全国規模

の大会や県民参加型のイベントも開催できる社会体育施設を整備することが必要であ

る。
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②主要課題

ア 奥武山総合運動場の各施設をはじめ、県内の社会体育施設の整備を年次的・計画

的に行うことが必要である。

イ 奥武山総合運動場の整備にあたっては、奥武山公園を所管する土木建築部や同公

園内に施設を有する那覇市との調整が必要である。

また、県内社会体育施設の整備を促進するため、市町村や関係機関・団体との連

携が必要である。

③施策の方向

ア 県立社会体育施設の整備を推進する。

イ 平成31年度全国高等学校総合体育大会及び平成32年度国民体育大会第40回九州

ブロック大会に向けた施設の整備・充実を図る。

ウ 未設置競技施設の整備を促進する。

エ 高齢者及び障害のある人に配慮したスポーツ施設の整備を図る。

オ 多様なスポーツ大会に対応できる施設の整備・充実を図る。
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１０ 私立学校教育の振興

〔私立学校教育の振興〕

私立学校は、私人の寄附財産等を基礎として設立され、建学の精神に基づく特色ある

教育を実践し、公教育の重要な一翼を担っている。

いわゆる難関大学等への進学実績や文化・スポーツ面における全国的な活躍等、県内

の児童・生徒に夢と希望を与えている。

また、独自の校風に基づく情操教育や国際教育の実施等、柔軟な教育課程の編成によ

る特色ある教育を提供し、個性あふれる多様な人材を育成している。

さらに、私立専修学校及び各種学校においては、実践的職業教育及び専門的技術教育

を実施し、社会や時代のニーズに即応できる産業人材を育成している。

国際化、情報化により、グローバル化が進展する中、社会の急速な変化に柔軟に対応

し、国際社会で活躍できる優れた人材を育成していくため、私立学校が果たす役割は重

要である。

このような観点から、県は、私立学校の自主性を尊重しながら、運営費等の支援を行

うとともに、私立学校が行う特色ある教育活動に対する助成を行い、私立学校教育の充

実を促す。

併せて、幼児児童生徒が安心して学べる安全で快適な学習環境の確保など、教育基盤

の整備を促進するため、私立学校施設に対する支援を行う。

(1)私学助成その他の支援

①基本的な考え方

少子化の進展や社会情勢の変化等、私立学校を取り巻く環境は厳しく、学校経営

の健全化や教育内容の充実等、魅力ある学校づくりに向けた自主努力が求められて

いる。

県は、私立学校が県の人材育成に果たす役割の重要性に鑑み、私立学校の自主性

を尊重しながら、その取組を支援していく。

②主要課題

ア 幼児児童生徒に多様な教育機会を提供していくため、学校経営の健全化と就学

上の負担軽減を図る必要がある。

イ 個性豊かで多様な人材を育成していくため、私立学校教育の充実を図る必要が

ある。

ウ 安全で快適な学習環境を確保するため、私立学校の老朽化した施設の整備を促

進する必要がある。

③施策の方向

ア 私立学校の運営費等を助成することにより、経営の健全化を促し、教育条件の

維持・向上と就学上の保護者負担の軽減を図る。

イ 私立学校が行う特色ある教育や特別支援教育などを助成することにより、多様

な教育ニーズに応えるとともに、私立学校教育の充実を図る。

ウ 私立学校が行う老朽化施設の改築等に対し助成することにより、教育環境の向

上を図る。
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１１ 社会の信頼に応える学士課程教育の推進

〔学士課程教育の充実〕（県立大学）

我が国では社会の成熟を背景に、大学進学率の増加、大学設置基準の大綱化による大学

数の増加や多様化が進み、その中で大学には学士課程に見合う教育成果が問われている。

学士課程教育を地域社会から付託された県立大学の責務の第一は、地域社会の発展に貢献

しうる人材の育成である。県立大学では、大学に寄せる社会の信頼に応える学士課程教育

を推進する。

県立看護大学は、人々の健康問題の複雑化、保健医療の高度化、安全で安心な医療を求

める社会のニーズの高まり等を受けて、質の高い看護職の育成を求める県民の期待に応え

て設置され、保健・医療・福祉の場で活躍する卒業生を輩出してきた。多様化・国際化が

進む社会の中で、幅広い視野から看護を科学的に実践できる人間性豊かな看護職を育成す

るよう学士課程教育の充実を図る。

県立芸術大学は、建学の理念に基づき、美術・工芸・音楽・芸能の芸術分野における有

為な人材育成、沖縄における伝統芸能の継承と新たな芸術の創造に資する人材養成を成す

ことにある。そして、開学以来、社会のニーズに応じた質の高い研究、教育理論と指導シ

ステムの確立をもってその教育拠点となり、本県の芸術文化振興の負託に応えるとともに、

産学共同事業や地域貢献を通じてその研究活動の成果を広く社会還元する使命を担ってき

た。人口が減少し少子化が進行する社会において、高大接続改革という新しい政策への対

応を含め急激な変化の中で、改めて「知の拠点」としての存在価値を問い直し、学内外の

環境変化に対応して組織改革を含む教育内容の早急な見直しが必要である。また、国公立

五芸術大学の中でも独自の文化を育み、アジア地域と通底する文化的・地理的存在をもつ

本学の国際的な発信力や対外交流活動をさらに強く推進していく。

(1)教育内容の充実

①基本的な考え方

県立看護大学の学士課程教育においては、豊かな人間性と高い専門性をもった看護

職の育成を目指している。そこで、人間としての成長を助け、専門職としての能力を

生涯にわたって培っていけるよう教育内容の充実を図る。教育成果を保証するために、

教育目標に向かって学生が主体的に学習に取り組める教育条件の整備、教育目標への

到達を適切に把握し、厳正な評価が可能となるシステムを構築し機能させる。また、

学ぶ意欲と基礎的能力を有する学生を安定的に確保するために、学生や社会状況に即

した入学選抜方法を開発する。さらに、学生の能力は、教育課程だけでなく学生生活

全般を通して獲得されるものであることから学生指導を含め、多様な側面から教育活

動を行う。

県立芸術大学の学士課程教育においては、人間形成に不可欠な物事を深く捉える「

心の眼」の豊かさを育み、モノづくりや演奏、舞踊など多彩な身体表現を通じて、共

感する力を含めた幅の広いコミュニケーション能力を養う教育内容をさらに研究し推

し進める。学生の学習モチベーション、教員の指導力を向上させるためのＦＤ注２・Ｓ

Ｄ注３活動を組織的に取り組む。さらにシラバスの検証と検討を含め、学部における自

己点検評価を年次ごとに明確化する。
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学年ごとの教育目標と意義を今一度見直し、基礎教育の検討、全学教育科目の見直

しと新設、ニーズに合った専門科目の有効な開発に努める。

また、地域連携した専門授業の開発、アートマネージメントやキャリア教育の拡充、

国際交流の研究活動の応用など、社会連携した大学の教育内容の充実を図る必要があ

る。

②主要課題

（県立看護大学）

ア 大学が目指す人材育成を実現するために、入学方針に沿った入学生を安定的に受

け入れる必要がある。

イ 大学での教育の成果を保証するために、「単位の実質化」を図る必要がある。

ウ 本学の教育目的に向かって前進していくためには、全教職員が建学の精神を理解

し、個々の持てる力を発揮しながら協働連携して教育に取り組む必要がある。

エ 学生が安定して学生生活が営めるよう、学生支援を充実する必要がある。

（県立芸術大学）

ア アドミッション・ポリシーに則り、本学で学ぶことに高い意義を見出し、将来性

のある入学生を獲得するために、入試における幅広い設定と大学広報の見直しが必

要である。

イ 全学教育科目は社会性や人間性の豊かな素養を育むだけでなく、本学の芸術的修

練、専門教育の礎であり、専門教育との有機的な連携をさらに模索し、社会のニー

ズに応える幅広い全学教育科目を構築するため、全学教育センター機能の充実強化

を図る必要がある。

ウ 芸術基礎教育と専門教育について、美術工芸学部では造形基礎等の本来の芸術基

礎科目と専門教育における基礎科目との関連性、有効性を見直す必要がある。

エ 芸術系大学の社会的存在が見直される中、卒業後の就職率を含め、養成された人

材を評価する指標、学部教育の充実を図るため、芸術専門教育の成果を評価する指

標を明確にする必要がある。

注２ ＦＤ（ファカルティ・ディベロップメント）教員が授業内容・方法を改善し、教育力を向

上させるための組織的な取組

注３ ＳＤ（スタッフ・ディベロップメント）大学運営の高度化のために、教員を含むすべての

大学教職員の資質・能力を向上させる組織的な取組
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③施策の方向

（県立看護大学）

ア 入学方針に沿った学生が得られているかを検証しつつ、学ぶ意欲と能力をもった

学生を得るために多様な入学選抜方法を開発する。さらに、初等中等学校の児童生

徒に対して大学への関心を高める取組を通して受験生の裾野を広げる。

イ 「単位の実質化」が大学教育の質を保証するために不可欠な要素であり、大学教

育の根幹であるとの共通認識のもとに、全学的に継続的に取り組む。学生の自主的

学習を促すための教育方法の開発や教育環境の整備、厳正な成績評価により学生の

学習成果を保証することなど、総合的な観点から取り組む。

ウ 各教員が、教育研究活動の中で広い視野に立って目的意識を共有し、具体的な活

動の協働を通して互いの考えを知り、課題の解決に調和的に取り組む機会を創出す

る。

エ 学生を取り巻く社会の変化や学生生活状況の変化を把握し、必要な学生支援を継

続的に実施できるような支援体制を構築し、検証を重ねて改善を図っていく。

（県立芸術大学）

ア 志願者の減少傾向を改善するため、入試において全学的な分離分割方式による二

次試験の実施など、定員の充足率の向上を図る。さらに全学的な学生の修学支援、

学生生活の改善を図る。

大学の活動成果をホームページで公表するなど、広報活動の充実強化に取り組む。

イ 全学教育センターを通じて、資格課程を含め総合教育科目並びに全学教育科目の

見直しを行う。

ウ 本来の芸術基礎教育と専門基礎教育の関連性と有効性の両面を専攻全体で確認す

るとともに、シラバスを充実させ、学生の修学のモチベーションを高める。

エ 卒業生に関し、芸術文化の振興に貢献している具体例及び産業界や教育界に輩出

している情報を収集し、周知を図る。

(2)教育実施体制の充実

①基本的な考え方

県立看護大学の学士課程教育を推進するために、教員の教育研究能力の向上、教育

実施体制及び教育の質改善のためのシステムの充実を図る。専門教育のレベルには教

員の専門領域における教育研究能力が反映されることから、教員の教育研究能力を高

めるために全学的・継続的に取り組む。また、教育目標を達成するよう教員の配置を

適正に行うとともに、人材育成及び獲得を計画的に遂行する。臨地実習が看護学教育

上重要であることから、実践現場の教育力を高める取組を行う。さらに、教員活動評

価を適切に実施することによって教員活動の活性化を図り、学生の学習成果の評価や

教育実施体制を充実させる。

県立芸術大学の学士課程教育の質の向上は、教員の教育指導能力、教育研究能力、

教育環境の整備等の複合力によって反映され、教員相互の組織体制によってより実質

的な効果が発揮できる。
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変動の激しい社会状況の中にあっても、芸術大学の主な教育目的は優れた芸術家、

研究者、教育者を育てることにある。教員の教育研究能力をさらに高めるには、大学

自身が、中・長期計画の下、教育体制としての学科再編及び適正な人事配置、運営体

制の組織的見直しを行う必要がある。

②主要課題

（県立看護大学）

ア 専門領域における教育研究能力及び実践能力を維持向上するための体制をつくり、

教員の資質を高める必要がある。

イ 教育研究能力を有する人材を長期的展望をもって確保・育成し、教員を適正に配

置し人材を活用する必要がある。

ウ 学習成果及び教育活動の評価のシステムの構築、教員が自らの活動を評価し、そ

の成果を教育研究に生かす仕組みを発展・定着させる必要がある。

（県立芸術大学）

ア 県立芸術大学は、美術工芸学部において分散したキャンパスの下で授業を行って

いるが、キャンパス総合移転計画を含めた中・長期将来計画の下、学科再編及び適

正な人員再配置を行い、組織力の改善、教員の授業持ちコマ数の格差解消等、適正

な教育環境整備に努める必要がある。

イ 大学教育・研究成果の社会還元を促進するため、地域に根ざした地域貢献、地域

連携授業、産官学連携プロジェクト等のさらなる開発を行う必要がある。

ウ 卒業する学生の就職率の向上、企画力や実践経験を生かした人材育成を行うため、

共通と専門におけるキャリア教育の充実、アートマネージメントなどのカリキュラ

ムを拡充する必要がある。

エ 国内外の芸術系大学との共同授業の実施、海外派遣留学、国際交流事業を通じた

共同研究をさらに促進し、学内の教育環境を活性化し、国際的な芸術文化活動に寄

与する必要がある。

③施策の方向

（県立看護大学）

ア 教員の教育研究能力を高めるために、日々の教育研究活動を基盤とした継続的な

ＦＤを実施していく。また、実践能力の維持向上、教育研究の基盤拡大、相互理解

の深化による教育研究の推進のために、実践現場との人事交流を含めた現場での研

修等の機会を広げる。

イ 教育目標を中長期的に見据えて、人材の確保及び育成をしていく。そのために若

手教員の教育研究能力の向上を目的としたＦＤや支援体制を整えるとともに、教育

補助者の教育実践能力を高める取組も行う。

ウ 教育活動や学生の学習成果を評価するシステムを構築するとともに、大学教員と

しての活動を継続的に点検・自己評価し、改善していく取組を個人、学内組織、大

学全体のレベルで有機的・効果的に実施する。
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（県立芸術大学）

ア 教員の持ちコマ数の格差解消に努め、授業を複数兼務する教員の負担を軽減する。

本学に相応しいカリキュラムの開発を行う。また、ＦＤ・ＳＤ活動を組織的に取り

組む。

イ 大学における教育・研究成果を、地域（産地を含めた）への社会還元として、地

域貢献・連携事業、並びに産官学連携プロジェクトを積極的に実施する。また、人

材育成を伴った成果を大学での教育・研究へ活用する循環型の地域連携に取り組む。

ウ 全学教育科目と専門教育におけるキャリア教育の充実を図り、卒業後を見据えた

人材育成を行う。また、アートマネージメントに関する科目を拡充する。

エ 国内外の芸術系大学と単位互換を含めた共同授業を実施し、学生数の少ない本学

の教育環境の活性化を図る。さらに国際交流を推進するため、姉妹校の修学内容等

の点検を行い、私費留学生の受入れを含め留学制度を拡充させる。
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１２ 大学院教育の強化

〔大学院教育の強化〕（県立大学）

21世紀に予測される労働力人口の減少傾向の中で、保健・医療・福祉に関する対人サー

ビスを担う専門家の養成と確保は重要な課題である。病院や施設内におけるケアのみなら

ず、在宅療養者も含めて、人権を尊重しながら、自主性と生活の質向上に向けて行う保健

看護的支援には高度の知識と技術が要求される。

特に少子高齢化率が高い離島地区を多く抱えている島しょ県沖縄の使命として、島しょ

看護に関する高度で包括的な実践力を備えた看護専門職業人としてのリーダー養成は不可

欠である。

このような地域特性に対応できる高度なケアを実践できる専門看護師等の実践家、看護

の管理者、学習や教育の原理を統合して看護教育に応用する教育者、研究活動によって新

しい看護知識の創出に貢献する研究者、保健看護活動を通して新しい学問の創出に貢献で

きる人材養成を目指した大学院教育の充実を図ることが必要である。

沖縄県立芸術大学は、芸術の各分野における高度な専門的能力を養成することを目的と

している。その上で、沖縄の伝統芸術の技術的特徴や、それらを生成した歴史的・文化的

・風土的特性等にも配慮した高度な実技教育を行うとともに、芸術の普遍性の見地から、

広く東西の美意識に関わる哲学的・美学的・文化的反省に立った芸術教育を行っている。

これらの教育活動を通じて、芸術文化に対する深い理解と感性をもち、創造力豊かで、

将来の社会における芸術分野の幅広い実践活動を担う制作者、演奏家や研究者、芸術教育

の場における専門的指導者となり得る人材の育成を目指した大学院教育の充実を図る必要

がある。

(1)教育内容の充実

①基本的な考え方

看護大学研究科においては、グローバル化、少子高齢化、ＩＣＴ化、価値の多様化

に伴う保健看護上のニーズや課題に対応できる質の高い教育を提供する。博士前期課

程では、広い視野に立って看護における高度なケアの実践や教育のできる専門的能力

や研究能力を養う。博士後期課程では、看護分野における研究者として自立した研究

活動を行うために必要な研究能力及びその基礎となる豊かな学識を養う。これらの教

育の充実を図るために、大学院教育の実質化を推進し、学位の国際的な通用性や質の

確保を担保する教育内容の充実を図る。

芸術大学修士課程においては、芸術文化に対する深い理解と感性をもつ人材を育成

するために、専門領域の教育の強化とともに、基礎的素養を涵養する教育の充実を推

進する。博士課程においては、高度に専門的な芸術研究をより一層推進するために、

実践面と理論面との協同による研究を重視した教育内容の充実を図る。両課程を通じ

て、国際交流を推進し、芸術創造および芸術研究の分野で世界的に活躍しうる高度に

専門的な人材を育成する。
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②主要課題

（県立看護大学）

ア 看護並びに保健・医療・福祉を取り巻く幅広い領域を視野に入れた学生の確保と

社会人の受け入れ体制の充実を図る必要がある。

イ 博士前期課程及び博士後期課程の教育内容の充実を図る必要がある。

ウ 厳正な基準の下での成績評価を実施する必要がある。

エ よりよい学習環境をつくるため、学生支援の充実を図る必要がある。

オ 島しょ・過疎地域において活躍できる高度な包括的専門看護師を育成するための

教育プログラムの開発が必要である。

カ 高度実践看護師を育成するために、従来の専門看護師教育課程のカリキュラムを

強化する必要がある。

（県立芸術大学）

ア 修士課程においては、教育課程の体系化、指導計画の明確化により、教育の質と

客観性を高める必要がある。

イ 博士課程においては学位審査基準の整備及び実技系博士における学位論文及び作

品の審査基準の明確化が必要である。

ウ 教育の国際化を促進するため、海外との交流の機会を増やし、世界に発信する指

導的な人材を増やしていく必要がある。

③施策の方向

（県立看護大学）

ア 豊かな看護経験を有し、将来、看護ならびに保健・医療・福祉などの領域におい

て指導者として活躍できる人材の受け入れを図る。さらに入学応募者の増加を図る

ために、入学準備教育指導体制の導入や受験資格を与えるための学力認定試験の方

法を検討する。

イ 学生の能力向上のためのコースワークを充実するとともに、学生間のピアレビュ

ーや複数指導教員体制による多角的な視点での学生の研究能力の向上を図る。

ウ 各科目の成績評価及び学位授与の厳正な基準の下での実施、学位授与率の向上を

目指す。

エ 有職学生及び遠隔居住学生の支援体制の充実を図る。リサーチ・アシスタント、

ティーチング・アシスタントの適切な活用を推進し、活性化を図る。さらに、学期

末ごとに学生の学習の進捗状況や満足度などの意見を集約し、学習支援体制を充実

・改善する。

オ 島しょ・過疎地域における包括的専門看護師の人材養成プログラムを開発し、当

該地域で就業する看護職者の高度実践能力の向上を目指す。

カ 専門看護師教育課程の新基準に見合った専門看護師教育プログラムを開発し、高

度な看護実践能力の向上を図る。

（県立芸術大学）

ア 大学院の教育課程において、専門分野の教育と、基礎となる素養を涵養する教育

とを体系的に配置したカリキュラムを新たに構築するとともに、研究計画書に基づ

いた教育の推進と成果の事後検証に取り組む。

イ 海外との協定締結校を増やし、学生・教員の交流を促進する。
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(2)教育実施体制の充実

①基本的な考え方

県立看護大学においては、修得すべき知識・能力が明確な学位プログラムを有する

大学院教育を確立し、授与する学位に見合う教育の成果を保証する組織的な教育・研

究指導体制の確立を目指す。また、高度な学術研究を基盤とした教育を展開し、創造

性豊かな優れた研究・開発能力と高度な専門的知識・能力を持つ人材を養成するため

の教育指導体制の充実を図る。

県立芸術大学においては、大学院教育において高度に専門的な教育を推進するため

に、教育効果のあがる研究室体制を築く必要があり、さらに他大学との交流によって、

最先端の教育が可能な環境を整備する必要がある。

②主要課題

（県立看護大学）

ア 教員の確保及び研究指導教員の育成を図る必要がある。

イ 高度な教育を実施するために組織的な研究指導体制の整備と、専門性を考慮した

学外からの教員の活用を図る必要がある。

ウ 教育の質の改善のためのシステムを整備する必要がある。

エ 図書や情報システムなど学習環境の整備と遠隔教育システムの充実を図る必要が

ある。

オ 国内外の大学との交流、学生や研究員などの人的な交流を拡大させ、国際的な共

同研究体制の構築を図る必要がある。

（県立芸術大学）

ア 大学院の各専攻の入学定員が小さいため、一部の専攻では入学希望者と専攻定員

との間でアンバランスを生じている。これを解消するために、入学定員を見直す必

要がある。

イ 専門的な教育をさらに充実させるために、海外の姉妹校の他、国内芸術系大学、

県内の大学との教育交流を推進する必要がある。

ウ 博士課程への実技領域導入に伴い、修士課程においても、博士課程への進学を見

通したカリキュラムを構築する必要がある。

③施策の方向

（県立看護大学）

ア 専門領域の教育・研究に卓越した教育研究者を確保するとともに、若手教員の学

位取得率を高めるための支援体制を構築する。

イ 学位論文の厳格な審査と、適切な年限内での学位取得のために、複数指導体制の

充実を図る。

ウ 国内外の大学などにおけるＦＤ研修への参加を推進する。学生の授業評価を取り

入れた評価システムを整備し、研究指導能力の向上と指導方法の改善を目指す。さ

らに、長期履修学生制度を推進し、社会人学生が学びやすい教育環境、体制の構築

を目指す。

エ 学術雑誌や図書の充実、電子図書館機能の活性化、情報アクセス環境の充実を図

り、遠隔教育システムの質の改善を目指す。

オ 国外の提携大学(ハワイ大学や台北医学大学など)との交流を目的に、教育研修や

共同研究を推進する。
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（県立芸術大学）

ア 大学院への入学希望者と専攻定員との間のアンバランスを解消するため、志願倍

率の高い専攻においては定員を増員する。

イ 海外の姉妹校との交流を拡充する他、国内芸術系大学との単位互換を含む共同交

流授業の開発を推進するとともに、県内大学とのコンソーシアムを通じた単位互換

等の協同活動を推進する。

ウ 修士課程の実技系専攻において、学術的研究の基礎となる演習科目を創設する。
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１３ 大学の教育研究の推進と基盤の強化

〔教育研究の推進と基盤の強化〕（県立大学）

県立看護大学は、研究環境の整備や教員個々の研究能力の向上を図ることにより、専門

分野の学術活動を活性化し、研究成果を地域に還元するとともに、世界に向けて沖縄から

発信する。

大学院博士課程を有する島しょ県の看護大学としての特性を生かし、国内及び東南アジ

アや環太平洋地域をはじめとする世界の島しょ地域と連携しながら、離島や過疎地域にお

ける健康問題や看護実践上の課題に取り組む看護学の新たな分野を開拓する。

個々の教員の専門性を生かした研究を推進しつつ、大学の教育目標の達成に向けて研究

成果を蓄積する。

県立芸術大学の果たす役割は、建学の理念に基づいた美術、工芸、音楽、芸能の芸術分

野における有為な人材を育成することである。その中で本学の特色となっている沖縄の伝

統芸術の継承と新たな芸術の創造及び時代の要請に対応できる人材の養成は重要である。

また、質の高い研究、教育理論に基づく教育研究システムを確立し、本県の芸術文化の

振興を図るとともに、芸術文化の国際交流を一層充実する必要がある。

世界的な芸術文化を修得し、国際的レベルの芸術家の育成を図るとともに、伝統芸術文

化の地域的個性を生かした教育研究に努め、併せてアジア地域における芸術文化との融合、

調和を基本とした内発的多様性を探求することによって伝統芸術の継承と新たな芸術の創

造に取り組む必要がある。そのためには、個々の教員の専門性の研究をさらに深化させ、

県立芸術大学の役割の実践、目標達成に向けた教育研究の推進と基盤を強化する必要があ

る。

(1)教育研究の充実

①基本的な考え方

県立看護大学においては、国際的通用性、信頼性の向上を図るため、教育研究機能

の強化を推進する。そのためには、科学研究費や外部研究資金等の積極的導入を図り、

プロジェクト研究の推進や教育研究費の有効活用を図る。教員は研究能力の向上に努

めると共に、国内外の研究者との人的交流を図り、本県の保健・医療・福祉の課題に

応えうる地域に根ざした研究活動の実現を図る。

県立芸術大学においては、本学の特色である沖縄における伝統芸術の継承と新たな

芸術の創造に資する人材の育成が重要であり、質の高い研究、教育システムを確立し、

さらに国際的に活躍できる人材を輩出するための教育研究の推進を図る。

②主要課題

（県立看護大学）

ア 教員個々の研究活動実績の偏りをなくし、外部の競争的研究費の採択率を高める

必要がある。

イ 県内の離島における実践的な研究に加えて、専門分野・領域を超えて大学の共通

目標に向かう共同研究を推進する必要がある。

ウ 実践現場の看護職者等や学内外の研究者との学際的な共同研究を推進する。
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（県立芸術大学）

ア 教員個々の研究活動の一層の充実を図るため、プロジェクト研究の推進や教育研

究費の有効活用、外部資金獲得などについて組織的な取組を推進する必要がある。

イ 本学の芸術力を国際的水準に高めるため国内外のさまざまな研究機関との共同研

究を行い、教育研究機関として機能向上を図る必要がある。

ウ 地域に開かれ、貢献する大学として地域の芸術教育の振興に一層努める必要があ

る。

③施策の方法

（県立看護大学）

ア 外部研究費の獲得を推進するために、教員個々の研究能力の向上や研究環境の整

備を図り、研究活動を活性化するための組織的な取組を推進する。

イ 専門分野・領域を超えて大学の共通目標に向かうプロジェクト研究を推進する。

ウ 実践現場の看護職者等や学内外の研究者との学際的な共同研究を推進する。

（県立芸術大学）

ア プロジェクト研究の推進や教育研究費の有効活用、外部資金獲得などについて組

織的な取組を推進する。

イ 姉妹校の拡大、教育研究の交流及び国内外の研究者との共同研究を推進する。

ウ 地域の芸術分野の団体及び指導者、実践者との交流により、地域の伝統芸術振興

に密着した取組を推進する。

(2)教育研究施設・設備の整備の推進

①基本的な考え方

県立看護大学では、優れた人材の育成や創造的・先進的な研究開発を推進するため、

国内外の研究者との学術的交流を推進する。大学の教育研究資源へのアクセスを高め

るため、附属図書館の電子機能の充実や遠隔地の利用者ニーズに対応できる運用体制

など、重点的・計画的に整備を推進する。

県立芸術大学は、開学から30年にわたり芸術にかかる教育研究水準の向上において

首里当蔵キャンパス、首里金城キャンパスの教育研究施設の整備を図り、芸術分野の

総合大学として少人数授業による密度の高い独自の教育を行ってきた。

その間に施設の老朽化が進行したため、美術工芸学部の一部を首里崎山キャンパス

に新築移転した。教育研究の充実、国内外との交流、情報発信を促進させるための教

育施設・設備の整備についてさらに推進する。

②主要課題

（県立看護大学）

ア 島しょ県沖縄での教育研究を支えるＩＣＴ環境（通信機器、通信費用、遠隔シス

テムの操作性・簡便性）の様々な制約を解決していく必要がある。

イ プロジェクト研究、学際的研究など共同研究の研究費を中長期的に調達・確保す

る必要がある。
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ウ 図書館の収蔵図書や雑誌・文献など、遠隔地からのアクセスを可能とする図書館

機能の電子化の促進が必要である。

（県立芸術大学）

ア 県立芸術大学のＩＣＴ環境を整備し、情報発信を推進する必要がある。

イ 県外、県内の遠隔地からの入学者のための学生寮の整備並びに留学生、共同研究

者の宿泊施設を整備する必要がある。

ウ 附属図書・芸術資料館に関しては、機能の充実を図り運用体制を整備する。

③施策の方向

（県立看護大学）

ア 遠隔地の大学院生・看護職者の研究指導、実践現場との共同研究の基盤となるＩ

ＣＴ環境の整備と充実を図る。

イ 教員の学習ニーズを踏まえ、研究リテラシーに関連するコースワークの開発や支

援体制の充実を図る。

ウ 図書館の収蔵図書及び情報の効果的利用や質的充実、図書館機能の電子化の促進

による利用者ニーズに的確に対応できる運用体制の整備を図る。

（県立芸術大学）

ア 本学の特色である芸術文化活動の情報発信、教育情報のリアルタイムの提供のた

めのホームページの充実化、キャンパス分離に伴う学生サービスの維持向上のため

のオンラインシステムの推進を図る。

イ 首里当蔵と首里崎山に分かれたキャンパスの再統合について、県の財政的負担や

両キャンパスの立地条件等を勘案しながら検討していく。

ウ 附属図書・芸術資料館の充実並びに専任の司書及び学芸員を配置し、利用者のニ

ーズに対応した体制を整備する。
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１４ 大学による社会貢献の推進

〔社会貢献の推進〕（県立大学）

少子高齢化による超高齢社会に向かい、誰もが生涯学習を通して生涯現役で社会に貢献

することを目指している。

県立看護大学においては、本学の使命「保健・医療・福祉の分野において小さな離島や

過疎地域であっても県民の期待に応えうる、質の高い看護職者の育成を図ること」の実現

に向け、看護教育・研究だけでなく、看護実践の中核的機関として社会貢献することが求

められている。国内でも有数の有人離島を持つ島しょ県として、本学の看護教育・研究機

能を看護職者の生涯学習に生かし、いかなる地域においても県民の期待に応えられる看護

職者の人材養成及び人材確保を系統的に取り組んでいく必要がある。

中でも、島しょ・過疎地域の看護職者の人材養成と人材確保は都市地域とは異なる取組

が求められている。そのためには、行政、大学、看護学校、保健医療機関等との協働によ

る新たな人材養成プログラムや人材確保プログラムの開発を推進する。

県立芸術大学においては、建学の理念、設置の基本構想に基づき、開かれた大学として、

その実践成果を広く県民に還元し、沖縄の地域文化の活性化に貢献するとともに、大学と

地域の相互交流を目指している。

(1)地域振興に貢献する取組の充実

①基本的な考え方

県立看護大学においては、沖縄県のどこでも、だれでも心豊かで安全・安心に暮ら

せる島づくりには、「健康・長寿」が重要な課題であると考えている。その課題に看

護職者として取り組むためには、継続的で段階的な人材養成と安定的な人材確保のシ

ステム化が図られなければならない。その実現には、人材養成の責任を負う県立看護

大学と人材確保の責任を負う行政の協働連携を基盤とした県内の多様な関係機関との

ネットワーク化に努める必要がある。特に、離島・過疎地域に看護職者の人材養成や

人材確保のために新たな取組を開発する必要がある。

県立芸術大学において、美術工芸学部では、サマースクール・公開講座等の充実を

図り、各専攻においても、地域貢献、地域連携、産官学連携を目的とした取組を行う

必要がある。音楽学部では、演奏会や出張演奏を広く県民に鑑賞の機会を提供する取

組として組織的に行う必要がある。

附属研究所では、毎年実施している公開講座の一層の拡充を図るとともに、沖縄県

立芸術大学移動大学を充実させ、社会人向け生涯教育のプログラムの開発に取り組む。

②主要課題

（県立看護大学）

ア 全県の看護職者の人材養成・人材確保のビジョンづくりに取り組む必要がある。

イ 人材養成と人材確保は独立した取組ではなく、協働で取り組む必要がある。

ウ 看護職者の継続的で段階的な研修プログラムを開発する必要がある。

エ 離島・過疎地域の看護職の人材養成と人材確保は新たな取組が必要である。

オ 看護職者の人材養成・人材確保のシステム化を発展させるために、実践データの

蓄積や研究が必要である。
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（県立芸術大学）

ア 美術工芸学部、音楽学部で行っている公開講座・サマースクール等の充実を図る

必要がある。

イ 学生参加による地域貢献を授業として積極的に行う必要がある。

ウ 小・中・高等学校教育と連携した地域貢献活動を充実させる必要がある。

エ 附属研究所が行っている公開講座・文化講座、移動大学の充実を図る必要がある。

オ 産官学連携事業や市町村との連携事業などをより充実していく必要がある。

③施策の方向

（県立看護大学）

ア 中長期的な沖縄県の看護職者の人材養成・人材確保ビジョンづくりに取り組む。

イ ビジョンの推進のために、全県の看護のリーダーによる人材養成・人材確保ネッ

トワーク会議を開催する。

ウ 人材養成は、遠隔情報システムも活用して充実させる。

エ 人材確保は、行政等との協働により、看護職者の人事交流と、大学の研修とを有

機的に連携させ推進する。

オ 国内外の先進地の情報収集と調査研究を進め、その評価を行う。

（県立芸術大学）

ア 美術工芸学部、音楽学部で行う公開講座・サマースクール等の内容を点検し、一

層の充実を図る。

イ 学生参加による地域貢献授業の充実を図る。

ウ 小・中・高等学校と連携し、出前授業、レクチャーコンサート等の充実を図る。

エ 生涯学習推進体制と県民カレッジと連携し、社会人向け沖縄文化の講義の単位化

を検討する。また、移動大学を発展的に拡大した沖縄文化総合体験学習プログラム

等の検討を行う。

オ 産官学連携プロジェクト、市町村との連携事業を積極的に取り組む。



第２章 各 論（施策の展開）
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第２章 各 論（施策の展開）

１ 潤いと生きがいのある生涯学習社会の実現

生涯学習を推進するため、沖縄県生涯学習推進本部の組織体制の充実を図り、県全

体での取組を強化するとともに、市町村の生涯学習推進体制の整備を促進する。

また、生涯学習情報の収集・提供及び学習機会の提供や生涯学習・社会教育指導者

の資質向上を図る。更に、学習成果の評価を行うほか、生涯学習に関する相談体制の

充実に努める。

成 果 指 標 単位 現状値 目標値 ５年後の姿

（H28） （H33） (H33)

市町村における生涯学習推進 ％ 70 80 平成24年度60％から順次上昇し

体制組織の設置率 ており、今後も増加を見込み、組

織の充実が図られている。

市町村における社会教育主事 ％ 51 55 社会教育主事の設置が促進され、

設置率 市町村の生涯学習の推進が図られ

ている。

県・市町村の講座の修了者数 人 161,170 130,000 生涯学習に対する興味関心が高

まり、生涯学習の実践者が増加し

ている。

情報プラザへのアクセス数 件 42,083 42,000 県民の生涯学習に対する興味関

心が高まり、その情報に対し、安

定したアクセスがある。

活 動 指 標 単位 現状値 目標値

（H28） （H33）

生涯学習審議会の開催数 回 2 5

県生涯学習推進本部の開催数 回 2 3

社会教育主事講習受講者数 人 20 20

おきなわ県民カレッジ主催講座数 講座 36 30

おきなわ県民カレッジ連携講座数 件 1,243 1,300

生涯学習情報の登録数 件 24,282 25,000

情報提供機関数 件 185 185

(1)生涯学習推進体制の充実

沖縄県生涯学習推進本部の組織体制の充実を図り、県全体での取組を強化する

とともに、市町村の生涯学習推進体制の整備を促進する。また、生涯学習等指導

者の養成及び資質向上に努める。
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事 業 名 内 容

生涯学習推進体制の整備 ・「沖縄県生涯学習審議会」「沖縄県生涯学習推進本部」を

定期的に開催する。

・市町村の生涯学習推進体制状況を把握するとともに生涯

学習推進体制の整備を促進する。

生涯学習指導者等養成事 ・生涯学習等指導者の養成及び資質向上を図る。

業 ・社会教育主事となる資格を取得させるため、受講機会を

提供する。

（以上、担当部・課：教育庁 生涯学習振興課）

(2)県民の学習ニーズに応える学習機会の充実

県民の多様な学習ニーズに応えるため、生涯学習情報の収集・提供及び学習機

会の提供を行う。また、学習成果の評価を行うとともに、生涯学習に関する相談

体制の充実を図る。

事 業 名 内 容

おきなわ県民カレッジ ・国・県・市町村及び大学等で実施している生涯学習に関

する連携講座の拡充を図る。

・県民に学習機会を広域的・効果的に提供する。

・学習成果を適正に評価する。

沖縄県生涯学習情報提供 ・国・県・市町村や高等教育機関・民間事業者等が持って

システム いる生涯学習に関する情報を収集、体系化し、県民へ提

（生涯学習情報プラザ） 供する。

遠隔講義配信システム ・県民の学習機会の拡充を図るため、インターネットによ

り、おきなわ県民カレッジ主催講座等を離島遠隔地をは

じめ全県へ配信する。

（以上、担当部・課：教育庁 生涯学習振興課）
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２ 自ら学ぶ意欲を育む学校教育の充実

次代を担う、子どもたちの「生きる力」を育み、新しい時代に求められる資質や能

力を身に付けられるよう、確かな学力、豊かな心、健やかな体の育成等を図るほか、

子どもたちの意欲や時代に対応した教育環境の整備を推進する。

成 果 指 標 単位 現状値 目標値 ５年後の姿

（H28） （H33） (H33)

全国学力・学習状況調査にお ポ 小 ＋1.1 小＋2.0 「確かな学力」の定着により、

ける教科に関する調査 イ 中 －5.7 中＋1.0 全国水準を維持している。

（小学校：国語と算数、中学 ン

校：国語と数学）の全国平均 ト

正答率との差

高等学校等進学率 ％ 96.5 98.5 生徒の確かな学力が向上し、希

※H28.3卒 望する進路の実現ができている。

進路決定率（高校） ％ 86.9 95.0 多様な生徒の実態に対応して魅

※H28.3卒 力ある学校づくりを推進し、生徒

の個性を最大限に伸長させた結果、

進路決定率が上昇し、沖縄を担う

人材が輩出している。

大学等進学率 ％ 39.2 45.0 生徒の確かな学力が向上し、希

※H28.3卒 望する進路の実現ができている。

就職内定率（高等学校） ％ 93.6 98.0 全国平均値並に近づいている。

特別支援教育に関する教員研 ％ 82.7 90.0 幼児児童生徒への教育的支援の

修の受講 充実が図られている。

特別支援学校高等部卒業生の ％ 92.3 97.0 障害の種類や程度にかかわらず

進路決定率 ※H28.3卒 高等部卒業生の進路決定率が充実

している。

就業体験実施率 ％ 98.3 100.0 全日制高等学校で100％実施され

（全日制高等学校） ている。

不登校出現率 ％ 0.57(小) 全国平均並 支援体制の充実のもと、不登校児

（国公私立） 3.30(中) 全国平均並 童生徒数が減少している。

2.72(高) 全国平均並

（H27）

登校復帰率 ％ 19.4(小) 35.0(小) 支援体制の充実のもと、不登校

36.5(中) 40.0(中) 児童生徒数の登校復帰が増加して

38.3(高) 40.0(高) いる。

（H27）
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成 果 指 標 単位 現状値 目標値 ５年後の姿

（H28） （H33） (H33)

児童生徒の体力・運動能力テ 点 48.2(小) 49.3(小) 体育学習の充実のもと、運動の

ストの平均値（全国平均を50 48.4(中) 49.5(中) 二極化傾向や体力の低下傾向の歯

とするＴ－スコア） 48.7(高) 49.7(高) 止めがなされている。

中・高等学校の運動部加入率 ％ 61.5(中) 62.7(中) 部活動が活性化・適正化し、競

45.7(高) 46.6(高) 技力が向上している。

毎日朝食を摂取する児童生徒 ％ 86.4(小) 89.5(小) 食に関する正しい知識を持ち、

の割合（小中高） 81.6(中) 84.9(中) 自ら判断し、望ましい食生活を実

76.1(高) 77.6(高) 践していく力を持った児童生徒が

増加している。

段階的に２年・３年保育の実 園 107 119 幼児教育の充実が図られている。

施

預かり保育の実施率 ％ 81.1 80.0 子育て支援が充実している。

公立小中学校施設校舎等 ％ 87.5 100 安全で環境に配慮した教育基盤

耐震化率 の整備により、子どもたちの学習

意欲や時代に対応した学習環境が

確保されている。

活 動 指 標 単位 現状値 目標値

（H28） （H33）

沖縄県学力到達度調査の平均正答率 ％

小学校３年 67.8 75

小学校５年 61.1 70

中学校２年 51.9 60

進学力グレードアップ推進事業（生徒派遣人数） 累計（人） 1,485 3,285

教育課程研修会の実施 ％ 100 100

学力向上プロジェクト開発モデル校の指定 校 3 5

スクールカウンセラー学校配置数（小･中･高） 校 小： 183 小：全 266校

中： 146 中：全 148校

高： 51 高：全 60校

スクールソーシャルワーカー配置人数（小・中） 人 20 24

教育相談・就学支援員配置校（高） 校 13 15

特別支援教育に関する校内委員会の設置 ％ 97.6 100

特別支援教育コーディネーターの指名 ％ 99.7 100

「個別の教育支援計画」の作成 ％ 86.3 100

「個別の指導計画」の作成 ％ 86.8 100

特別支援学校高等部卒業生一般就労 ％ 26.0 28.0
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活 動 指 標 単位 現状値 目標値

（H28） （H33）

就学支援・相談担当者地方研究協議会の参加者数 人 267 300

校内医療的ケア実施委員会の実施 ％ 100 100

校内医療的ケア緊急時シミュレーションの実施 ％ 100 100

就学支援員配置校 人 50 50

「体力つくり・体育指導改善講習会」の参加者数 人 87 100

「学校体育水泳実技指導者講習会」の参加者数 人 140 170

運動部活動指導者研修会への参加者数 人 108 150

高校生の交通問題を自ら考える実践交流会への参加者数 人 579 580

学校安全指導者養成講習会への参加者数 人 256 275

小中学校における食に関する指導の全体計画及び年間指導 ％ 99.0 100

計画作成率

「幼児教育政策プログラム」策定市町村 市町村数 17 41

キャリア教育コーディネーター配置校数 校 5 5

魅力ある学校づくり推進事業研究指定校 累計 131 167

公立小中学校危険改築事業面積 ｍ
２

62,000 56,000

（H27）

(1)心の教育の充実

学校教育においては、子どもたち一人一人が生命を大切にし、他者への思いや

りや人権を尊重する心、正義感や公正さを重んじる心、美しいものや自然に感動

する心、自立心、自己抑制力、共生心などの「豊かな心」を育み、人間性の育成

を目指し、「心の教育」の充実に努める。

事 業 名 内 容

ボランティア教育及び豊 ・幼児、高齢者、障害のある人々との交流や地域における

かな体験活動の推進 ボランティア活動等の豊かな体験活動の推進

（担当部・課：教育庁 義務教育課）

ボランティア教育及び豊 ・豊かな体験活動の実践に関する推進地域及び推進校の指

かな体験活動の推進 定

（子どもの居場所づくり ・農山漁村等と都市地区の学校間交流、農山漁村での体験

推進事業） 活動に関する地域、交流校の指定

・長期にわたる集団宿泊等の共同生活体験等に関する推進

校の指定

（担当部・課：教育庁 義務教育課）

平和教育の推進 ・各教科、道徳、特別活動、総合的な学習の時間等との関

連を図った教育課程の研究の促進

・「慰霊の日」に関する授業の充実

（担当部・課：教育庁 県立学校教育課、義務教育課）
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事 業 名 内 容

人権教育及び啓発運動の ・学校における「人権を考える日」の設定や「人権委員会」

推進 の設置促進

・「人権ガイドブック」等の活用促進

（担当部・課：教育庁 県立学校教育課、義務教育課）

スクールカウンセラー等 ・スクールカウンセラーの配置（各学校）

配置事業（子どもの居場 ・スクールソーシャルワーカーの派遣（各教育事務所）

所づくり推進事業） （担当部・課：教育庁 義務教育課、県立学校教育課）

小・中学生いきいき支援事 ・中学校に「小・中アシスト相談員」を配置

業 ・不登校や問題行動等の早期発見・対応や未然防止

・不登校生徒の登校復帰や遊び非行生徒の立ち直りの支援

（担当部・課：教育庁 義務教育課）

教育相談・就学支援員配 ・社会福祉士等による家庭訪問

置事業 ・生徒や保護者のカウンセリング

（担当部・課：教育庁 県立学校教育課）

幼児教育の改善・充実 ・幼稚園教育の課題、指導内容、方法等の工夫改善

・幼稚園教諭等の資質向上を図る研修会の開催

（担当部・課：教育庁 義務教育課）

(2)確かな学力の確立

幼児児童生徒の発達段階に応じたカリキュラム等を充実し、基礎的・基本的な

知識・技能の確実な習得と、これらを活用して課題を解決するために必要な思考

力、判断力、表現力等を育み、学びに向かう力・人間性を養い、主体的・対話的

で深い学びの実現に向け取り組み、基本的な生活習慣の形成に係る取組を推進す

ることで「確かな学力」の向上を図る。

また、これからの学校教育においては、教育課程の改善充実にむけ、地域との

連携・協働の下、地域教育資源を積極的に活用し、学校を核とした協働の取組を

通じて、地域の将来を担う人材を育成し、自立した地域社会の基盤の構築を図る

「学校を核とした地域づくり」を推進する。

事 業 名 内 容

地区別ブロック型研究会 ・各地区ブロック研究会において、教師の主体的な研究に

推進事業 よる研究成果を日常的な授業づくりに生かす。

授業改善推進教師配置事業 ・自らの授業実践等を公開し、授業づくり等について指導

助言や講話等を行い、学校体制づくりや教師の 授業力

向上を支援する。

学力向上推進室訪問 ・学力向上で効果的、効率的な取り組みを行っている学校

を訪問する。

・授業参観、情報交換、協議を通して取組内容等を把握し、

県内小中学校への波及や教育施策の策定に生かす。
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事 業 名 内 容

県研究指定校等推進事業 ・研究指定校連絡協議会の開催

・研究指定校訪問指導、研究発表会等の開催

学力向上学校支援事業 ・県教育庁が学校を直接訪問し、授業観察や校長等との意

見交換を通して具体的で実効性のある支援を行う。

・「授業改善支援員」を派遣し、日常的な授業改善を促進す

る。

沖縄県学力到達度調査事 ・小３(国、算)、小４(算)、小５(国、算、理)、小６(算)

業 ・中１(数)、中２(国、社、数、理、英)

司書教諭・学校司書等研 ・司書教諭としての役割の理解を深めるとともに、学習情

修会 報センターとしての学校図書館の充実を図る。

（年１回 各教育事務所）

（以上、担当部・課：教育庁 義務教育課）

事 業 名 内 容

進路指導充実事業 ・併設型中高一貫教育校の教員の指導力向上を図る。

※平成28年度～ ・目まぐるしい国の動きに対応するため、高大接続部会学

習会や各種研修会を実施し教員に広く周知を図る。

進学力グレードアップ推進事業 ・選抜生徒360名に対し、合同学習会や大学での模擬講義及

び大学生との交流等を実施する。

・教員に対し、「主体的・対話的で深い学び」に資する授業

づくりを支援するための体験型ワークショップ及びセミ

ナーを実施する。

教育課程の改善充実事業 ・教育課程研修会を実施し、各学校への支援体制を構築す

る。

・教科領域、学習指導上の諸問題について研究実践を行う

研究校の指定を行う。

・「総合的な学習の時間」の充実を図る。

・学校図書館資料の整備、充実を図る。

学力向上プロジェクト開 ・多様な生徒の実態や特性等を把握し、学習指導の研究及

発モデル事業 び実践を通して一人一人の進路実現につながるような研

究実践を行うプロジェクト開発校の指定を行う。

（以上、担当部・課：教育庁 県立学校教育課）

(3)健やかな心と体を育む教育の推進

幼児児童生徒がたくましく生きるための心身の健康の保持増進と体力の向上を

図るとともに、生涯を通じて運動に親しむ態度の育成や健康で安全な生活を送る

ための基礎を培う体育・スポーツ、健康教育の充実に努める。
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事 業 名 内 容

体力つくり推進事業 ・学校体育指導資料等の作成及び研修会等の開催

・児童生徒の体力・運動能力及び泳力調査

・水泳授業への実技指導協力者の派遣

・沖縄県児童生徒体力向上推進委員会の開催

研究指定校等推進事業 ・研究指定校連絡協議会の開催

・研究指定校訪問指導

・研究発表会等の開催

武道・ダンス指導推進事業 ・小学校、中学校及び高等学校における武道・ダンス指導

者の養成

・本県の伝統文化としての空手道・郷土の踊りの継承発展

・武道指導者の段位認定

・武道・ダンス授業への実技指導協力者の派遣

生き生き運動部活動推進事業 ・中学校及び高等学校の運動部活動への外部指導者の活用

・地域社会との連携の促進、運動部活動の活性化

・各種競技の指導方法やスポーツ障害の予防等に関する研

修会の開催

学校体育団体補助事業 ・中学校、高等学校及び特別支援学校の生徒の体育・スポ

ーツの振興とスポーツ精神の涵養

・学校体育関係団体の充実・強化

〈補助団体〉県中学校体育連盟、県高等学校体育連盟

県特別支援学校体育連盟

平成31年度全国高等学校 大会開催に向けた取組及び諸準備業務

総合体育大会南部九州大会 ・高等学校体育連盟、関係機関等との連携

開催推進事業 ・大会開催地県実行（準備）委員会設立

・競技開催地市町村実行（準備）委員会設立の促進

・大会開催及び総括

全国中学校体育大会九州 大会開催に向けた取組及び諸準備業務

ブロック大会開催推進事 ・中学校体育連盟、関係機関等との連携

業 ・沖縄県実行委員会設立

・競技別実行委員会設立の促進

・大会開催及び総括
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事 業 名 内 容

保健教育及び保健管理推 ・各種研修会の開催

進事業 ・健康悉皆調査の実施

・学校保健委員会の活性化

・学校保健計画・学校安全計画の充実

・学校保健表彰における審査会の実施

・沖縄県学校保健会の推進

・県立学校保健会参加

・県立学校保健主事研修会の実施

・定期健康診断の実施（対象：県立学校の児童生徒・職員）

学校保健指導事業 ・健康調査部会の開催

・実態調査報告書の作成

・腎臓・糖尿検診委員会の実施

学校保健中央研修事業 ・健康教育行政担当者連絡協議会への参加

・全国学校保健研究大会での発表及び参加

・全国養護教諭研究大会での発表及び参加

・九州地区健康教育研究大会での発表及び参加

・健康教育推進のための指導者養成研修の受講

・全国学校環境衛生研究協議会への参加

学校保健総合支援事業 ・学校における健康課題解決を図る。

・事業成果の普及に努める。

性教育推進事業 ・児童生徒が生命の大切さや正しい異性観をもち、望まし

い行動をとれるよう、研修等を通して指導者の資質向上

を図る(地区別開催)

・指導資料の作成

薬物乱用防止教育推進事業 ・薬物乱用防止に関する正しい知識の普及、健全な価値観

や規範意識の育成を目指し、研修等を通して指導者の資

質向上を図る(地区別開催)

・飲酒、喫煙、薬物乱用防止教育の推進

・指導資料の作成及び薬物乱用対応マニュアルの改訂

環境衛生管理事業 ・学校環境の維持・管理

・学校環境衛生・安全管理講習会の開催

交通安全指導事業 ・警察等関係機関と連携した交通安全教育の推進（参加、

体験、実践型教育）

・高校生の交通問題を自ら考える実践交流会

・交通安全教育推進校の指定(２年間)
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事 業 名 内 容

学校安全指導者養成講習 ・幼児児童生徒の危険回避能力の育成を図るため、学校安

会 全指導者の資質向上を図る養成講習会を開催

（６地区において開催）

防犯教室講習会 ・地域安全マップの作成

（幼児児童生徒の安全確保 ・台風接近に伴う気象台との連携

に係る取組） ・台風接近に伴う学校への注意喚起及び人的被害状況の把握

・「児童生徒等の安全確保対策危機管理マニュアル」の策定

と学校における地震・津波に関する避難訓練の完全実施

・学校の海抜及び避難場所・避難経路図の掲示促進

学校安全体制整備事業 ・学校防災リーダーの育成並びに学校防災対応システムの

整備により、防災教育の推進とより効果的な安全体制の

構築

沖縄県健康教育研究大会 ・表彰式の実施（文部科学大臣表彰・県内健康教育関係表

彰）

・特別講演の実施

・分科会の実施（学校保健部会・学校安全部会・学校給食

部会）

九州地区健康教育研究大 平成32年度

会 ・沖縄県実行委員会設立の促進

・九州各県学校保健会長及び学校保健担当者連絡会の開催

平成33年度

・大会開催

・大会の総括（記録・報告書の作成）

（以上、担当課:教育庁 保健体育課）

(4)食育の推進

子どもたちに食の自己管理能力や望ましい食習慣を身に付けさせるため、幼児

児童生徒の発達段階に応じた食に関する指導の充実を図るとともに、学校・家庭

・地域・関係機関等が連携した学校における食育の推進を図るための施策を展開

する。

事 業 名 内 容

学校給食指導事業 ・地区別学校給食指導者研修会の開催

・市町村学校給食担当者連絡協議会の開催

・県立特別支援学校指導者研修会

・定時制高等学校指導者研修会

・学校給食優良学校等審査会の実施

・巡回指導の実施

・食育シンポジウムの開催

（隔年毎の開催）
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事 業 名 内 容

栄養教諭等研修事業 ・栄養教諭等研修会の開催

衛生管理推進事業 ・学校給食衛生管理実技講習会の開催

・県立学校給食調理・衛生講習会の開催

中央研修事業 ・健康教育行政担当者連絡協議会への参加

・衛生管理研修会への参加

・食育指導者養成研修（食育指導者・栄養教諭）への参加

・全国栄養教諭･学校栄養職員研究大会への参加

・九州地区健康教育研究大会への参加

・全国学校給食研究協議大会への参加

学校給食研究指定事業 ・食生活に関する教育実践校

（以上、担当課:教育庁 保健体育課）

(5)特別支援教育の充実

特別支援教育は、障害のある幼児児童生徒の自立や社会参加に向けた主体的な

取組を支援するという視点に立ち、支援を必要とする幼児児童生徒が在籍する全

ての学校においてその支援体制の整備を推進する。

事 業 名 内 容

インクルーシブ教育シス ・インクルーシブ教育実践推進研修

テム整備事業 ・インクルーシブ教育人材育成研修

・インクルーシブ教育学校支援事業

・県域の関係機関等との連携・協力の活性化

高等学校特別支援教育 ・県立高等学校の特別支援教育体制の整備の構築

支援員配置事業

障害児職業自立推進 ・企業や労働・福祉関係機関等と連携した職業教育及び進

路指導の改善・充実

交流及び共同学習の充実 ・特別支援学校に在籍する幼児児童生徒と地域の幼稚園、

小学校、中学校等との交流及び共同学習の推進、地域の

人々との交流推進

・特別支援学級の児童生徒と通常の学級の児童生徒との交

流及び共同学習、地域の人々との交流の推進

特別支援教育指導資料集 ・特別支援教育理解啓発を図るための資料作成及び特別な

作成 教育的ニーズのある幼児児童生徒に対応した指導資料集

の作成

・外部専門家による教職員の専門性向上を図る研修会の実

施

就学支援の充実 ・市町村教育委員会と医療、福祉等の関係機関が連携した

早期からの相談・支援及び就学支援体制づくりの推進
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事 業 名 内 容

特別支援学校における医 ・医療的ケアを必要とする児童生徒の健康の保持増進を図

療的ケア体制整備事業 るため、特別支援学校に看護師を配置し、教育、医療、

福祉との連携した体制作りを行い、安心・安全な学習環

境の整備

（以上、担当部・課：教育庁 県立学校教育課）

(6)幼児教育の充実

幼稚園の2年・3年保育を段階的に実施することで、就学までの３年間の長期的

見通しを持った教育課程を推進し、系統的な教育等の幼児教育の質の向上を図る。

子育て支援の観点から預かり保育を促進するとともに、「黄金っ子応援プラン(沖

縄県子ども・子育て支援事業支援計画)」を基に、市町村における「幼児教育政策

プログラム」の策定を促進し、幼児教育の振興を図る。

事 業 名 内 容

幼稚園教育課程充実事業 ・幼稚園教育課程の編成及び実施に伴う指導上の諸問題に

ついて研究協議し、教職員の指導力を高め、幼稚園教育

の充実を図る。

研究指定園委託事業 ・幼稚園における教育課程実施上の諸問題及び指導方法に

ついて実践的研究を行い、教育課程の充実に資する。

幼稚園教育理解推進事業 ・幼稚園教育に関する講演等を行うとともに、都道府県協

議会の成果の発表、教育課程に伴う指導計画の作成及び

指導上の諸問題について研究協議することにより、幼稚

園教育の一層の振興・充実を図る。

沖縄型幼児教育推進事業 ・国の幼児教育の方向性や沖縄県の実態を踏まえた「沖縄

型幼児教育」の推進を図ることにより、幼児教育の振興

・充実を図る。

（以上、担当部・課：教育庁 義務教育課）

(7)個性を大切にする教育の推進

幼児児童生徒一人一人の個に応じた指導の充実を図り、その能力を最大限に伸

ばす教育活動や、社会人・職業人として自立するために必要な基盤となる能力や

態度を育てるキャリア教育を推進する。

さらに、へき地教育では、地域に根ざした創意ある教育課程を編成・実施し、

主体的で創造性豊かな幼児児童生徒育成のための教育を推進する。
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事 業 名 内 容

地区別ブロック型研究会 ・ブロック型研究会を月１回実施し、指導方法工夫改善教

推進事業 諭の90％以上が研究授業を実施する。

・ブロック別研究会の成果を校内研究会にて共有し、成果

を次年度の年間計画に位置づける。

授業改善推進教師配置事 ・自らの授業実践等を公開し、授業づくり等について指導

業 助言や講話等を行い、学校体制づくりや教師の授業力向

上を支援する。

県学力到達度調査事業 ・平均正答率、小学校３年75％、小学校５年70％、中学校

２年60％以上にする。

学力向上学校支援事業 ・学力向上推進室が学校を直接訪問し、授業参観や校長等

との意見交換を通して、具体的で実効性のある支援を行

う。

・「授業改善支援員」を派遣し、日常的な授業改善を促進す

る。

沖縄県へき地教育研究大会 ・へき地の小規模、複式学級を有する小・中学校の学校経

営、学級経営、学習指導、生徒指導上の諸問題について

研究協議することにより、へき地教育の充実発展を図る。

（年１回、県内各地区輪番制）

（以上、担当部・課：教育庁 義務教育課）

事 業 名 内 容

インターンシップ推進事業 ・産業現場における実際的な知識や技術・技能に触れるこ

とを通して望ましい勤労観・職業観の育成を図り、キャ

リア教育を推進する。

産業教育活性化事業 ・専門高校等における学習活動の成果を広く県民に公開す

（沖縄県産業教育フェア） る総合的イベントとし、産業教育に対す理解を深める機

会とする。また、発表を通して、生徒自らの学習意欲の

向上と本県産業の担い手としての自信と誇りを身に付け

させる。

キャリア教育支援事業 ・指定校にキャリアコーディネーターを配置し、教員向け

研修会の開催、学校教育全体に関わるキャリア教育の実

践を推進する。

産業教育支援事業 ・本県産業教育の充実を目指して、職業に関する学科の研

究活動、民間活力導入（民間講師招聘、産業現場等の見

学･実習等）に対して支援を行う。
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事 業 名 内 容

就職活動キックオフ事業 ・就職内定率及び就職後の定着率向上を目的に、就職支援

員の配置、生徒向け宿泊研修、教職員向け実務研修を実

施し、就職活動の支援を行う。

就職指導支援事業 ・就職担当教諭による県内外企業求人開拓および定着指導

の実施や外部講師を活用し履歴書指導や面接試験対策等

の講座を実施し、就職指導の支援を行う。

（以上、担当部・課：教育庁 県立学校教育課）

(8)魅力ある学校づくりの推進

学校教育においては、幼児児童生徒の能力・適性、興味・関心、進路希望等が

多様化している実態に対応して、各学校がそれぞれの個性を最大限に伸長させる

ため、魅力ある学校づくりを行うことが一層重要になっている。

事 業 名 内 容

教職員研修事業 ・多様化・複雑化した教育課題に対応できる教員の資質能

力の向上を目指し、初任者研修をはじめとする教員のラ

イフステージに応じた各種研修を実施する。

教職員海外派遣事業 ・高校の教員を６名海外へ２週間程度派遣し、派遣先の教

育システムや該当教科の教授法等について研修を行う。

特色ある学校づくり支援 ・生徒一人一人の多様な能力・適性、興味・関心、進路等

事業 に応じた教育の推進を図り、未来を創る個性豊かな子ど

もを育成するため、地域や学校の実態等に応じて各学校

が主体的に企画・運営する特色ある学校づくりを支援す

る。

学校評議員充実事業 ・校長は学校教育の活動状況について積極的に情報提供す

るなど説明責任を果たしながら、学校評価、学校評議員、

地域人材の活用により保護者や地域の人々の積極的な参

加や協力を求めていく。

（以上、担当部・課：教育庁 県立学校教育課）
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事 業 名 内 容

県立学校編成整備計画の ・高等学校について、学び直しなど多様な学習ニーズに対

推進 応できる学校の設置、高等学校の再編・統合、高等学校

規模の適正化を図る。

・特別支援学校について、学校規模の適正化、小・中・高

等学校への特別支援学校の分校・分教室設置等を図る。

・計画の実施にあたっては、地域や関係団体・保護者等の

理解を得ながら推進する。

（担当部・課：教育庁 総務課）

公立小・中学校施設整備 ・校舎等の新増改築等の施設整備や老朽校舎の改築等によ

事業 る耐震化の促進を図る。

（担当部・課：教育庁 施設課）

県立学校施設整備事業 ・安全で環境に配慮した教育基盤を整備するため、老朽校

舎等の改築などを引き続き推進するとともに、施設の塗

装改修及び屋根防水改修等による長寿命化を図る。

（担当部・課：教育庁 施設課）
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３ 多様化、高度化する社会の変化に対応した教育の推進

２１世紀における知識基盤社会化やグローバル化に対応した多様な人材を育成する

ためには、本県の地理的条件や歴史的経験を生かし、海邦交流拠点を担う広い視野に

立った人材育成に努め、社会・経済発展の原動力である科学技術の振興を担う次代の

児童生徒の科学技術への興味・関心を育み、豊かな感性と創造性の向上を図っていく

ことが必要である。

また、主体的に情報社会に対応できるよう、情報活用能力を育成するともに、学校

における情報通信技術の活用を推進する。

成 果 指 標 単位 現状値 目標値 ５年後の姿

（H28） （H33） (H33)

姉妹校提携校数 校 12 15 学校間交流が促進され、国際理

解教育の推進が図られている。

実用英語技能検定試験 順位 8(中) 1(中) 生徒の英語力が向上し、英語検

合格率全国順位 （H27） 1(高) 定合格率が全国１位を維持してい

23(高) る。

（H27）

授業中にＩＣＴを活用して指 ％ 84.7 100 全ての教員が 授業でＩＣＴを活

導できる教員の割合 用することができる。

校務にＩＣＴを活用すること ％ 84.9 100 全ての教員が 校務でＩＣＴを活

ができる教員の割合 用することができる。

沖縄県の大学進学者数に占め ％ 17.7 20 大学進学者のうち20％以上が沖

る理系大学への進学者数 ※H28.3卒 縄科学技術大学院大学や理系大学

等へ進学している。

活 動 指 標 単位 現状値 目標値

（H28） （H33）

沖縄県高校生海外雄飛プロジェクトの受入数 人 12 25

外国青年招致事業の招致人数（県立学校） 人 49 49

専門高校生国外研修事業の派遣者数 人 40 40

国際性に富む人材育成留学事業の派遣者数 人 94 100

沖縄県教員海外派遣事業の派遣者数 人 6 6

アメリカ高等教育体験研修の派遣者数 人 50 50

海外サイエンス体験短期研修の派遣者数 人 25 25

中国教育交流研修の派遣者数 人 20 20

沖縄県高校生芸術文化国際交流プログラムの派遣者数 人 80 74

沖縄県高校生海外雄飛プログラムの派遣者数 人 25 25

英語担当者研修会実施回数 回/年 ５地区／１ ６地区／１
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活 動 指 標 単位 現状値 目標値

（H28） （H33）

教育用コンピュータ１台当たりの児童生徒数 人 5.3 3.6

電子黒板のある学校の割合 ％ 80.4 100

普通教室の校内ＬＡＮ整備率 ％ 92.0 100

教員一人一台の校務用コンピュータ整備率 ％ 110.5 116.1

校務支援システム導入済みの学校の割合 ％ 74.9 100.0

沖縄科学グランプリの実施 回/年 1 1

科学フォーラム・先端科学研究機関等生徒派遣 回/年 1 1

(1)国際社会に対応した教育の推進

知識基盤社会化が進展する中にあって、グローバルな視点を持つとともに、国

際理解教育の推進を図り、国際性豊かな視野の広い人材の育成及び地球的規模で

考え、より良い環境づくりや環境の保全に地域で行動できる人材の育成が必要で

ある。

事 業 名 内 容

沖縄県高校生海外雄飛プロジ ・沖縄県の高校生を25名程度２週間ハワイ州へ派遣

ェクト ・ハワイ州高校生25名程度を２週間沖縄県で受入・相互交流

を行う

語学指導を行う外国青年招致 ・語学指導を行うため外国青年を招致し、県立学校に配置

事業 ・高等学校における外国語教育の充実・改善を図る

外国人外国語指導助手事業 ・県内在住の外国人を非常勤講師として採用

・英語科、国際英語科、国際観光科等を設置する県立高校に

おける英語教育及び中国語教育の充実

国際性に富む人材育成留学事 ・県内高校生をアメリカ、アジア、欧州諸国等へ１年間派遣

業

グローバル・リーダー育成海 ・アメリカ高等教育体験研修

外短期研修事業 ・海外サイエンス体験短期研修

・中国教育交流研修

・沖縄県高校生芸術文化国際交流プログラム

・専門高校生国外研修

・沖縄県高校生海外雄飛プログラム

沖縄県教員海外派遣事業 ・小中高英語担当教員を海外研修へ派遣し、英語教授法を学

ばせる。

・本県の英語教育へ組織的に取り組む中核的な教員の養成
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事 業 名 内 容

英語立県沖縄推進戦略事業 ・海外姉妹校提携を推進

・高校生の短期海外研修

・英検合格推進校の県指定モデル校を設置し、英語能力判定

テストの実施、英語力向上セミナーを開催

・英語力指標の研修及び検証を目的に英語担当者研修会を実

施

・大学院大学やＪＩＣＡ沖縄等との連携を図り、児童生徒・

教員の交流を促進

（以上、担当部・課：教育庁 県立学校教育課）

(2)情報社会に対応した教育の推進

将来を担う子どもたちに対し、情報社会に主体的に対応できるための資質の育

成や「確かな学力」の定着を図ることを目的に、情報活用能力の育成及びＩＣＴ

を活用したわかりやすく深まる授業の実現を図るとともに、教育の質の向上と学

校経営の改善に資するよう、校務の情報化を図る。

事 業 名 内 容

教育用コンピュータの整 ・教育用コンピュータ及びソフトウェアの整備

備事業 （担当部・課：教育庁 教育支援課）

県立学校インターネット ・全県立学校の光ファイバによる超高速インターネットへ

推進事業 の接続 （担当部・課：教育庁 教育支援課）

教職員研修（ＩＴ教育研 ・学校の情報化を推進する教育情報化推進リーダーの養成

修）事業 及び校内研修の充実に資する研修の実施

・教科指導でのＩＣＴ活用推進、校務の情報化に係る研修

の実施

・情報モラル教育の充実に資する研修の実施

・情報セキュリティに関する研修の実施

・学校の情報化を推進するための管理者向け研修の実施

（担当部・課：教育庁 県立学校教育課、教育支援課、義務教育課）

教員用パソコン一人一台 ・校務の情報化の推進及び情報セキュリティ確保のため教

の整備 員用パソコンについて一人一台の整備を行う。

（担当部・課：教育庁 教育支援課）

教育情報ネットワーク拠 ・ＩＴ教育センターで運用する県立学校の安心・安全なネ

点整備事業 ットワーク環境の維持に向け、設備の更新等を図る。

・離島・へき地地区の児童生徒の学習を支援し、学力の向

上と情報活用能力の育成を促進する。

（担当部・課：教育庁 県立学校教育課、教育支援課、義務教育課）

校務支援システムの整備 ・小・中・高校(全日制)、高校（定時制･通信制）、特別支

事業 援学校の各学校向けの校務支援システムの充実・整備

（担当部・課：教育庁 県立学校教育課、教育支援課、義務教育課）
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(3)科学技術の進展に対応した教育の推進

本県の経済的発展を支える科学技術の土台である理数教育の充実を図り、将来

有為な研究者・技術者となる科学技術系人材の育成を推進する。

事 業 名 内 容

沖縄科学技術向上事業 ・沖縄科学グランプリ（科学の甲子園全国大会県予選）を

実施し、参加者を対象に科学フォーラムや先端科学研究機

関等へ生徒を派遣することで、科学的探究能力を高め、理

系人材の育成を図る。

（担当部・課：教育庁 県立学校教育課）

科学の甲子園 ・各教育事務所単位で管内の中学校から募集選考を実施し、

ジュニア沖縄県予選 各地区の代表校を１校選定する。

・夏期休業中に県立総合教育センターで各地区代表校参加

による「科学の甲子園ジュニア沖縄県予選」を開催し、県

代表校１校を選定し12月に開催される全国大会へ派遣す

る。

・科学好きの裾野を広げるとともに、未知の分野に挑戦す

る探求心や創造性に優れた人材の育成を目的とする。

（担当部・課：教育庁 義務教育課）
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４ 教育の機会均等を図るための子どもの貧困対策の推進

子どもの貧困対策の推進に当たっては、子どものライフステージに即して切れ目の

ない総合的な支援を行うことができるよう取り組む。

また、市町村と連携し、離島及びへき地などの特別の事情も含め、地域の実情に即

した対策を全県的に取り組むこととする。

このほか、市町村における他のモデルとなるような取組を積極的に促進する。

成 果 指 標 単位 現状値 目標値 ５年後の姿

（H28） （H33） (H33)

放課後児童クラブ平均月額利 円 10,115 低減 放課後児童クラブの平均月額利

用料 （H26） 用料が低減され、より幅広い世帯

が利用しやすい環境となっている。

家庭教育支援コーディネータ 市 4 10 核家族化や地域で相談する相手

ーの配置市町村数 町 がいないなど、家庭教育や子育て

村 に悩む保護者を、地域全体で支援

する体制づくりが進んでいる。

家庭教育支援アドバイザー登 市 33 41 全市町村に家庭教育支援アドバ

録者の地域設置数 町 イザーが育成され、保護者への学

村 習機会の提供や家庭教育を支援す

る環境が整っている。

不登校出現率 ％ 0.57(小) 全国平均並 支援体制の充実のもと、不登校

3.30(中) 全国平均並 児童生徒数が減少している。

2.72(高) 全国平均並

（H27）

登校復帰率 ％ 19.4(小) 35.0(小) 支援体制の充実のもと、不登校

36.5(中) 40.0(中) 児童生徒数の登校復帰が増加して

38.3(高) 40.0(高) いる。

（H27）

全国学力・学習状況調査にお ポ 小 ＋1.1 小＋2.0 「確かな学力」の定着により、

ける教科に関する調査 イ 中 －5.7 中＋1.0 全国水準を維持している。全国平

（小学校：国語と算数、中学 ン 均値に近づいている。

校：国語と数学）の全国平均 ト

正答率との差

就職内定率（高等学校） ％ 93.6 98.0 就職内定率が全国平均値に近づ

いている。

高等学校等進学率 ％ 96.5 98.5 生徒の確かな学力が向上し、希

※H28.3卒 望する進路の実現ができている。

生活保護世帯に属する子ども ％ 85.8 92.8 全国平均並が実現できている。

の高等学校等進学率 （H27)
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成 果 指 標 単位 現状値 目標値 ５年後の姿

（H28） （H33） (H33)

中学校卒業後の進路未決定率 ％ 2.5 全国平均並 全国平均並が実現できている。

※H28.3卒

高等学校中途退学率 ％ 1.8 全国平均並 全国平均並が実現できている。

(H27)

生活保護世帯に属する子ども ％ 3.0 県平均並 県平均並が実現できている。

の高等学校等中退率 (H27)

大学等進学率 ％ 39.2 45.0 生徒の確かな学力が向上し、希

※H28.3卒 望する進路の実現ができている。

生活保護世帯に属する子ども ％ 33.8 全国平均 全国平均を上回る

の大学等進学率 (H27) を上回る

高校卒業後の進路未決定率 ％ 13.1 全国平均並 全国平均並が実現できている。

※H28.3卒

若年無業者率（15～34歳人口 ％ 1.95 全国平均並 全国平均並が実現できている。

に占める割合） (H27)

活 動 指 標 単位 現状値 目標値

（H28） (H33）

スクールカウンセラー学校配置数（小･中･高） 校 小： 183 小：全 266校

中： 146 中：全 148校

高： 51 高：全 60校

スクールソーシャルワーカー配置人数（小・中） 人 20 24

就学援助制度に関 毎年度の進級時に就学援助制度の ％ 51.2 100

する周知状況 書類を配布している市町村の割合 (H26)

入学時に学校で就学援助の書類を ％ 39.0 100

配布している市町村の割合 (H26)

県外進学大学生支援事業 人 25 150

（給付型奨学金）による支援人数

就学援助を申請しなかった理由として「就学援助を知 ％ 20 0

らなかった」とする貧困世帯の割合（小学5年生保護者） （H27）

地域等における子どもの学習支援（無料塾等） 市町村 33 41

支援対象者高校合格率 ％ 90 90

支援対象者大学等合格率 ％ 60 60
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活 動 指 標 単位 現状値 目標値

（H28） (H33）

進学力グレードアップ推進事業（生徒派遣人数） 累計（人） 1,485 3,285

就職支援員配置数 人 50 50

学校支援のための地域ボランティア参加人数 人 212,000 250,000

青少年教育施設職員等の研修会参加者数 人 49 35

家庭教育支援者研修会への参加市町村数 市町村 21 20

家庭教育支援者研修会の参加者数 人 683 600

親子電話相談件数 件 1,363 2,000

家庭教育支援アドバイザー数 人 376 450

(1)学校教育による自己肯定感を育む支援と学力の保障

一人一人の児童生徒のよさや興味関心を生かした指導や、児童生徒が互いの考

えを交流し、互いのよさに学び合う場を工夫した指導、児童生徒が主体的に学ぶ

ことができるよう課題の設定や学び方について自ら選択する場を工夫した指導な

どに取り組むことで、児童生徒の自己肯定感を高めることやコミュニケーション

能力の育成、よりよい人間関係の構築を図り、学校に通う子どもの学力が保障さ

れるよう、きめ細かな指導を推進する。

幼児児童生徒の発達段階に応じたカリキュラム等を充実し、基礎的・基本的な

知識・技能の確実な習得と、これらを活用して課題を解決するために必要な思考

力、判断力、表現力等を育み、学びに向かう力・人間性を養い、主体的・対話的

で深い学びの実現に向け取り組み、基本的な生活習慣の形成に係る取組を推進す

ることで「確かな学力」の向上を図る。

また、これからの学校教育においては、教育課程の改善充実にむけ、地域との

連携・協働の下、地域教育資源を積極的に活用し、学校を核とした協働の取組を

通じて、地域の将来を担う人材を育成し、自立した地域社会の基盤の構築を図る

「学校を核とした地域づくり」を推進する。

学校教育において自ら学び自ら考える力を育み、学力を保障するため、少人数

指導や、学習に遅れがある児童生徒を支援する教員、学習支援員及びボランティ

アを確保することなど、学習支援を実施する。

実践的な研修で教師の授業力の向上を図るとともに、研修で得た指導方法等を

他の教師へ波及させることにより、全校体制で児童生徒の学力向上に取り組む。

全ての児童生徒の学力が保障されるよう、学校支援訪問等を通した学校への授

業改善の助言や、市町村が配置する学習支援員の効果的な活用法についての情報

提供等を行う。
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学校において個々の学力を伸ばすために、個々の児童生徒にきめ細かな指導を

行えるよう授業改善を推進する。

全ての教員が子どもの貧困問題に対する意識を共有し理解を深めるために、福

祉関係の専門家を招聘して、学校における校内研修等の実施に努める。

学校における具体的な支援として、子どもの貧困に関する理解を深め、子ども

に自己肯定感を持たせる教育方法を研究するため、教員免許状更新講習における

関連講習や校内研修等の開設を促進する。

全ての教員が児童生徒の自己肯定感を高めるための教育を行う。

地域住民等の参画を得て、学校の教育活動を支援する仕組み（学校支援地域本

部）をつくり、学習支援をはじめ様々な学校支援活動を実施することにより、地

域の教育力の向上を図る市町村の取組を支援する。

地域住民等の参画を得て、小中学校等において放課後や週末等に余裕教室を活

用し、児童生徒の安全・安心な活動拠点（放課後子ども教室）をつくる市町村の

取組を支援する。

経済的な理由や家庭の事情により、家庭での学習が困難であったり、学習習慣

が十分に身についていない児童生徒を対象に、教員を志望する大学生や地域住民

等の協力により、学習支援（地域未来塾）を行う市町村の取組を支援する。

事 業 名 内 容

地区別ブロック型研究会 ・各地区ブロック研究会において、教師の主体的な研究に

推進事業 よる研究成果を日常的な授業づくりに生かす。

授業改善推進教師配置事 ・自らの授業実践等を公開し、授業づくり等について指導

業 助言や講話等を行い、学校体制づくりや教師の授業力向

上を支援する。

学力向上推進室訪問 ・学力向上で効果的、効率的な取り組みを行っている学校

を訪問する。

・授業参観、情報交換、協議を通して取組内容等を把握し、

県内小中学校への波及や教育施策の策定に生かす。

県研究指定校等推進事業 ・研究指定校連絡協議会の開催

・研究指定校訪問指導、研究発表会等の開催

学力向上学校支援事業 ・県教育庁が学校を直接訪問し、授業観察や校長等との意

見交換を通して具体的で実効性のある支援を行う。

・「授業改善支援員」を派遣し、日常的な授業改善を促進す

る。

（以上、担当部・課：教育庁 義務教育課）
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事 業 名 内 容

進路指導充実事業 ・併設型中高一貫教育校の教員の指導力向上を図る。

※平成28年度～ ・目まぐるしい国の動きに対応するため、高大接続部会学

習会や各種研修会を実施し教員に広く周知を図る。

進学力グレードアップ推進事業 ・選抜生徒360名に対し、合同学習会や大学での模擬講義及

び大学生との交流等を実施する。

・教員に対し、「主体的・対話的で深い学び」に資する授業

づくりを支援するための体験型ワークショップ及びセミ

ナーを実施する。

学力向上プロジェクト開 ・多様な生徒の実態や特性等を把握し、学習指導の研究及

発モデル事業 び実践を通して一人一人の進路実現につながるような研

究実践を行うプロジェクト開発校の指定を行う。

インターンシップ推進事業 ・産業現場における実際的な知識や技術・技能に触れるこ

とを通して望ましい勤労観・職業観の育成を図り、キャ

リア教育を推進する。

キャリア教育支援事業 ・指定校５校にキャリアコーディネーターを配置し、教員

向け研修会の開催、学校教育全体に関わるキャリア教育

の実践を推進する。

就職活動キックオフ事業 ・就職内定率及び就職後の定着率向上を目的に、就職支援

員の配置、生徒向け宿泊研修、教職員向け実務研修を実

施し、就職活動の支援を行う。

就職指導支援事業 ・就職担当教諭による県内外企業求人開拓および定着指導

の実施や外部講師を活用し履歴書指導や面接試験対策等

の講座を実施し、就職指導の支援を行う。

（以上、担当部・課：教育庁 県立学校教育課）

(2)学校を窓口とした福祉関連機関との連携

幼稚園において、幼稚園教育要領に基づき、家庭との連携を十分に図るなど、

幼稚園における生活が家庭や地域社会と連続性を保ちつつ展開されるよう促進す

る。

保護者が労働等により昼間家庭にいない小学校に就学している児童に対し、授

業の終了後等に小学校の余裕教室、児童館等を利用して適切な遊び及び生活の場

を与えて、家庭、地域等との連携の下、発達段階に応じた主体的な遊びや生活が

可能となるよう、当該児童の自主性、社会性及び創造性の向上、基本的な生活習

慣の確立等を図り、その健全な育成を図る。
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学校教育においては、子どもたち一人一人が生命を大切にし、他者への思いや

りや人権を尊重する心、正義感や公正さを重んじる心、美しいものや自然に感動

する心、自立心、自己抑制力、共生心などの「豊かな心」を育み、人間性の育成

を目指し、「心の教育」の充実に努める。

子どもの貧困に関する各地域の現状を把握し、関係機関との情報共有や子ども

を支援につなげるための調整等を行う「子供の貧困対策支援員」の市町村への配

置を促進する。

学校を窓口として、支援が必要な家庭の児童生徒を早期の段階で生活支援や福

祉制度につなげていくことができるよう、スクールソーシャルワーカーの配置人

数や区域を順次拡大しながら支援を強化する。

スクールソーシャルワーカー等の役割について、福祉関連機関における理解を

深めるとともに、学校と福祉関連機関との連携を促進する。

児童生徒の感情や情緒面の支援を行っていくため、スクールカウンセラーの配

置推進を図る。

小・中アシスト相談員等を活用して、いじめ、不登校、問題行動等に課題を抱

える学校への集中支援及び巡回支援を行う。

不登校傾向や中途退学が懸念される生徒が多い高等学校に就学支援員等を配置

し、訪問支援、県の教育・福祉関係部門、民間支援団体の協働による支援体制を

構築する。

中学校卒業後に進学も就職もしていない少年及び高等学校中途退学者について、

在学中の児童生徒の保護者の了解を得て学校とハローワークや子ども若者みらい

相談プラザsorae等と情報を共有するなど、就学、就労など必要な支援につなげ

る。

子どもの貧困に関する各地域の現状を把握し、関係機関との情報共有や子ども

を支援につなげるための調整等を行う「子供の貧困対策支援員」に対する必要な

研修を行う

スクールソーシャルワーカーについて、継続的な就労と効果的な活用を図る観

点から、待遇改善や業務への支援体制の整備に努める。

スクールソーシャルワーカーの資質向上のため、県教育事務所における研修の

充実等を図る。

事 業 名 内 容

ボランティア教育及び豊 ・幼児、高齢者、障害のある人々との交流や地域における

かな体験活動の推進 ボランティア活動等の豊かな体験活動の推進

（担当部・課：教育庁 義務教育課）
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事 業 名 内 容

ボランティア教育及び豊 ・豊かな体験活動の実践に関する推進地域及び推進校の指

かな体験活動の推進 定

（子どもの居場所づくり ・農山漁村等と都市地区の学校間交流、農山漁村での体験

推進事業） 活動に関する地域、交流校の指定

・長期にわたる集団宿泊等の共同生活体験等に関する推進

校の指定

（担当部・課：教育庁 義務教育課）

スクールカウンセラー等 ・スクールカウンセラーの配置（各学校）

配置事業（子どもの居場 ・スクールソーシャルワーカーの派遣（各教育事務所）

所づくり推進事業） （担当部・課：教育庁 義務教育課、県立学校教育課）

小・中学生いきいき支援事 ・中学校に「小中アシスト相談員」を配置

業 ・不登校や問題行動等の早期発見・対応や未然防止

・不登校生徒の登校復帰や遊び非行生徒の立ち直りの支援

（担当部・課：教育庁 義務教育課）

教育相談・就学支援員配 ・社会福祉士等による家庭訪問

置事業 ・生徒や保護者のカウンセリング

（担当部・課：教育庁 県立学校教育課）

幼児教育の改善・充実 ・幼稚園教育の課題、指導内容、方法等の工夫改善

・幼稚園教諭等の資質向上を図る研修会の開催

（担当部・課：教育庁 義務教育課）

放課後児童健全育成事業 ・小学校就学児童で、その保護者が労働等により昼間家庭

（放課後児童クラブ） にいないものに、授業の終了後に学校の余裕教室や学校

敷地内専用室等を活用して適切な遊び及び生活の場を与

えて、その健全な育成を図る。

（担当部・課：子ども生活福祉部 子育て支援課）

(3)経済的支援

準要保護児童生徒に対する援助の認定基準、対象費目や単価等の全国調査結果

を市町村に提供し情報を共有すること等により、必要な児童生徒に対し援助が届

くよう就学援助の充実を促進する。

市町村と県の協議の場の設置等により、保護者に対する就学援助制度の効果的

な周知方法、県内外の好事例の情報提供など制度を利用しやすい環境の整備を促

進する。

就学援助制度の適切な運用を図るため、市町村における学級担任や学習支援員

等に対する校内研修等の取組を促進する。

障害のある児童生徒等への支援の充実を図るため、特別支援教育就学奨励費等

を通じた支援を行う。
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放課後児童クラブの保育料について、市町村と連携し、低所得世帯の児童を対

象に負担軽減を促進する。

県外難関大学等への進学を推進する給付型奨学金制度の創設など、県内高等学

校生徒の大学等進学率の改善に取り組む。

教育基本法に基づき設置した高校生に対する奨学金貸与事業を着実に実施する

とともに、大学等を含め奨学金情報が必要な生徒に伝わるよう制度の周知を図る。

高等学校等就学支援金制度により、所得に応じて高等学校等の授業料に充てる

就学支援金を支給し、家庭の教育費負担の軽減を図る。

授業料以外の教育費負担を軽減するため、「高校生等奨学給付金（奨学のための

給付金）制度」により、低所得世帯を支援する。

生活保護世帯の高校生の就労収入のうち、入学料等の大学等の進学費用に係る

経費に充てられる場合については、収入として認定しないよう取り扱う。

沖縄県子どもの貧困対策推進基金を創設し、貧困の状況にある子どもが健やか

に育成される環境を整備するとともに、教育の機会の確保を図る県及び市町村が

実施する事業に活用する。

事 業 名 内 容

特別支援教育就学奨励事業 障害のある児童生徒等への支援の充実を図るため、特別支

援教育就学奨励費等を通じた支援を行う。

（担当部・課：教育庁 教育支援課）

生活困窮者自立支援事業 生活保護世帯、生活困窮世帯の小・中学生に対し、県内８町村

（子どもの健全育成事業） で子育て総合支援モデル事業と一体的な無料の学習支援を行う。

（担当部・課：子ども生活福祉部 福祉政策課）

子育て総合支援モデル事業 準要保護世帯の小・中学生に対する無料学習支援（県内８

町村）と非課税世帯等の高校生への無料学習支援（２箇所）

を行う。

（担当部・課：子ども生活福祉部 子ども未来政策課）

高等学校等就学支援金支出 高等学校等中途退学者が高校に再入学して学び直す際、卒

事業 業するまでの一定期間、授業料にかかる支援を行う。

(高等学校学び直し支援金) （担当部・課：教育庁 教育支援課、総務部 総務私学課）

県外進学大学生支援事業 翌年度、大学へ進学する学生25人を対象に、奨学生の募集、決

定を行い、入学支度金30万円を給付し、入学後、奨学金として月

額７万円を給付する。

（担当部・課：教育庁 教育支援課）
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事 業 名 内 容

高等学校等奨学事業 ・高等学校等育英奨学金貸与事業

採用基準：学力要件、収入基準あり

・高等学校奨学金貸与事業

採用基準：収入基準のみ

※いずれも、貸与月額は、

公立自宅18,000円、公立自宅外23，000円

私立自宅30，000円、私立自宅外35，000円

（担当部・課：教育庁 教育支援課）

地域子ども・若者社会適応 地域若者サポートステーションにおいて、ニート、ひきこ

促進事業 もり、不登校など困難を有する子ども・若者への支援を行う。

（担当部・課：子ども生活福祉部 青少年・子ども家庭課）

子ども・若者総合相談セン ニート、ひきこもり、不登校など困難を有する子ども・若

ター事業 者からの相談に応じ、支援機関の紹介や情報提供等を行う。

（担当部・課：子ども生活福祉部 青少年・子ども家庭課）

地域子ども・若者支援活動 ニート、ひきこもり、不登校など困難を有する子ども・若

補助事業 者を支援する民間団体に対し、補助を行う。

（担当部・課：子ども生活福祉部 子ども未来政策課）

高等学校等就学支援金支出 一定の収入額(市町村民税所得割額304,200円)未満の世帯に

事業 対し、高等学校等就学支援金を支給することにより、教育費

に係る経済的負担の軽減を図る。

（担当部・課：教育庁 教育支援課、総務私学課）

高等学校等奨学のための給 ［具体的な取組内容］

付金事業 ・支給要件：生活保護世帯または市町村民税所得割非課税世帯

・支給額

生活保護世帯：国公立 32,300円 私立 52,600円

非課税世帯

全日制（第１子）：国公立 75,800円 私立 84,000円

（第２子）：国公立129,700円 私立138,000円

通信制 ：国公立 36,500円 私立 38,100円

（担当部・課：教育庁 教育支援課、総務部 総務私学課）

子どもの貧困推進基金事業 貧困の状況にある子どもが健やかに育成される環境を整備

するとともに、教育の機会の確保を図る県及び市町村が実施

する事業に活用する。

（担当部・課：子ども生活福祉部 子ども未来政策課）
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５ 地域を大切にし、誇りに思う健全な青少年の育成

青少年の健全育成については、「地域の子は地域で守り育てる」ことを基本姿勢とし、

学校・家庭・地域社会が互いに支え合い、連帯感の醸成を図る必要がある。また、子

どもたちが、他者、社会、自然環境との関わりを体験することにより、生きる知恵と

社会性を身に付けられるよう、人格の形成をサポートしていく必要がある。加えて、

子どもの拠り所となる居場所づくりが必要である。

成 果 指 標 単位 現状値 目標値 ５年後の姿

（H28） （H33） (H33)

県及び市町村の体験活動事業参加者数 人 231,456 250,000 児童・生徒数は減少傾向とな

るものの、取組の強化により参

加者は増加している。

学校支援ボランティア活動を導入率 ％ 95.3 98.5 特別な場合を除き、県内全小

（小・中・高等学校） (H27) ・中・高等学校で支援ボランテ

ィアが導入されている。

活 動 指 標 単位 現状値 目標値

（H28） （H33）

ESD活動を実践するユネスコスクール加盟校 校 2 5

「おきなわ地域教育の日」の年間計画への設定市 市町村 27 41

町村数

御万人すりてぃＣＧＧ運動の支援 人 435,943 500,000

学校支援のための地域ボランティア参加人数 人 212,000 250,000

放課後子ども教室に参加した大人の延べ数 人 32,376 67,000

公的施設等放課後児童クラブ設置数 か所 138 188

(1)健やかな青少年を育む地域活動・体験活動の充実

健やかな青少年を育成するため、学校・家庭・地域社会が連携を図りながら、

社会奉仕体験活動や自然体験活動の充実を図り、青少年の自己の確立と社会の一

員としての成長を支援する施策を展開する。

また、次代を担う青少年の育成にむけて、地域活動や体験活動を通して様々な

課題を自らの問題として捉え、自分にできることを考え実践していくことを身に

付ける施策を展開する。

事 業 名 内 容

次代を担う青少年育成推 ・学校・地域の特色や特性を活かしたＥＳＤ活動の推進と

進事業 指導者育成を目指したＥＳＤ研修会の実施

・ＥＳＤ研修会等においてユネスコスクールの実践報告や

ワークショップ等を通して、加盟校促進を図る。
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事 業 名 内 容

「おきなわ地域教育の日」 ・地域主体で「地域の子は地域で守り育てる」気運の醸成を

の広報・啓発 図るため、毎月第３土曜日を「おきなわ地域教育の日」に

設定

・各地域で、この日を活用して子どもたちとの信頼関係を築

きながら地域の居場所づくりや地域の教育力向上を目指し、

青少年の健全育成に資する広報・啓発の実施

（以上、担当部・課：教育庁 生涯学習振興課）

(2)ユイマールの心でつなぐ学校・家庭・地域社会の相互の連携及び協力

健やかな青少年を育成するため、学校と家庭の連携をはじめ、地域住民やＰＴ

Ａ等の関係機関・団体、企業、民間教育事業者、諸団体等地域社会に幅広く連携

の輪を広げ、社会環境の浄化や非行防止に努めるとともに、ユイマール精神を生

かした地域の教育力の活性化に努める。

また、地域住民が、これまで培ってきた知識や経験、学習の成果を生かすこと

にもつながり、地域社会全体の教育力を向上させるとともに「知の循環型社会」

の構築に努める必要がある。

事 業 名 内 容

地域学校協働活動推進事業 ・地域全体で学校教育を支援する体制づくりを推進するこ

とにより、教員の子どもと向き合う時間の増加、住民等

の学習成果の活用機会の拡充及び地域の教育力の活性化

を図る。（学校支援活動）

・各市町村において、子どもたちの安全・安心な活動拠点

を設け、地域の参画を得て、様々な体験活動を実施。

(放課後子ども教室推進事業)

（担当部・課：教育庁 生涯学習振興課）

御万人すりてぃクリーン ・市町村の各地域で、社会教育関係団体、学校教育関係機

・グリーン・グレイシャ 関・団体等が中心となり、すべての地域住民が参加する

ス（ＣＧＧ）運動 「クリーン活動」や「御万人のふれあい活動」の展開

（担当部・課：教育庁 生涯学習振興課）

放課後児童健全育成事業 ・小学校就学児童で、その保護者が労働等により昼間家庭

（放課後児童クラブ） にいないものに、授業の終了後に学校の余裕教室や学校

敷地内専用室等を活用して適切な遊び及び生活の場を与

えて、その健全な育成を図る。

（担当部・課：子ども生活福祉部 子育て支援課）
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６ 家庭・地域の教育機能の充実

県民の生涯学習に対するニーズが多様化・高度化する中において、社会教育はその

推進の重要な役割を担う。県民の生き生きした社会教育活動を支援し、時代のニーズ

に即した学習活動に対応するため、社会教育基盤の整備を推進するとともに、社会教

育活動の充実を図る。

また、家庭は子どもたちが健やかに成長し、豊かな人間性を育む原点であるという

認識のもと、家庭教育支援の充実に努める。

成 果 指 標 単位 現状値 目標値 ５年後の姿

（H28） （H33） (H33)

子どもの読書活動推進計 市町村 26 37 学校図書館と公立図書館の連携

画の策定 により、全市町村で推進計画が策

定され、子どもの読書活動への関

心が一層高まっている。

社会教育指導者研修会へ 人 141 180 地域で社会教育を推進する人材

の参加者数 が増え、研修会への積極的参加が

なされている。

人権教育指導者研修会へ 人 262 300 学校や各団体等における人権教

の参加者数 育指導者の資質向上が図られ、人

権を尊重する社会が実現している。

家庭教育支援コーディネ 市町村 4 10 核家族化や地域で相談する相手

ーターの配置市町村数 がいないなど、家庭教育や子育て

に悩む保護者を、地域全体で支援

する体制づくりが進んでいる。

家庭教育支援アドバイザ 市町村 33 41 全市町村に家庭教育支援アドバ

ー登録者の地域設置数 イザーが育成され、保護者への学

習機会の提供や家庭教育を支援す

る環境が整っている。

活 動 指 標 単位 現状値 目標値

（H28） （H33）

子どもの読書活動推進フォーラムへの参加者数 人 245 500

青少年教育施設職員等の研修会参加者数 人 49 35

視聴覚教材の保有数 本 1,895 1,950

沖縄県公民館研究大会への参加者数 人 533 700

家庭教育支援者研修会への参加市町村数 市町村 21 20

家庭教育支援者研修会の参加者数 人 683 600

親子電話相談件数 件 1,363 2,000

家庭教育支援アドバイザー数 人 376 450
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(1)ニーズに応えた活動を支える社会教育基盤の整備・充実

県民の生き生きとした学習活動と時代の変化に応じた学習ニーズに対応するた

め、地域における学習や活動の拠点である社会教育施設等の整備及び学習活動に

対する支援体制を充実させるとともに、社会教育指導者の養成、資質の向上を図

る。

事 業 名 内 容

県立図書館の充実事業 ・多様化する地域の課題や県民のニーズへの対応

・各市町村の支援を含めた図書館サービスの充実

子どもの読書活動推進 ・読書活動推進フォーラム、各市町村の読書推進計画の推

事業 進

・第三次沖縄県子ども読書活動推進計画の推進と次期計画

の策定準備（H29～H30）

・子どもの読書活動推進担当者会議の開催（年６回）

離島読書活動支援事業 ・離島・へき地における移動図書館や団体貸出

・住民のニーズに応えた図書館サービスの充実

青少年教育施設職員等の ・青少年教育施設の管理・運営の充実

研修 ・県内６青少年の家の連携と職員の資質向上

・利用者のニーズに応じた活動のプログラム開発

社会教育指導者等研修事 ・地域における社会教育の推進に関わる人材の育成

業 ・社会教育指導者等の資質向上を目的とした研修会の実施

視聴覚ライブラリー整備 ・視聴覚機材・教材の整備・貸出

充実事業 ・視聴覚教育に関する相談への対応

・視聴覚教育関係者の資質向上研修会等の実施

（以上、担当部・課：教育庁 生涯学習振興課）

(2)時代のニーズに応える社会教育活動の充実

「社会の要請」を踏まえ、社会の変化に対応できる自立した個人や地域コミュ

ニティを形成することを目的とし、社会教育指導者の資質向上のための研修会を

開催し、社会教育活動の充実を図る。

事 業 名 内 容

沖縄県社会教育研究大会 ・時代の変化に対応した地域社会の創造を目指した社会教

等の開催 育研究大会の実施

・各地域の現状や取組の成果に関する情報の共有化

公民館研究大会等の開催 ・公民館研究大会を実施し、公民館の進むべき方向性や直

面する諸問題の解決に向けた研究協議の実施

・講演会、分科会による公民館活動の充実・発展

人権教育促進事業 ・人権が保障される社会の実現を目指し、各市町村、各学

校、各種団体の指導者等への研修会の実施

（以上、担当部・課：教育庁 生涯学習振興課）
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(3)心の触れあいのある家庭教育機能の充実

家庭の教育力低下が指摘されており、地域社会で支援していく必要がある。そ

のため、家庭教育を地域で支援し、地域社会の教育力向上を図るための支援体制

づくりを推進する。

事 業 名 内 容

家庭教育支援者研修会 ・家庭教育支援アドバイザー等の専門的知識や技能習得の

ための研修会を実施する。

・受講者が家庭教育支援に関わる地域づくりを推進する。

家庭教育支援事業 ・子育てサポーター・リーダーや民生委員・児童委員、自

治会等が連携を図る中で支援体制を強化し、保護者の不

安や子どもの悩みを軽減していく。同時に保護者、子ど

も、地域の人たちが学び合い成長していく地域づくりを

目指す。

親子電話相談事業 ・子育てに悩む保護者、学校や友人関係で悩む子どもを、

電話相談で支援する。

・相談体制の充実で、家庭教育に関する課題解決を目指す。

家庭教育力促進 ・基本的な生活習慣の確立や規範意識の向上など、家庭教

「やーなれー」事業 育力の改善充実のため、家庭教育支援体制を確立する。

（以上、担当部・課：教育庁 生涯学習振興課）
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７ 豊かな感性を育む文化の継承と発展

沖縄には世界遺産「琉球王国のグスク及び関連遺産群」や無形文化遺産「組踊」な

ど有形・無形の特色ある豊かな文化が継承されている。こうした文化が児童生徒をは

じめ次世代の県民に継承され、発展していくよう努めることが大切である。

成 果 指 標 単位 現状値 目標値 ５年後の姿

（H28） （H33） (H33)

指定文化財の件数（累計） 件 1,402 1,450 指定文化財の件数を増やすこと

により、文化財の保護に関する活

動の充実や保護思想の普及を図り、

さらには学習機会が増加している。

史跡等への訪問者数 人 3,877,000 3,900,000 史跡等の整備件数を増やすこと

により、貴重な史跡等を見たり、

触れたりする機会が増加している。

史料編集事業刊行物（累計） 冊 226 271 沖縄県の歴史文化の源流を確認

することができ、歴史教育の基礎

資料の充実が図られる。

文化庁等提供事業芸術鑑賞 人 9,382 13,000 芸術鑑賞の機会を提供すること

児童生徒数 により、文化芸術への意識を高め、

文化の創造に寄与している。

しまくとぅばを挨拶程度以 ％ 54 88 講座の開催や普及団体等への支

上、話せる人の割合 (H34) 援等により、しまくとぅばを話せ

（文化振興課） る人が増加し、沖縄文化の継承に

寄与している。

県立博物館・美術館の入場 人 435,239 500,000 企画展や文化講座等の充実によ

者数（文化振興課） り年間入場者数50万人超が常態化

し、本県の特色ある文化資源に対

する県民の理解が深まっている。

活 動 指 標 単位 現状値 目標値

（H28） （H33）

県及び市町村の文化財保護審議会の開催回数 回 55 63

史跡等の整備件数 件 16 20

無形文化財伝承者養成・技術錬磨事業参加者数 人 1,409 1,400

文化庁等提供事業芸術鑑賞公演件数 件 72 73

しまくとぅば普及人材養成講座の開催地域数 地域 9 20

（文化振興課）

県立博物館･美術館における常設展・企画展・特別展の開催 回 15 15

件数（文化振興課）
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(1)文化財の保護と活用

県内各地に所在する有形・無形・民俗・記念物等の文化財の調査・指定・保存

整備を推進し、世界遺産「琉球王国のグスク及び関連遺産群」や無形文化遺産「組

踊」等をはじめとした貴重な文化遺産を保存・継承するとともに、その有効活用

を図る。

また、沖縄県の歴史・文化を理解するための拠り所となる、「歴代宝案」及び「新

沖縄県史」の編集・刊行を行う。

事 業 名 内 容

史跡等保存整備活用等の ・国・県指定の史跡・名勝の保存修理や整備、活用等の実

推進 施

・史跡指定地内の公有化を図り、適切な保護・管理の実施

・歴史の道の整備等の促進

有形、無形、民俗文化財、 ・県内に所在する各文化財の調査、指定の推進

天然記念物等の指定・保 ・国指定、県指定文化財等の適切な保存・管理及び整備

存・活用事業 ・文化財に関する情報提供や公開活用及び伝承者養成事業

の実施

戦災文化財の復元整備 ・円覚寺跡の保存修理の実施

（石積み、伽藍等の保存修理、三門等の復元）

基地内文化財発掘調査事 ・ＳＡＣＯ(沖縄に関する特別行動委員会)で返還が合意さ

業 れた米軍基地等に所在する埋蔵文化財の試掘調査及び範

囲確認調査等の実施

県立埋蔵文化財センター ・埋蔵文化財の適切な保存活用及び県民の埋蔵文化財保護

の体制の充実と事業の推 に対する意識の高揚

進 ・諸開発に伴う埋蔵文化財の発掘調査の実施と適切な保護

を図るための体制の充実

在外沖縄関連文化財調査 ・国外や県外に所在する沖縄関連文化財の所在や保存状況、

価値などの調査の実施、基礎資料作成

・文化財としての価値や現状のデータ収集による沖縄の美

術工芸の体系化

・中国、台湾、韓国ならびに県外での沖縄関連文化財調査

の推進

文化財保護思想普及事業 ・文化財保護週間及び保護思想の周知

・文化財図画作品募集事業の実施

・文化財情報収集・提供事業の実施

「琉球王国外交文書等の ・沖縄と東南アジア、中国との外交の歴史を示す第一級史

編集刊行及びデジタル化 料である歴代宝案の編集・刊行

事業」及び「史料編集事 ・先史から現代までの沖縄の歴史を「新･沖縄県史」として

業」 編集・刊行

（以上、担当部・課：教育庁 文化財課）
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(2)文化施設の活用と文化芸術活動の推進

埋蔵文化財センターを活用し、埋蔵文化財保護思想の普及啓発を図る。

組踊の県外普及公演や児童生徒の組踊鑑賞会等を推進するとともに、国立劇場

おきなわの活用を通して沖縄伝統芸能の保存振興を図る。

また、沖縄の自然や歴史、文化、美術等の発信拠点として県立博物館・美術館

の積極的な利活用を促進する。

さらに、学校における文化芸術活動への指導者派遣及び学校文化団体への支援

を行うなど、文化芸術の充実・発展に努める。

事 業 名 内 容

県立埋蔵文化財センター ・文化講座、体験学習等の普及及び啓発の推進及び出土品

の活用 の保管や活用等の充実

組踊等教育普及事業 ・組踊等沖縄伝統芸能の保存と継承、普及啓発に向けた鑑

賞機会の提供

①組踊特別鑑賞会(県外普及公演)

②児童生徒の組踊鑑賞会

文化振興事業 ・文化庁等提供事業による公演の実施

（合唱、演劇、バレエ、伝統芸能等）

・沖縄県子ども青少年芸術劇場の実施

・沖縄県青少年劇場小公演の実施

青少年文化活動事業 ・県高等学校文化連盟、県中学校文化連盟の支援

・各文化祭等への生徒派遣及び大会運営の支援

沖縄県高校生芸術文化国 ・諸外国の高校生との相互文化交流

際交流プログラム

（以上、担当部・課：教育庁 文化財課）

博物館･美術館運営事業 ・県立博物館･美術館において資料収集、資料保存管理、県

主催展示会の開催、調査研究等を実施

博物館･美術館指定管理事 ・県立博物館･美術館の管理運営及び教育普及活動につい

業 て、県民サービスの観点から指定管理者が実施

しまくとぅば普及継承事 ・しまくとぅばの普及継承を図るため、人材の養成、普及

業 ツールの作成、普及団体等への支援、県民大会の開催な

どを実施

（以上、担当部・課：文化観光スポーツ部 文化振興課）

沖縄県空手振興事業 ・沖縄空手を振興するため、沖縄空手振興ビジョンの策定、

空手関係イベントの開催及び国際大会の開催準備、沖縄空

手会館を拠点とした発信事業等の展開

（以上、担当部・課：文化観光スポーツ部 空手振興課）
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８ 新しい時代を展望した教育行政の充実

国で策定された「教育振興基本計画」や様々な教育改革を踏まえ、また本県が策定

する各種施策との整合性を図りながら「沖縄県教育振興基本計画」等の施策や計画を

推進し、教育行政の充実に努める。

成 果 指 標 単位 現状値 目標値 ５年後の姿

（H28） （H33） (H33)

沖縄県教育振興基本計画の事 ％ 99 100 計画が確実に実施され、教育目

業の実施率 標が達成されている。

活 動 指 標 単位 現状値 目標値

（H28） （H33）

教育委員と地域住民等との意見交換会の開催数 回 6 15

沖縄県教育振興基本計画の事業の目標値の達成率 ％ 35 100

（H27）

(1)教育施策推進体制の充実

本県が自立的発展をめざし、教育目標である「創造性・国際性に富む人材の育

成と生涯学習の振興」の実現を図るために、教育課題を明確にし、時代の進展に

対応できる諸施策を推進する。

事 業 名 内 容

沖縄県教育振興基本計画 ・沖縄県教育振興基本計画に基づく諸施策（事業）を推進

の推進 する。

（担当部・課：教育庁 総務課）

(2)教育委員会の充実

教育委員会制度の目的と精神を踏まえ、教育行政の充実を図るとともに、地域

や時代のニーズに対応した教育行政を推進する。

事 業 名 内 容

市町村教育委員会教育委 ・教育行政の当面する課題等について理解を深め、文教施

員・教育長研修会の開催 策を推進

教育委員と地域住民等と ・教育委員と地域住民、市町村教育委員、学校教職員との

の意見交換会の実施 意見交換会を実施

沖縄県教育委員会行財政 ・行財政改革に関する事項を調査検討し、教育委員会にお

改革推進会議の開催 ける行政改革を推進

（以上、担当部・課：教育庁 総務課）
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(3)教職員等の労働環境の改善・充実

教職員等がその能力を十分に発揮し、本県教育の振興に成果を挙げるため、教

職員等の健康の保持増進と快適な職場環境の形成を推進する他、教職員住宅の住

環境の改善に取り組む。

事 業 名 内 容

こころの健康づくり支援 メンタルヘルスに関する専門家等による相談対応や支援

事業 等を推進し、また、セルフケアに加えてラインケア等の各

種研修会を実施する。

労働安全衛生管理体制の 労働安全衛生法に基づく産業医と衛生管理者の選任や衛

整備 生委員会の設置等、職場における労働安全衛生管理体制の

整備を推進する。精神疾患の未然防止を目的に、ストレス

チェックを実施する。

教職員住宅耐震等対策事業 教職員住宅整備計画に基づき、教職員住宅の長寿命化を

図るため、耐震補強工事等を実施する他、不具合箇所の修

繕等を行う。

（以上、担当部・課：教育庁 学校人事課）
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９ 健康な体をつくり県民が輝くスポーツの振興

県民が生涯にわたり主体的にスポーツに親しむことのできる生涯スポーツ社会を実

現することが重要である。

さらに、本県選手が全国大会や国際大会等で活躍する姿は県民に夢と希望を与え、

社会全体の活力となるとともに、青少年の健全育成に大きく寄与するものである。

本県スポーツの振興を図る上で、誰でも気軽に利用できる場としての社会体育施設

の整備･充実を図る必要がある。

成 果 指 標 単位 現状値 目標値 ５年後の姿

（H28） （H33） (H33)

成人の週１回以上のスポーツ ％ 42.2 65 スポーツ実施率の向上に向けた

実施率 環境整備が促進されている

国民体育大会男女総合順位 順位 44 34 競技力の向上を図り安定的に

男女総合順位30位台を確保する

年間利用者数 万人 74 77 年間利用者数の増加に向けた

施設の整備・充実が図られている

活 動 指 標 単位 現状値 目標値

（H28） （H33）

総合型地域スポーツクラブ数 クラブ 63 70

スポ－ツ･レクリエーション祭の開催種目数 種目 38 42

スポ－ツ･レクリエーション祭参加者数 人 9,582 10,000

国民体育大会派遣人数 人 315 370

施設数 施設 8 10

自主事業数 教室 27 30

(1)県民一人一人が参加する生涯スポーツの推進

地域住民が主体的に取り組むスポーツ活動を推進することにより、スポーツを

気軽に親しむことのできる環境を整備・拡充し、スポーツ人口の拡大を図る。

事 業 名 内 容

スポーツ・レクリエーシ ・県民一人一人が自分自身にあったスポーツ･レクリエーシ

ョンイベントの開催 ョン活動を日常生活に定着させる

生涯スポーツ社会づくりの ・県民の多様化･高度化するスポーツニーズに応じたスポー

推進 ツ指導者の資質向上

・指導者の養成･確保、活用に至るまでの一貫した指導体制

や派遣システムの構築
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事 業 名 内 容

生涯スポーツ団体の育成 ・スポーツ推進委員相互の連携及び資質の向上

強化 （沖縄県スポーツ推進委員協議会、沖縄県レクリエーシ

ョン協会等）

（以上、担当部・課：文化観光スポーツ部 スポーツ振興課）

(2)県民に夢と希望を与える競技スポーツの推進

国民体育大会をはじめとする全国大会や国際競技大会において活躍できる本県

トップアスリートの育成・強化を積極的に推進し、県民に夢と希望を与えること

のできる競技スポーツの振興を図る。

また、2020年東京オリンピック・パラリンピック競技大会に多くの県出身選

手が出場できるよう、国際大会等で活躍できる県内トップアスリートへの支援な

ど、競技力向上等の取組を推進する。

事 業 名 内 容

競技力向上対策事業 ・沖縄県体育協会と連携し、各競技団体の充実・強化を図

るとともに、全国及び国際的に活躍できるトップアスリ

ートを組織的・計画的に育成し、競技力向上を図る

国民体育大会九州ブロッ ・平成32年度国民体育大会第40回九州ブロック大会の円滑

ク大会開催事業 な開催・運営

2020東京オリンピック・パ ・2020年東京オリンピック・パラリンピック競技大会に多

ラリンピック選手輩出事 くの県出身選手が出場できるよう、県内トップアスリー

業 トへの支援を行う

（以上、担当部・課：文化観光スポーツ部 スポーツ振興課）

(3)社会体育施設の整備・充実

社会体育施設は多くの県民の健康と体力の保持増進に貢献している。また、各

種スポーツイベントを誘致・開催することは、スポーツ振興にも直結するもので

あり、全国規模の大会や県民参加型のイベントも開催できる社会体育施設の整備

・充実を図る。

事 業 名 内 容

体育施設整備事業 ・県が所有する社会体育施設の備品・設備等の整備

・沖縄県総合運動公園内にある自転車競技場に係る管理運

営

社会体育施設管理運営事 ・奥武山総合運動場に係る管理運営。管理は指定管理者が

業 行う。管理施設は、奥武山公園内にある施設、南城市に

あるライフル射撃場、糸満球技場がある
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事 業 名 内 容

ボート管理運営事業 ・県が所有する漕艇庫に係る管理運営、またそれら施設に

係る整備

国民体育大会九州ブロッ ・平成32年度国民体育大会第40回九州ブロック大会開催に

ク大会開催事業 向けた施設整備

（以上、担当部・課：文化観光スポーツ部 スポーツ振興課）
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１０ 私立学校教育の振興

学校教育における私立学校の果たす役割の重要性を踏まえ、学校経営の健全化と教

育環境及び教育内容等の充実を促すため、私学助成その他の支援を行い、私立学校教

育の振興を図る。

成 果 指 標 単位 現状値 目標値 ５年後の姿

（H28） （H33） (H33)

私立学校の定員充足率 ％ 81.4 81.9 私立学校は、整備された教育環境の

（幼・小・中・高） もと、特色ある教育を実践しており、

県の人材育成に大きく貢献している。

活 動 指 標 単位 現状値 目標値

（H28） （H33）

特色ある教育活動の実施事業のべ件数（幼・小・中・高） 件 196 168

私立学校施設の耐震化率（幼・小・中・高） ％ 70.9 74.0

(1)私学助成その他の支援

私立学校における教育条件の維持・向上と保護者負担の軽減を図るため、運営

費等の助成を行う。

また、私立学校が行う特色ある教育活動や子育て支援事業、特別支援教育等に

係る経費を助成し、社会のニーズを踏まえた教育の提供を促進する。

さらに、安全で快適な学習環境の確保など、教育基盤の整備を促進するため、

私立学校の老朽化施設の改築等に対する助成を行う。

あわせて、私立高等学校等の授業料等に対する助成を行い、就学機会の確保及

び就学上の負担軽減に努める。

事 業 名 内 容

私立学校等教育振興費 ・私立学校（幼稚園・小学校・中学校・高等学校）の運営

費に対する助成

・日本私立学校振興・共済事業団の行う私立学校等教職員

の共済事業掛金に対する助成

・私立学校等教職員の退職金掛金に対する助成

・実践的かつ専門的な職業教育を行う専修学校専門課程及

び大学入学資格が付与される専修学校高等課程の運営費

に対する助成

・私立学校が行う特色ある教育に対する助成

・私立幼稚園が行う預かり保育等、子育て支援事業に対す

る助成

・私立幼稚園が行う特別支援教育に対する助成

・私立高等学校等が行う授業料軽減措置に対する助成

・高校中途退学者が再び高校で学び直す場合の授業料に対

する助成
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事 業 名 内 容

私立学校等教育振興費 ・私立高等学校等に在籍する高校生等がいる低所得世帯へ

の授業料以外の教育費に対する助成

（以上、担当部・課：総務部 総務私学課・子ども生活福祉部 子育て支援課）

事 業 名 内 容

私立学校施設改築促進事 ・私立学校の老朽化施設の改築等に対する助成

業

高等学校等就学支援金事 ・私立高等学校等に在籍する高校生等の授業料に対する助

業 成

私立小中学校就学支援金 ・私立小中学校に在籍する小中学生の授業料に対する助成

事業

（以上、担当部・課：総務部 総務私学課）
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11 社会の信頼に応える学士課程教育の推進（県立大学）

県立看護大学において、豊かな人間性と高い専門性をもった看護職を育成する学士

課程として、人間としての成長を助け、専門職としての能力を生涯にわたって培って

いける能力を獲得するよう学士課程教育の充実を図る。

県立芸術大学において、学士課程教育は、組織体制と学生相互の信頼に基づいた、

芸術的修練の「場」と時間の共有によって実現する。沖縄固有の風土によって培われ

た個性的な芸術文化の継承と創造の問題意識を抱え、急激な社会情勢の変化の中、そ

の研究実績を広く県民に公表し、本県の芸術文化の教育拠点としての責務に応える必

要がある。

成 果 指 標 単位 現状値 目標値 ５年後の姿

（H28） （H33） (H33)

卒業者数 人 82 80 入学者が標準年数（４年）で卒

業する。

標準年数卒業率 ％ 95 97 成績不振による留年をなくし、

休学や退学の学生の比率が現状を

上回らない。

国家資格取得状況 人 受験者全員が看護師国家資格を

看護師 81 80 取得する。

保健師 80 80

助産師 8 10

（以上、県立看護大学）

卒業者数 人 104 105 入学定員確保

教職資格取得者数 人 52 60 希望する学生の資格取得

学芸員資格取得者数 人 17 25 希望する学生の資格取得

（以上、県立芸術大学）

活 動 指 標 単位 現状値 目標値

（H28） （H33）

大学説明会・オープンキャンパス のべ参加者数 人 493 500

教育研究に関するＦＤ研修会等のべ参加者数 人 182 210

（以上、県立看護大学）

オープンキャンパス参加者数 人 217 250

卒業修了制作作品展観覧者数 人 3,432 3,500

卒業演奏会入場者数 人 450 450

（以上、県立芸術大学）
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(1)教育内容の充実

県立看護大学においては、学生に対して質の高い教育を行い、地域社会に貢献

し、国内はもとより国際的に活躍できる優れた人材を育成する。また、生涯学習

能力と応用力を有した学士を育成する。

県立芸術大学においては、美術工芸又は音楽分野における基本的な知識を体系

的に理解し、かつその知識体系の意味を歴史、文化、社会、自然と関連づけて理

解できるよう教育を行う。その上で、専門及び教養教育における授業内外での学

修活動全体を通じて、コミュニケーション能力、論理的思考力、問題解決力など

の汎用的基礎能力を養い、卒業後も社会的責任を認識し自律して学習できる態度

を身につけ、これらを総合的に活用し創造的な思考力をもって自らの課題を探求

し解決できる能力を持った人材を育成する。

事 業 名 内 容

学士教育課程の充実 ・入学選抜方法の評価を実施し、入学方針に沿った学生を

得るための選抜方法を開発する。

・主体的学習を促すための教育方法を開発する。

・シラバスの充実と活用を促進し、計画的自主的な学習環

境を整備する。

・図書室、学習室、教材等の充実を図るとともに、実習環

境を整備する。

・厳正な成績評価を行うための授業の到達目標と評価基準

の明確化

教職員の協働連携 ・大学の教育理念、教育目標の共通理解の下で、関連授業

科目を展開するよう、新学期ガイダンスや教員連絡会議

等を持つ。

・オムニバス科目や小グループ担当科目の担当教員会議を

持ち、共通認識を図る。

学生支援の充実 ・学生の生活指導及び福利厚生を充実する。

・学生の主体性を育てる学習支援の仕組みを確立する。

・学生の主体的な課外活動を支援する。

・学生の進路選択を支援する。

・離島実習を支援する。

・学生生活状況を継続的に把握し、学生指導に生かす。

（以上、県立看護大学）

学士課程教育の充実 ・初年次基礎教育と専門基礎教育が関連した授業を実施す

る。

・ＦＤ、ＳＤ活動の組織的取組を推進し、教育の質の向上

を図る。

・シラバスを検証し、教育目標と成果の効果的な指導環境

を整備する。
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事 業 名 内 容

全学教育科目の見直しと ・キャリア教育の充実、アートマネージメント科目創設等、

新設科目の充実 時代のニーズにあった全学教育科目を開設する。

芸術系大学における人材 ・学生の展覧会・演奏会での活躍、卒業生の動向等、組織

育成の社会的指標の検討 的情報収集及び広報の充実を図る。

・芸術文化の振興に関する貢献事例を収集・検討する。

（以上、県立芸術大学）

(2)教育実施体制の充実

県立看護大学においては、学士課程で身に付ける学習成果の達成を目指し、大

学教育の質の向上・保証を推進するために、教員の資質向上、多元的な大学評価

の確立や適正な教職員の配置など教育実施体制の充実を図る。

県立芸術大学においては、学士課程教育の質の向上に資するためには、教育課

程の体系化、組織的な教育の実施、授業計画の充実、厳格な成績評価、教員の教

育指導能力、及び研究能力の向上等の諸課題を改革できるよう、学長のリーダー

シップの下、全学的な教学マネジメントの確立を促進する。また、充実した指導

体制を確保し、社会ニーズに適したカリキュラムを編成し、その成果を社会に還

元できるよう、地域社会や企業等の多様な学外ステークホルダーと連携する。

事 業 名 内 容

教育の質を高めるための ・教育研究能力を高めるためのＦＤを継続的に実施する。

教員等の資質向上 ・教員と実践現場職員との人事交流の仕組みを構築する。

・教育補助者の指導能力を高めるための研修や機会教育を

行う。

・国内外の教育研究者との学術交流を促進する。

教育実施体制の充実 ・教育目標を設定し、質の高い教育を実施するための適正

な教員配置に努める。

・臨地実習施設との協働による組織的な実習指導体制を確

立し、機能させる。

教育の質改善のためのシ ・外部評価委員会の助言を教育の質の改善に生かす。

ステムの充実 ・教員活動評価を教育改善や教員活動の活性化に生かす。

・学生による授業評価方法の見直しと教育改善に生かす仕

組みを構築する。

・教育活動や学生の学習成果を評価する仕組みを構築する。

（以上、県立看護大学）

教育実施体制の充実 ・学科再編及び適正な人事配置を含めた教員組織を検討す

る。

地域貢献・産官学連携事 ・地域と連携した教育事業、商品開発等を推進する。

業の充実 ・企業と連携した授業内容の活性化を図る。

（以上、県立芸術大学）
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1２ 大学院教育の強化（県立大学）

県立看護大学としては、時代の動向や要請に的確に応えるとともに、国際的に通用

する高度で専門的な知識・能力を備えた、看護実践、看護教育、看護管理、看護研究

において卓越した人材を養成するため、大学院教育の内容の充実を図る。さらに高度

な学術研究を基盤とした教育を展開し、創造性豊かな優れた研究・開発能力と高度な

専門的知識・能力を持つ人材を養成するため、教育体制の充実を図る。

県立芸術大学としては、芸術文化に対する深い理解と感性を持つ人材を育成するた

めに、専門領域の教育の強化とともに、基礎的素養を涵養する教育の充実を推進し、

さらに国際交流の推進を通して、芸術的創造及び芸術研究の分野で世界的に活躍しう

る高度に専門的な人材を育成する。

成 果 指 標 単位 現状値 目標値 ５年後の姿

（H28） （H33） (H33)

博士前期課程修了者数 人 8 6 社会人入学生の場合は背景を考

慮し、長期履修学生制度の活用等

により、修了生が輩出できる。

博士後期課程修了者数 人 2 2 社会人入学生の背景を考慮しな

がら、適切な在学期間で修了生を

輩出できる。

博士前期課程入学定員充足率 ％ 117 100 定員充足率が100％を下回らない｡

博士後期課程入学定員充足率 ％ 100 100 定員充足率が100％を下回らない｡

（以上、県立看護大学）

修士課程修了者数 人 39 35 修士課程修了者を現状維持とする。

博士課程修了者数 人 1 5 博士課程修了者が増加する｡

姉妹校締結校数 校 10 13 締結校の拡大により、国際交流

を促進する。

（以上、県立芸術大学）

活 動 指 標 単位 現状値 目標値

（H28） （H33）

学内及び学外での大学院募集説明会の開催数 回 2 5

（離島・過疎地域含む）

在学生に対する学習支援に関する意見交換会とア 回 1 2

ンケート調査の回数(前学期1回、後学期1回)

複数指導体制による検討会の開催数 回 6 8

(計画書と結果の内容）

（以上、県立看護大学）
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活 動 指 標 単位 現状値 目標値

（H28） （H33）

外国人留学生受入数 人 16 13

留学生派遣人数 人 2 3

単位互換校数 校 10 5

（以上、県立芸術大学）

(1)教育内容の充実

県立看護大学においては、時代の動向や要請に的確に応えるとともに、国際的

に通用する高度で専門的な知識・能力を備えた人材を養成するため、大学院教育

の内容の充実を図る。

県立芸術大学においては、芸術文化に対する深い理解と感性をもつ人材を育成

するために、専門領域の教育の強化とともに、基礎的素養を涵養する教育の充実

を推進し、さらに、国際交流の推進を通して、芸術創造及び芸術研究の分野で世

界的に活躍しうる高度に専門的な人材を育成するため、大学院教育内容の充実を

図る。

事 業 名 内 容

入学者の受入れの充実 ・豊かな看護経験を有し、将来、看護並びに保健・医療・

福祉等の領域で指導者として活躍できる人材を 受け入

れる。

・入学応募者の増加を図るために、入学準備教育指導体制

の導入と受験資格を与えるための学力認定試験の方法を

検討する。

教育内容の充実 ・博士前期課程は、高度な看護実践能力を習得した専門看

護師の養成や各種教育プログラムの開発を目指す。

・博士後期課程は、研究課題を追究できる高度な研究能

力の育成のため、国内外の学術学会への参加、研究者と

の交流を強化し、専門的な研究能力の向上を目指す。

・学生間のピアレビューや複数指導体制による多角的な視

点で学生の研究能力の向上を図る。

・学生の能力向上のためのコースワークの充実を図る。

厳正な成績評価 ・科目の成績評価及び学位授与を公正な基準の下で実施し、

適切な修業年限での学位授与率を向上する。

・教育目標に応じた客観的で公正な審査体制を充実する。

学生支援の充実 ・有職学生及び遠隔居住学生の支援体制を充実する。

・適切なＲＡ
注４
、ＴＡ

注５
の活用、活性化を推進する。

・学期末毎に学生の進捗状況や満足度などの意見を集約し、

学習支援体制の改善に向けた取組を行う。

（以上、県立看護大学）
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事 業 名 内 容

修士課程教育の充実 ・専門分野の教育と、基礎となる素養を涵養する教育とを

体系的に配置したカリキュラムを新たに構築する。

・研究計画書に基づいた教育の推進と成果の事後検証に取

り組む。

国際交流の推進 ・姉妹校をアジア、欧米各地に広げ、協定締結校の拡大を

図る。

・学生･教員の国際交流を促進する。

（以上、県立芸術大学）

(2)教育実施体制の充実

県立看護大学においては、高度な学術研究を基盤とした教育を展開し、創造性

豊かな優れた研究・開発能力と高度な専門的知識・能力を持つ人材を養成するた

め、教育指導体制の充実を図る。

県立芸術大学においては、大学院教育において高度に専門的な教育を推進する

ため、最先端の教育が可能な教育実施体制の充実を図る。

事 業 名 内 容

教育実施体制の整備 ・複数指導体制の充実を図り、学位授与率100％を目指す。

・学外からの教育・研究領域に卓越した教育者を確保する。

教育環境の整備 ・学術雑誌、図書を充実する。

・遠隔教育システムの質の改善、電子図書館機能の活性化

及び情報アクセス環境の充実を図る。

・長期履修制度の活用など社会人学生が学びやすい教育環

境、体制を構築する。

教育の質の改善のための ・内外の大学等におけるＦＤ研修への参加を推進する。

システム整備 ・研究指導能力の向上と指導方法の改善を目指した学生の

評価を取り入れる評価システムの整備を図る。

（以上、県立看護大学）

教育実施体制の整備 ・各専攻における入学定員の見直しを行う。

・共同交流授業の開発推進

・単位互換等、共同活動の推進

（以上、県立芸術大学）

注４ ＲＡ（リサーチアシスタント）大学院の学生が、研究プロジェクト等の研究補助業務を行う

注５ ＴＡ（テーチングアシスタント）大学院の学生が授業等の補助を行う
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1３ 大学の教育研究の推進と基盤の強化（県立大学）

県立看護大学は、離島や過疎地域における健康問題や看護実践上の課題に取り組む

看護学の新たな分野を開拓する。この役割を担うセンター機能を有する大学として、

実践現場の看護職者や学内外の研究者との学際的な共同研究を推進する。このため、

教員は自律的に教育研究能力を開発し、大学は教員の能力開発プログラムや遠隔教育

システムの充実を推進・強化する。

県立芸術大学の果たす役割は、建学の理念に基づいた美術、工芸、音楽、芸能の芸

術分野における有為な人材を育成することである。そのなかで本学の特色となってい

る沖縄の伝統芸術の継承と新たな芸術の創造及び時代の要請に対応できる人材の養成

は重要である。また、質の高い研究、教育理論に基づく教育研究システムを確立し、

本県の芸術文化の振興を図るとともに、芸術文化の国際交流を一層充実する必要があ

る。このため、個々の教員の専門性の研究をさらに深化させ、県立芸術大学の役割の

実践化、目標達成にむけての教育研究の推進と基盤を整備、強化する。

成 果 指 標 単位 現状値 目標値 ５年後の姿

（H28） （H33） (H33)

実践現場の看護職者や学内外 件 22 23 教員個々の研究と全学的な研究

の研究者との共同研究数 の相乗作用で、研究活動が活発と

なる。

島しょ看護に関連する論文数 件 11 20 島しょ環境における看護実践の

根拠となるデータ・情報・知識が

蓄積される。

科学研究費等の外部研究費獲 件 8 20 教員個々の研究能力が向上し、

得数 質の高い教育研究が行われる。

（以上、県立看護大学）

プロジェクト等の共同研究数 件 4 6 教員相互の共同研究、部外研究

者との共同研究が活性化している。

科学研究費の外部資金の獲得 件 5 12 教員の専門研究の深化が図られ

数 ている。

地域団体との共同研究数 件 3 5 地域の芸術振興への貢献が図ら

れている。

（以上、県立芸術大学）

活 動 指 標 単位 現状値 目標値

（H28） （H33）

学会での研究発表数 件 42 45

学術雑誌等への投稿論文数 件 33 40

科学研究費等の外部研究費獲得のための申請数 件 20 23

（以上、県立看護大学）
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活 動 指 標 単位 現状値 目標値

（H28） （H33）

教員の研究論文発表件数 件 37 22

実技系教員の作品発表、演奏会数 件 90 23

科学研究費獲得のための申請数 件 7 15

（以上、県立芸術大学）

(1)教育研究の充実

県立看護大学では、専門分野・領域を超えて大学の共通目標に向かう学際的研

究や看護実践現場との共同研究を推進することで、離島や過疎地域を含む島しょ

県沖縄の健康問題や看護実践上の課題に取り組む教育研究を充実する。

県立芸術大学では、教員の専門性の研究をさらに深化させるため質の高い研究、

教育システムを確立し、地域に貢献する役割、さらに国際的に活躍できる人材を

輩出するための教育研究の推進を図る。

事 業 名 内 容

島しょ看護に関する共同 ・島しょ看護実践者のキャリア支援を推進する。

研究の推進 ・県内外の離島・過疎地域における看護実践を対象とした

共同研究を推進する。

国際プロジェクト研究の ・東南アジア、環太平洋地域などをフィールドとして、研

推進 究者間の交流事業を推進し、国際プロジェクト研究を創

出する。

（以上、県立看護大学）

教員の研究活動の推進 ・教育研究費の有効活用、配分の見直しを図る。

・プロジェクト研究、外部資金獲得の組織的な取組を推進

する。

芸術力を国際的水準に高 ・姉妹校の拡大並びに学術交流を促進する。

める ・国内外の研究者との共同研究を推進する。

地域の芸術教育の振興 ・地域の芸術分野の団体、指導者との交流、共同研究を推

進する。

（以上、県立芸術大学）

(2)教育研究施設・設備の整備の推進

県立看護大学では、ＩＣＴ環境を含む教育研究環境の整備・拡充を推進し、教

員個々の研究能力の開発や向上を組織的に支援する。

県立芸術大学では、首里当蔵、首里金城、首里崎山の分離キャンパスの連携を

密にし、教育研究内容の充実を図るとともに国内外との交流、情報発信を促進さ

せるための施設、設備の整備を推進する。
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事 業 名 内 容

島しょ県沖縄ＩＣＴ環境 ・遠隔地の大学院生、看護実践者に対する教育研究指導の

の整備 拡充にむけて、ＩＣＴ環境を整備する。

大学教員の研究リテラシー ・研究方法論、データ解析ツール、ＩＣＴの活用法等の研

能力の開発 究リテラシーに関する能力を高める。

図書館機能の電子化の推 ・離島、過疎地域からのアクセスを高めるために、文献情

進 報等の電子化、オンライン検索等の機能充実を推進する。

（以上、県立看護大学）

ＩＣＴ環境の整備 ・芸術文化活動、教育情報のリアルタイムの情報発信のた

め、ホームページの充実化を図る。

・学生サービスの維持向上のため、オンラインシステム化

を図る。

施設の整備拡充 ・県外、県内遠隔地の学生及び留学生のための学生寮の整

備を図る。

附属図書・芸術資料館の ・専任の司書及び学芸員の配置を図る。

機能拡充

（以上、県立芸術大学）
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1４ 大学による社会貢献の推進（県立大学）

島しょ県にある県内唯一の単科看護大学として、すべての県民が質の高い看護サー

ビスを受ける権利を保障するために貢献する。そのためには、大学の教育・研究機能

を地域で活用できるよう具体的プログラムを提示し発信する。特に、特殊な課題のあ

る離島・過疎地域において人材養成・人材確保システム構築に努める。また、附属図

書館の機能を強化し、看護関連書籍の充実を図る。

沖縄芸術文化の教育研究で蓄積された資産を広く県民に還元することが芸術大学の

責務である。そのためには、これまで行ってきた地域貢献事業をより充実展開させる

とともに、新たな取組も視野に入れた組織的な活動を推進する。

成 果 指 標 単位 現状値 目標値 ５年後の姿

（H28） （H33） (H33)

離島・過疎地域看護研修の実 人 0 50 研修が安定的に実施され、離島

施 へき地においても質の高い看護サ

ービスを提供できる。

公開講座、出前講座（地域等 回 25 30 公開講座・出前講座内容の充実

からの要請含む）の開催数 が図られ、県民に還元している。

公開講座の参加者数 人 50 100 県民が看護に関する知識を有し、

関心を持つようになる。

学内見学ツアーの参加者数 人 33 50 県民が看護に関する知識を有し、

関心を持つようになる。

（以上、県立看護大学）

「公開講座」の開催数 件 34 44 講座内容の充実が図られ、研究

成果を県民に還元している。

展示会開催数 件 30 35 教員、学生による作品展の拡大

（芸術資料館） 及び充実が図られている。

（以上、県立芸術大学）

活 動 指 標 単位 現状値 目標値

（H28） （H33）

離島・過疎地域看護研修会開催数 回 0 3

公開講座実施数 回 1 3

学内見学ツアーの開催数 回 2 3

（以上、県立看護大学）
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活 動 指 標 単位 現状値 目標値

（H28） （H33）

公開講座参加者数 人 1,820 1,900

展示会観覧者数（芸術資料館） 人 6,064 13,000

演奏会入場者数 人 5,000 4,500

図書館利用者数 人 20,397 21,500

（以上、県立芸術大学）

(1)地域振興に貢献する取組の充実

県立看護大学では、離島や過疎地域であっても看護サービスが充実し、健やかで

安心できる暮らしが確保できるように、質の高い看護の提供できる看護職者の養成

及び人材確保ネットワークの構築を促進する。また、住み慣れた地域でどのような

健康状態でも安心して暮らしていけるよう、地域包括ケアシステムを構築するのに

不可欠な地域づくりを支援する。

事 業 名 内 容

離島・過疎地域看護研修の ・離島やへき地を多く抱えた沖縄県の看護職者が、離島・へ

実施 き地の看護活動に必要な専門的知識・技術を学び、そこで

暮らす人々に質の高い看護サービスが提供できるよう段階

別に研修会を開催する。

看護職人材養成・人材確保 ・実習先の研究活動支援や処遇困難事例の検討、実習指導力

ネットワークの構築 向上研修を行う。

・看護職の生涯学習モチベーションの持続支援を行う。

・看護職の継続教育の支援を行う。

・同窓会の組織力向上の支援及び情報交流システムの開発を

行う。

・地域の人的資源を看護教育に生かすための活動を推進する。

・出張公開講座を開講する。

・「看護リーダーネットワーク会議」や「看護大学をよくする

会議」を開催し、人材養成・人材確保の課題を検討する。

地域包括ケアシステム構築 ・地域の人的資源を地域包括ケアシステムの構築に活かすた

の支援 めの支援を行う。

地域推薦入試の実施 ・実効性のある地域推薦入試を検討・実施して、保健師確保

困難な町村を支援する。

（以上、県立看護大学）

公開講座・文化講座の充実 ・アートマネージメント講座の拡充を図る。

・社会人向け沖縄文化講座の単位化を検討する。

・移動大学の充実を図り、地域の振興とともに、卒業生や大

学院生の活躍の場を検討する。
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事 業 名 内 容

地域貢献授業の充実 ・小･中･高等学校と連携した出前授業やレクチャーコンサー

トを開催する。

・カリキュラムを工夫し各専攻・コース単位で地域貢献を目

的とする授業を行う。

産官学連携プロジェクトの ・専攻単位で取り組む組織的なプロジェクトとして推進する。

推進

（以上、県立芸術大学）





【 資 料 編 】





【資料１】 沖縄県教育振興基本計画（後期計画）の成果指標一覧

１　潤いと生きがいのある生涯学習の実現

N0 関係課
現状値
H28

目標値
H33

５年後の姿
(H33)

1 生涯学習振興課 70 80
平成24年度60％から順次上昇しており、今後
も増加を見込み、組織の充実が図られてい
る。

2 生涯学習振興課 51 55
社会教育主事の設置が促進され、市町村の生
涯学習の推進が図られている。

3 生涯学習振興課 161,170 130,000
生涯学習に対する興味関心が高まり、生涯学
習の実践者が増加している。

4 生涯学習振興課 42,083 42,000
県民の生涯学習に対する興味関心が高まり、
その情報に対し、安定したアクセスがある。

２　自ら学ぶ意欲を育む学校教育の充実

N0 関係課
現状値
H28

目標値
H33

５年後の姿
(H33)

小 ＋1.1 小＋2.0

中 －5.7 中＋1.0

2 義務教育課 96.5
※H28.3卒

98.5
生徒の確かな学力が向上し、希望する進路の
実現ができている。

3 県立学校教育課 86.9
※H28.3卒

95.0

多様な生徒の実態に対応して魅力ある学校づ
くりを推進し、生徒の個性を最大限に伸長さ
せた結果、進路決定率が上昇し、沖縄を担う
人材が輩出している。

4 県立学校教育課 39.2
※H28.3卒

45.0
生徒の確かな学力が向上し、希望する進路の
実現ができている。

5 県立学校教育課 93.6 98.0 全国平均値に近づいている。

6 県立学校教育課 82.7 90.0
幼児児童生徒への教育的支援の充実が図られ
ている。

7 県立学校教育課 92.3
※H28.3卒

97.0
障害の種類や程度にかかわらず高等部卒業生
の進路決定率が充実している。

8 県立学校教育課 98.3 100 全日制高等学校で100％実施されている。

0.57 全国平均並

3.3 全国平均並

2.72
（H27）

全国平均並

19.4 35

36.5 40

38.3
（H27）

40

61.5 62.7
部活動が活性化・適正化し、競技力が向上し
ている。

45.7 46.6
部活動が活性化・適正化し、競技力が向上し
ている。

86.4 89.5
81.6 84.9
76.1 77.6

14 義務教育課 107 119 幼児教育の充実が図られている。

15 義務教育課 81.1 80 子育て支援が充実している。

16 施設課 87.5 100
安全で環境に配慮した教育基盤の整備によ
り、子どもたちの学習意欲や時代に対応した
学習環境が確保されている。

３　多様化、高度化する社会の変化に対応した教育の推進

N0 関係課
現状値
H28

目標値
H33

５年後の姿
(H33)

1 県立学校教育課 12 15
学校間交流が促進され、国際理解教育の推進
が図られている。

成 果 指 標 単位

姉妹校提携校数 校

公立小中学校施設校舎等耐震化率 ％

中
高

段階的に２年・３年保育の実施 園

預かり保育実施率 ％

13 毎日朝食を摂取する児童生徒の割合（小中高） 保健体育課
小

％
食に関する正しい知識を持ち、自ら判断し、
望ましい食生活を実践していく力を持った児
童生徒が増加している。

高 点 48.7 49.7

12 中・高等学校の運動部加入率 保健体育課
中

％
高

中 点 48.4 49.5
体育学習の充実のもと、運動の二極化傾向や
体力の低下傾向の歯止めがなされている。

高

11
児童生徒の体力・運動能力テストの
平均値
（全国平均を50とするＴ－スコア）

保健体育課

小 点 48.2 49.3

中
支援体制の充実のもと、不登校児童生徒数の
登校復帰が増加している。

高

10 登校復帰率
義務教育課
県立学校教育課

小

％

中 支援体制の充実のもと、不登校児童生徒数が
減少している。

就業体験実施率
（全日制・高等学校）

％

9
不登校出現率
（国公私立）

義務教育課
県立学校教育課

小

％

特別支援教育に関する教員研修の受講 ％

特別支援学校高等部卒業生の進路決定率 ％

就職内定率（高等学校） ％

大学等進学率 ％

中

高等学校等進学率 ％

進路決定率（高校） ％

「確かな学力」の定着により、全国水準を維
持している。

情報プラザへのアクセス数 件

成 果 指 標 単位

1

全国学力・学習状況調査における
教科に関する調査
（小学校：国語と算数、中学校：国語と数学）
の全国平均正答率との差

義務教育課
小 ポ

イ
ン
ト

市町村における生涯学習推進体制組織の設置率 ％

市町村における社会教育主事設置率 ％

県・市町村の講座の修了者数 人

成 果 指 標 単位

- 1 -



３　多様化、高度化する社会の変化に対応した教育の推進

N0 関係課 H28
目標値
H33

５年後の姿
(H33)

義務教育課
8

(H27)
1

県立学校教育課
23

(H27)
1

3 教育支援課 84.7 100
全ての教員が 授業でＩＣＴを活用すること
ができる。

4 教育支援課 84.9 100
全ての教員が 校務でＩＣＴを活用すること
ができる。

5 県立学校教育課 17.7
※H28.3卒

20
沖縄大学院大学や理系大学への進学者数が全
進学者数の２０％に達している。

４　教育の機会均等を図るための子どもの貧困対策の推進

N0 関係課
現状値
H28

目標値
H33

５年後の姿
(H33)

1 子育て支援課
10,115

（H26）
低減

放課後児童クラブの平均月額利用料が低減さ
れ、より幅広い世帯が利用しやすい環境と
なっている。

2 生涯学習振興課 4 10
核家族化や地域で相談する相手がいないな
ど、家庭教育や子育てに悩む保護者を、地域
全体で支援する体制づくりが進んでいる。

3 生涯学習振興課 33 41
全市町村に家庭教育支援アドバイザーが育成
され、保護者への学習機会の提供や家庭教育
を支援する環境が整っている。

0.57 全国平均並

3.30 全国平均並

2.72
（H27）

全国平均並

19.4 35.0
36.5 40.0

38.3
（H27）

40.0

小 ＋1.1 小＋2.0

中 －5.7 中＋1.0

7 県立学校教育課 93.6 98.0 全国平均値に近づいている。

8 義務教育課 96.5
※H28.3卒

98.5
生徒の確かな学力が向上し、希望する進路の
実現ができている。

9 福祉政策課
85.8

(H27)
92.8 全国平均並が実現できている。

10 義務教育課 2.5
※H28.3卒

全国平均並 全国平均並が実現できている。

11 県立学校教育課
1.8

(H27)
全国平均並 全国平均並が実現できている。

12 福祉政策課
3.0

(H27)
県平均並 県平均並が実現できている。

13 県立学校教育課 39.2
※H28.3卒

45.0
生徒の確かな学力が向上し、希望する進路の
実現ができている。

14 福祉政策課
33.8

(H27)
全国平均
を上回る

全国平均を上回る

15 県立学校教育課 13.1
※H28.3卒

全国平均並 全国平均並が実現できている。

16
青少年・子ど
も家庭課

1.95
（H27)

全国平均並 全国平均並が実現できている。

５　地域を大切にし、誇りに思う健全な青少年の育成

N0 関係課
現状値
H28

目標値
H33

５年後の姿
(H33)

1 生涯学習振興課 231,456 250,000
児童・生徒数は減少傾向となるものの、取組
の強化により参加者は増加している。

2 生涯学習振興課
95.3

(H27)
98.5

特別な場合を除き、県内全小・中・高等学校
で支援ボランティアが導入されている。

６　家庭・地域の教育機能の充実

N0 関係課
現状値
H28

目標値
H33

５年後の姿
(H33)

1 生涯学習振興課 26 37
学校図書館と公立図書館の連携により、全市
町村で推進計画が策定され、子どもの読書活
動への関心が一層高まっている。

2 生涯学習振興課 141 180
地域で社会教育を推進する人材が増え、研修
会への積極的参加がなされている。

子どもの読書活動推進計画の策定 市町村

社会教育指導者研修会への参加者数 人

県及び市町村の体験活動事業参加者数 人

学校支援ボランティア活動導入率
（小・中・高等学校）

％

成 果 指 標 単位

高校卒業後の進路未決定率 ％

若年無業者率（15～34歳人口に占める割合） ％

成 果 指 標 単位

生活保護世帯に属する子どもの高等学校等中退
率

％

大学等進学率 ％

生活保護世帯に属する子どもの大学等進学率 ％

中学校卒業後の進路未決定率 ％

高等学校中途退学率 ％

生活保護世帯に属する子どもの高等学校等進学
率

 ％ 

中

就職内定率（高等学校） ％

高等学校等進学率 ％

6

全国学力・学習状況調査における
教科に関する調査
（小学校：国語と算数、中学校：国語と数学）
の全国平均正答率との差

義務教育課
小

％
「確かな学力」の定着により、全国水準を維
持している。

中
5 登校復帰率

義務教育課
県立学校教育課

小

％
支援体制の充実のもと、不登校児童生徒数の
登校復帰が増加している。

高

高

中

家庭教育支援アドバイザー登録者の地域設置数 市町村

4 不登校出現率
義務教育課
県立学校教育課

小

％
支援体制の充実のもと、不登校児童生徒数が
減少している。

成 果 指 標 単位

放課後児童クラブ平均月額利用料  円

家庭教育支援コーディネーターの配置市町村数 市町村

沖縄県の大学進学者数に占める理系大学への進
学者数

％

生徒の英語力が向上し、英語検定合格率が全
国１位を維持している。

高

授業中にＩＣＴを活用して指導できる教員の割
合

％

校務にＩＣＴを活用することができる教員の割
合

％

成 果 指 標 単位

2
実用英語技能検定試験
合格率全国順位

中
順
位
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６　家庭・地域の教育機能の充実

N0 関係課
現状値
H28

目標値
H33

５年後の姿
(H33)

3 生涯学習振興課 262 300
学校や各団体等における人権教育指導者の資
質向上が図られ、人権を尊重する社会が実現
している。

4 生涯学習振興課 4 10
核家族化や地域で相談する相手がいないな
ど、家庭教育や子育てに悩む保護者を、地域
全体で支援する体制づくりが進んでいる。

5 生涯学習振興課 33 41
全市町村に家庭教育支援アドバイザーが育成
され、保護者への学習機会の提供や家庭教育
を支援する環境が整っている。

７　豊かな感性を育む文化の継承と発展

N0 関係課
現状値
H28

目標値
H33

５年後の姿
(H33)

1 文化財課 1,402 1,450

指定文化財の件数を増やすことにより、文化
財の保護に関する活動の充実や保護思想の普
及を図り、さらには学習機会が増加してい
る。

2 文化財課 3,877,000 3,900,000
史跡等の整備件数を増やすことにより、貴重
な史跡等を見たり、触れたりする機会が増加
している。

3 文化財課 226 271
沖縄県の歴史文化の源流を確認することがで
き、歴史教育の基礎資料の充実が図られる。

4 文化財課 9,382 13,000
芸術鑑賞の機会を提供することにより、文化
芸術への意識を高め、文化の創造に寄与して
いる。

5 文化振興課 54
88

(H34)

講座の開催や普及団体等への支援等により、
しまくとぅばを話せる人が増加し、沖縄文化
の継承に寄与している。

6 文化振興課 435,239 500,000
企画展や文化講座等の充実により年間入場者
数50万人超が常態化し、本県の特色ある文化
資源に対する県民の理解が深まっている。

８　新しい時代を展望した教育行政の充実

N0 関係課
現状値
H28

目標値
H33

５年後の姿
(H33)

1 総務課 99 100
計画が確実に実施され、教育目標が達成され
ている。

９　健康な体をつくり県民が輝くスポーツの振興（文化観光スポーツ部）

N0 関係課
現状値
H28

目標値
H33

５年後の姿
(H33)

1 スポーツ振興課 42.2 65
スポーツ実施率の向上に向けた環境整備が促
進されている

2 スポーツ振興課 44 34
競技力の向上を図り安定的に男女総合順位30
位台を確保する

3 スポーツ振興課 74 77
年間利用者数の増加に向けた施設の整備・充
実が図られている

10　私立学校教育の振興

N0 関係課
現状値
H28

目標値
H33

５年後の姿
(H33)

1
総務私学課
子育て支援課

81.4 81.9
私立学校は、整備された教育環境のもと、特
色ある教育を実践しており、県の人材育成に
大きく貢献している。

11　社会の信頼に応える学士課程教育の推進（県立看護大学）

N0 関係課
現状値
H28

目標値
H33

５年後の姿
(H33)

1 保健医療総務課 82 80 入学者が標準年数（4年）で卒業する。

2 保健医療総務課 95 97
成績不振による留年をなくし、休学や退学の
学生の比率が現状を上回らない。

81 80 受験者全員が看護師国家資格を取得する。

80 80 受験者全員が保健師国家資格を取得する。

8 10 受験者全員が助産師国家資格を取得する。

3
国家資格取得状況　　　　　　　　看護師

保健医療総務課 人　　　　　　　　　　　　　　　　保健師
　　　　　　　　　　　　　　　　助産師

成 果 指 標 単位

卒業者数 人

標準年数卒業率 ％

年間利用者数の増加 万人

成 果 指 標 単位

私立学校の定員充足率（幼・小・中・高） ％

成 果 指 標 単位

成人の週１回以上のスポーツ実施率 ％

国民体育大会男女総合順位 順位

成 果 指 標 単位

沖縄県教育振興基本計画の事業の実施 ％

県立博物館・美術館の入場者数
（文化振興課）

人

文化庁等提供事業芸術鑑賞児童生徒数 人

しまくとぅばを挨拶程度以上、話せる人の割合
（文化振興課）

％

史料編集事業刊行物（累計） 冊

史跡等への訪問者数 人

成 果 指 標 単位

指定文化財の件数（累計） 件

家庭教育支援アドバイザー登録者の地域設置数 市町村

人権教育指導者研修会への参加者数 人

家庭教育支援コーディネーターの配置市町村数 市町村

成 果 指 標 単位
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11　社会の信頼に応える学士課程教育の推進（県立芸術大学）

N0 関係課
現状値
H28

目標値
H33

５年後の姿
(H33)

4 文化振興課 104 105 入学定員確保

5 文化振興課 52 60 希望する学生の資格取得

6 文化振興課 17 25 希望する学生の資格取得

12　大学院教育の強化（県立看護大学）

N0 関係課
現状値
H28

目標値
H33

５年後の姿
(H33)

1 保健医療総務課 8 6
社会人入学生の場合は背景を考慮し、長期履
修学生制度の活用等により、修了生が輩出で
きる。

2 保健医療総務課 2 2
社会人入学生の背景を考慮しながら、適切な
在学期間で修了生を輩出できる。

3 保健医療総務課 117 100 定員充足率が100％を下回らない｡

4 保健医療総務課 100 100 定員充足率が100％を下回らない｡

12　大学院教育の強化（県立芸術大学）

N0 関係課
現状値
H28

目標値
H33

５年後の姿
(H33)

5 文化振興課 39 35 修士課程修了者を現状維持とする。

6 文化振興課 1 5 博士課程修了者が増加する｡

7 文化振興課 10 13 締結校の拡大により、国際交流を促進する。

13　大学の教育研究の推進と基盤の強化（県立看護大学）

N0 関係課
現状値
H28

目標値
H33

５年後の姿
(H33)

1 保健医療総務課 22 23
教員個々の研究と全学的な研究の相乗作用
で、研究活動が活発となる。

2 保健医療総務課 11 20
島しょ環境における看護実践の根拠となる
データ・情報・知識が蓄積される。

3 保健医療総務課 8 20
教員個々の研究能力が向上し、質の高い教育
研究が行われる。

13　大学の教育研究の推進と基盤の強化（県立芸術大学）

N0 関係課
現状値
H28

目標値
H33

５年後の姿
(H33)

4 文化振興課 4 6
教員相互の共同研究、部外研究者との共同研
究が活性化している。

5 文化振興課 5 12 教員の専門研究の深化が図られている。

6 文化振興課 3 5 地域の芸術振興への貢献が図られている。

14　大学による社会貢献の推進（県立看護大学）

N0 関係課
現状値
H28

目標値
H33

５年後の姿
(H33)

1 保健医療総務課 0 50
研修が安定的に実施され、離島へき地におい
ても質の高い看護サービスを提供できる。

2 保健医療総務課 25 30
公開講座・出前講座内容の充実が図られ、県
民に還元している。

3 保健医療総務課 50 100
県民が看護に関する知識を有し、関心を持つ
ようになる。

4 保健医療総務課 33 50
県民が看護に関する知識を有し、関心を持つ
ようになる。

14　大学による社会貢献の推進（県立芸術大学）

N0 関係課
現状値
H28

目標値
H33

５年後の姿
(H33)

5 文化振興課 34 44
講座内容の充実が図られ、研究成果を県民に
還元している。

6 文化振興課 30 35
教員、学生による作品展の拡大及び充実が図
られている。

「公開講座」の開催数 件

展示会開催数（芸術資料館） 件

公開講座の参加者数 人

学内見学ツアーの参加者数 人

成 果 指 標 単位

成 果 指 標 単位

離島・過疎地域看護研修の実施 人

公開講座、出前講座（地域等からの要請含む）
の開催数

回

プロジェクト等の共同研究数 件

科学研究費の外部資金の獲得数 件

地域団体との共同研究数 件

島しょ看護に関連する論文数 件

科学研究費等の外部研究費　獲得数 件

成 果 指 標 単位

姉妹校締結校数 校

成 果 指 標 単位

実践現場の看護職者や学内外の研究者との共同
研究数

件

成 果 指 標 単位

修士課程修了者数 人

博士課程修了者数 人

博士後期課程修了者数 人

博士前期課程定員充足率 ％

博士後期課程定員充足率 ％

学芸員資格取得者数 人

成 果 指 標 単位

博士前期課程修了者数 人

成 果 指 標 単位

卒業者数 人

教職資格取得者数 人

- 4 -



【資料２】 沖縄県教育振興基本計画（後期計画）の活動指標一覧

１　潤いと生きがいのある生涯学習の実現

N0 関係課
現状値

H28
目標値

H33

1 生涯学習振興課 2 5

2 生涯学習振興課 2 3

3 生涯学習振興課 20 20

4 生涯学習振興課 36 30

5 生涯学習振興課 1,243 1,300

6 生涯学習振興課 24,282 25,000

7 生涯学習振興課 185 185

２　自ら学ぶ意欲を育む学校教育の充実

N0 関係課
現状値

H28
目標値

H33
67.8 75
61.1 70
51.9 60

2 県立学校教育課 1,485 3,285

3 県立学校教育課 100 100

4 県立学校教育課 3 5

5
義務教育課
県立学校教育課

小：183
中：146
高：  51

小：全 266校
中：全 148校
高：全   60校

6 義務教育課 20 24

7 県立学校教育課 13 15

8 県立学校教育課 97.6 100

9 県立学校教育課 99.7 100

10 県立学校教育課 86.3 100

11 県立学校教育課 86.8 100

12 県立学校教育課 26 28

13 県立学校教育課 267 300

14 県立学校教育課 100 100

15 県立学校教育課 100 100

16 県立学校教育課 50 50

17 保健体育課 87 100

18 保健体育課 140 170

19 保健体育課 108 150

20 保健体育課 579 580

21 保健体育課 256 275

22 保健体育課 99 100

23 義務教育課 17 41

24 県立学校教育課 5 5

25 県立学校教育課 131 167

26 施設課
62,000
（H27）

56,000

生涯学習審議会の開催数 回

活　動 指 標 単位

おきなわ県民カレッジ連携講座数 件

生涯学習情報の登録数 件

情報提供機関数 件

県生涯学習推進本部の開催数 回

社会教育主事講習受講者数(沖縄会場) 人

おきなわ県民カレッジ主催講座数 講座

進学力グレードアップ推進事業（生徒派遣人数） 累計（人）

教育課程研修会の実施 ％

学力向上プロジェクト開発モデル校の指定 校

活動指標 単位

1 沖縄県学力到達度調査の平均正答率（小学校） 義務教育課
小３

％小５
中２

特別支援教育に関する校内委員会の設置 ％

特別支援教育コーディネーターの指名 ％

「個別の教育支援計画」の作成 ％

スクールカウンセラー学校配置数（小･中･高） 校

スクールソーシャルワーカー配置人数（小・中） 人

教育相談・就学支援員配置校（高） 校

校内医療的ケア実施委員会の実施 ％

校内医療的ケア緊急時シミュレーションの実施 ％

就職支援員配置数 人

「個別の指導計画」の作成 ％

特別支援学校高等部卒業生一般就労 ％

就学支援・相談担当者地方研究協議会の参加者数 人

高校生の交通問題を自ら考える実践交流会への参加者数 人

防犯教室講習会への参加者数 人

小中学校における食に関する指導の全体計画及び年間指導計画作成率 ％

「体力つくり・体育指導改善講習会」の参加者数 人

「学校体育水泳実技指導者講習会」の参加者数 人

運動部活動指導者研修会への参加者数 人

公立小中学校危険改築事業面積 ㎡

「幼児教育政策プログラム」策定市町村 数

キャリア教育コーディネーター配置校数 校

魅力ある学校づくり推進事業研究指定校 累計
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３　多様化、高度化する社会の変化に対応した教育の推進

N0 関係課
現状値

H28
目標値

H33

1 県立学校教育課 12 25

2 県立学校教育課 49 49

3 県立学校教育課 40 40

4 県立学校教育課 94 100

5 県立学校教育課 6 6

6 県立学校教育課 50 50

7 県立学校教育課 25 25

8 県立学校教育課 20 20

9 文化財課 80 74

10 県立学校教育課 25 25

11 県立学校教育課 ５地区１ ６地区１

12 教育支援課 5.3 3.6

13 教育支援課 80.4 100

14 教育支援課 92 100

15 教育支援課 110.5 116.1

16 教育支援課 74.9 100

17 県立学校教育課 1 1

18 県立学校教育課 1 1

４　教育の機会均等を図るための子どもの貧困対策の推進

N0 関係課
現状値

H28
目標値

H33

1
義務教育課
県立学校教育課

小：183
中：146
高： 51

小：全 266校
中：全 148校
高：全   60校

2 義務教育課 20 24

毎年度の進級時に就学援助制度の書類を配布
している市町村の割合

教育支援課
51.2

(H26)
100

入学時に学校で就学援助の書類を配布してい
る市町村の割合

教育支援課
39.0

(H26)
100

4 教育支援課 25 150

5 教育支援課
20

（H27）
0

6 子ども未来政策課 33 41

7 子ども未来政策課 90 90

8 子ども未来政策課 60 60

9 県立学校教育課 1,485 3,285

10 県立学校教育課 50 50

11 生涯学習振興課 212,000 250,000

12 生涯学習振興課 49 35

13 生涯学習振興課 21 20

14 生涯学習振興課 683 600

15 生涯学習振興課 1,363 2,000

16 生涯学習振興課 376 450

活動指標 単位

沖縄県高校生海外雄飛プロジェクトの受入数 人

外国青年招致事業の招致人数（県立学校） 人

専門高校生国外研修事業の派遣者数 人

国際性に富む人材育成留学事業の派遣者数 人

沖縄県教員海外派遣者数 人

アメリカ高等教育体験研修の派遣者数 人

沖縄県高校生海外雄飛プログラムの派遣者数 人

英語担当者研修会実施回数 回

教育用コンピュータ１台当たりの児童生徒数 人

海外サイエンス体験短期研修の派遣者数 人

中国教育交流研修の派遣者数 人

沖縄県高校生芸術文化国際交流プログラムの派遣者数 人

校務支援システム導入済みの学校の割合 ％

沖縄科学グランプリの実施 回

電子黒板のある学校の割合 ％

普通教室の校内LAN整備率 ％

教員一人一台の校務用コンピュータ整備率 ％

3 就学援助制度に関する周知状況
％

％

科学フォーラム・先端科学研究機関等生徒派遣 回

活動指標 単位

県外進学大学生支援事業（給付型奨学金）による支援人数 人

就学援助を申請しなかった理由として「就学援助を知らなかった」とする貧困世帯の
割合（小学5年生保護者）

％

地域等における子どもの学習支援（無料塾等） 市町村

スクールカウンセラー学校配置数（小･中･高） 校

スクールソーシャルワーカー配置人数（小・中） 人

就職支援員配置数 人

学校支援のための地域ボランティア参加人数 人

支援対象者高校合格率 ％

支援対象者大学等合格率 ％

進学力グレードアップ推進事業（生徒派遣人数） 累計（人）

青少年教育施設職員等の研修会参加者数 人

家庭教育支援アドバイザー数 人

家庭教育支援者研修会への参加市町村数 市町村

家庭教育支援者研修会の参加者数 人

親子電話相談件数 件
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５　地域を大切にし、誇りに思う健全な青少年の育成

N0 関係課
現状値

H28
目標値

H33

1 生涯学習振興課 2 5

2 生涯学習振興課 27 41

3 生涯学習振興課 435,943 500,000

4 生涯学習振興課 212,000 250,000

5 生涯学習振興課 32,376 67,000

6 子育て支援課 138 188

６　家庭・地域の教育機能の充実

N0 関係課
現状値

H28
目標値

H33

1 生涯学習振興課 245 500

2 生涯学習振興課 49 35

3 生涯学習振興課 1,895 1,950

4 生涯学習振興課 533 700

5 生涯学習振興課 21 20

6 生涯学習振興課 683 600

7 生涯学習振興課 1,363 2,000

8 生涯学習振興課 376 450

７　豊かな感性を育む文化の継承と発展

N0 関係課
現状値

H28
目標値

H33

1 文化財課 55 63

2 文化財課 15 20

3 文化財課 1,409 1,400

4 文化財課 72 73

5 文化振興課 9 20

6 文化振興課 15 15

８　新しい時代を展望した教育行政の充実

N0 関係課
現状値

H28
目標値

H33

1 教育庁総務課 6 15

2 教育庁総務課
35

（H27）
100

９　健康な体をつくり県民が輝くスポーツの振興（文化観光スポーツ部）

N0 関係課
現状値

H28
目標値

H33

1 スポーツ振興課 63 70

2 スポーツ振興課 38 42

3 スポーツ振興課 9,582 10,000

4 スポーツ振興課 315 370

5 スポーツ振興課 8 10

6 スポーツ振興課 27 30

活動指標 単位

ESD活動を実践するユネスコスクール加盟校 校

放課後子ども教室に参加した大人の延べ数 人

公的施設等放課後児童クラブ設置数 箇所

活動指標 単位

「おきなわ地域教育の日」の年間計画への設定市町村数 市町村

御万人すりてぃＣＧＧ運動の支援 人

学校支援のための地域ボランティア参加人数 人

沖縄県公民館研究大会への参加者数 人

家庭教育支援者研修会への参加市町村数 市町村

家庭教育支援者研修会の参加者数 人

子どもの読書活動推進フォーラムへの参加者数 人

青少年教育施設職員等の研修会参加者数 人

視聴覚教材の保有数 本

県及び市町村の文化財保護審議会の開催回数 回

史跡等の整備件数 件

無形文化財伝承者養成・技術錬磨事業参加者数 人

親子電話相談件数 件

家庭教育支援アドバイザー数 人

活動指標 単位

文化庁等提供事業芸術鑑賞公演件数 件

教育委員と地域住民等との意見交換会の開催数 回

沖縄県教育振興基本計画の事業の目標値の達成率 ％

活動指標 単位

しまくとぅば普及人材養成講座の開催地域数（文化振興課） 地域

県立博物館･美術館における常設展・企画展・特別展の開催件数（文化振興課） 回

活動指標 単位

国民体育大会派遣人数 人

施設数の増加 施設

自主事業数の増加 教室

総合型地域スポーツクラブ クラブ

スポ－ツ･レクリエーション祭の開催種目数 種目

スポ－ツ･レクリエーション祭参加者数 人
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１０　私立学校教育の振興 （総務部）

N0 関係課
現状値

H28
目標値

H33

1 総務私学課 196 168

2 総務私学課 70.9 74.0

１１　社会の信頼に応える学士課程教育の推進（県立看護大学）

N0 関係課
現状値

H28
目標値

H33

1 保健医療総務課　 493 500

2 保健医療総務課　 182 210

１１　社会の信頼に応える学士課程教育の推進（県立芸術大学）

N0 関係課
現状値

H28
目標値

H33

3 文化振興課 217 250

4 文化振興課 3,432 3,500

5 文化振興課 450 450

１２　大学院教育の強化（県立看護大学）

N0 関係課
現状値

H28
目標値

H33

1 保健医療総務課　 2 5

2 保健医療総務課　 1 2

3 保健医療総務課　 6 8

１２　大学院教育の強化（県立芸術大学）

N0 関係課
現状値

H28
目標値

H33

4 文化振興課 16 13

5 文化振興課 2 3

6 文化振興課 10 5

１３　大学の教育研究の推進と基盤の強化（県立看護大学）

N0 関係課
現状値

H28
目標値

H33

1 保健医療総務課　 42 45

2 保健医療総務課　 33 40

3 保健医療総務課　 20 23

１３　大学の教育研究の推進と基盤の強化（県立芸術大学）

N0 関係課
現状値

H28
目標値

H33

4 文化振興課 37 30

5 文化振興課 90 130

6 文化振興課 7 15

１４　大学による社会貢献の推進（県立大学）

N0 関係課
現状値

H28
目標値

H33

1 保健医療総務課　 0 3

2 保健医療総務課　 1 3

3 保健医療総務課　 2 3

活動指標 単位

大学説明会・オープンキャンパス のべ参加者数 人

教育研究に関するＦＤ研修会等のべ参加者数 人

活動指標 単位

特色ある教育活動の実施事業のべ件数（幼・小・中・高） 件

私立学校施設の耐震化率（幼・小・中・高） ％

卒業演奏会入場者数 人

活動指標 単位

学内及び学外での大学院募集説明会の開催数（離島・過疎地域含む） 回

活動指標 単位

オープンキャンパス参加者数 人

卒業修了制作作品展観覧者数 人

外国人留学生受入数 人

留学生派遣人数 人

単位互換校数 校

在学生に対する学習支援に関する意見交換会とアンケート調査の回数
(前学期1回、後学期1回)

回

複数指導体制による検討会の開催数(計画書と結果の内容） 回

活動指標 単位

科学研究費等の外部研究費獲得のための申請数 件

活動指標 単位

教員の研究論文発表件数 件

活動指標 単位

学会での研究発表数 件

学術雑誌等への投稿論文数 件

離島・過疎地域看護研修会開催数 回

公開講座実施数 回

学内見学ツアーの開催数 回

実技系教員の作品発表、演奏会数 件

科学研究費獲得のための申請数 件

活動指標 単位
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１４　大学による社会貢献の推進（県立大学）

N0 関係課
現状値

H28
目標値

H33

4 文化振興課 1,820 1,900

5 文化振興課 6,064 13,000

6 文化振興課 5,000 4,500

7 文化振興課 20,397 21,500

演奏会入場者数 人

図書館利用者数 人

活動指標 単位

公開講座参加者数 人

展示会観覧者数（芸術資料館） 人
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【資料３】　沖縄県教育振興基本計画（後期計画）　施策別事業一覧

　１　潤いと生きがいのある生涯学習の実現

(１) 生涯学習推進体制の充実

No 担当課

1 生涯学習推進体制の整備 生涯学習振興課

2 生涯学習指導者等養成事業 生涯学習振興課

(２) 県民の学習ニーズに応える学習機会の充実

No 担当課

1 おきなわ県民カレッジ 生涯学習振興課

2 沖縄県生涯学習情報提供システム（生涯学習情報プラザ） 生涯学習振興課

3 遠隔講義配信システム 生涯学習振興課

　２　自ら学ぶ意欲を育む学校教育の充実

(１) 心の教育の充実

No 担当課

1 ボランティア教育及び豊かな体験活動の推進
再掲：施策４
（２）No1 義務教育課

2
ボランティア教育及び豊かな体験活動の推進
（子どもの居場所づくり推進事業）

再掲：施策４
（２）No2 義務教育課

3 平和教育の推進
県立学校教育課
義務教育課

4 人権教育及び啓発運動の推進
県立学校教育課
義務教育課

5
スクールカウンセラー等配置事業
（子どもの居場所づくり推進事業）

再掲：施策４
（２）No3

義務教育課
県立学校教育課

6 小・中学生いきいき支援事業
再掲：施策４
（２）No4 義務教育課

7 教育相談・就学支援員配置事業
再掲：施策４
（２）No5 県立学校教育課

8 幼児教育の改善・充実
再掲：施策４
（２）No6 義務教育課

(２) 確かな学力の確立

No 担当課

1 地区別ブロック型研究会推進事業
再掲：施策４
（１）No1 義務教育課

2 授業改善推進教師配置事業
再掲：施策４
（１）No2 義務教育課

3 学力向上推進室訪問
再掲：施策４
（１）No3 義務教育課

4 県研究指定校等推進事業
再掲：施策４
（１）No4 義務教育課

5 学力向上学校支援事業
再掲：施策４
（１）No5 義務教育課

6 沖縄県学力到達度調査事業 義務教育課

事業名

事業名

事業名

事業名
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(２) 確かな学力の確立

No 担当課

7 司書教諭・学校司書等研修会 義務教育課

8 進路指導充実事業※平成28年度～
再掲：施策４
（１）No6 県立学校教育課

9 進学力グレードアップ推進事業
再掲：施策４
（１）No7 県立学校教育課

10 教育課程の改善充実事業 県立学校教育課

11 学力向上プロジェクト開発モデル事業
再掲：施策４
（１）No8 県立学校教育課

(３) 健やかな心と体を育む教育の推進

No 担当課

1 体力つくり推進事業 保健体育課

2 研究指定校等推進事業 保健体育課

3 武道・ダンス指導推進事業 保健体育課

4 生き生き運動部活動推進事業 保健体育課

5 学校体育団体補助事業 保健体育課

6 平成31年度全国高等学校総合体育大会南部九州大会開催推進事業 保健体育課

7 全国中学校体育大会九州ブロック大会開催推進事業 保健体育課

8 保健教育及び保健管理推進事業 保健体育課

9 学校保健指導事業 保健体育課

10 学校保健中央研修事業 保健体育課

11 学校保健総合支援事業 保健体育課

12 性教育推進事業 保健体育課

13 薬物乱用防止教育推進事業 保健体育課

14 環境衛生管理事業 保健体育課

15 交通安全指導事業 保健体育課

16 学校安全指導者養成講習会 保健体育課

17 防犯教室講習会（幼児児童生徒の安全確保に係る取組） 保健体育課

18 学校安全体制整備事業 保健体育課

19 沖縄県健康教育研究大会 保健体育課

20 九州地区健康教育研究大会 保健体育課

(４) 食育の推進

No 担当課

1 学校給食指導事業 保健体育課

2 栄養教諭等研修事業 保健体育課

3 衛生管理推進事業 保健体育課

事業名

事業名

事業名
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(４) 食育の推進

No 担当課

4 中央研修事業 保健体育課

5 学校給食研究指定事業 保健体育課

(５) 特別支援教育の充実

No 担当課

1 インクルーシブ教育システム整備事業 県立学校教育課

2 高等学校特別支援教育支援員配置事業 県立学校教育課

3 障害児職業自立推進 県立学校教育課

4 交流及び共同学習の充実 県立学校教育課

5 特別支援教育指導資料集作成 県立学校教育課

6 就学指導の充実 県立学校教育課

7 特別支援学校における医療的ケア体制整備事業 県立学校教育課

(６) 幼児教育の充実

No 担当課

1 幼稚園教育課程充実事業 義務教育課

2 研究指定園委託事業 義務教育課

3 幼稚園教育理解推進事業 義務教育課

4 沖縄型幼児教育推進事業 義務教育課

(７) 個性を大切にする教育の推進

No 担当課

1 地区別ブロック型研究会推進事業 義務教育課

2 授業改善推進教師配置事業 義務教育課

3 県学力到達度調査事業 義務教育課

4 学力向上学校支援事業 義務教育課

5 沖縄県へき地教育研究大会 義務教育課

6 インターンシップ推進事業
再掲：施策４
（１）No9 県立学校教育課

7 産業教育活性化事業（沖縄県産業教育フェア） 県立学校教育課

8 キャリア教育支援事業
再掲：施策４
（１）No10 県立学校教育課

9 沖縄県産業教育支援事業 県立学校教育課

10 就職活動キックオフ事業
再掲：施策４
（１）No11 県立学校教育課

11 就職指導支援事業
再掲：施策４
（１）No12 県立学校教育課

事業名

事業名

事業名

事業名
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(８) 魅力ある学校づくりの推進

No 担当課

1 教職員研修事業 県立学校教育課

2 教職員海外派遣事業 県立学校教育課

3 特色ある学校づくり推進事業 県立学校教育課

4 学校評議員充実事業 県立学校教育課

5 県立学校編成整備計画の推進 教育庁総務課

6 公立小・中学校施設整備事業 施設課

7 県立学校施設整備事業 施設課

　３　多様化、高度化する社会の変化に対応した教育の推進

(１) 国際社会に対応した教育の推進

No 担当課

1 沖縄県高校生海外雄飛プロジェクト 県立学校教育課

2 語学指導を行う外国青年招致事業 県立学校教育課

3 外国人外国語指導助手事業 県立学校教育課

4 国際性に富む人材育成留学事業 県立学校教育課

5 グローバル・リーダー育成海外短期研修事業 県立学校教育課

6 沖縄県教員海外派遣事業 県立学校教育課

7 英語立県沖縄推進戦略事業 県立学校教育課

(２) 情報社会に対応した教育の推進

No 担当課

1 教育用コンピュータの整備事業 教育支援課

2 県立学校インターネット推進事業 教育支援課

3 教職員研修（ＩＴ教育研修）事業
県立学校教育課
教育支援課

4 教員用パソコン一人一台の整備 教育支援課

5 教育情報ネットワーク拠点整備事業
県立学校教育課
教育支援課
義務教育課

6 校務支援システムの整備事業
県立学校教育課
教育支援課
義務教育課

(３) 科学技術の進展に対応した教育推進

No 担当課

1 沖縄科学技術向上事業 県立学校教育課

2 科学の甲子園ジュニア沖縄県予選 義務教育課

事業名

事業名

事業名

事業名
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　４　教育の機会均等を図るための子どもの貧困対策の推進

No 担当課

1 地区別ブロック型研究会推進事業
再掲：施策２
（２）No1 義務教育課

2 授業改善推進教師配置事業
再掲：施策２
（２）No2 義務教育課

3 学力向上推進室訪問
再掲：施策２
（２）No3 義務教育課

4 県研究指定校等推進事業
再掲：施策２
（２）No4 県立学校教育課

5 学力向上学校支援事業
再掲：施策２
（２）No5 義務教育課

6 進路指導充実事業※平成28年度～
再掲：施策２
（２）No8 県立学校教育課

7 進学力グレードアップ推進事業
再掲：施策２
（２）No9 県立学校教育課

8 学力向上プロジェクト開発モデル事業
再掲：施策２
（２）No11 県立学校教育課

9 インターンシップ推進事業
再掲：施策２
（７）No6 県立学校教育課

10 キャリア教育支援 推進事業
再掲：施策２
（７）No8 県立学校教育課

11 就職活動キックオフ事業
再掲：施策２
（７）No10 県立学校教育課

12 就職指導支援事業
再掲：施策２
（７）No11 県立学校教育課

No 担当課

1 ボランティア教育及び豊かな体験活動の推進
再掲：施策２
（１）No1 義務教育課

2
ボランティア教育及び豊かな体験活動の推進
（子どもの居場所づくり推進事業）

再掲：施策２
（１）No2 義務教育課

3
スクールカウンセラー等配置事業
（子どもの居場所づくり推進事業）

再掲：施策２
（１）No5

義務教育課
県立学校教育課

4 小・中学生いきいき支援事業
再掲：施策２
（１）No6 義務教育課

5 教育相談・就学支援員配置事業
再掲：施策２
（１）No7 県立学校教育課

6 幼児教育の改善・充実
再掲：施策２
（１）No8 義務教育課

7 放課後児童健全育成事業（放課後児童クラブ）
再掲：施策５
（2）No3 子育て支援課

(３)経済的支援〔子ども・子育て・総私・福政〕

No 担当課

1 特別支援教育就学奨励事業
再掲：
貧困対策計画 教育支援課

2 生活困窮者自立支援事業（子どもの健全育成事業）
再掲：
貧困対策計画 福祉政策課

3 子育て総合支援モデル事業
再掲：
貧困対策計画 子ども未来政策課

4 高等学校等就学支援金支出事業(高等学校学び直し支援金)
再掲：
貧困対策計画

教育支援課
総務私学課

5 県外進学大学生支援事業
再掲：
貧困対策計画 教育支援課

6 高等学校等奨学事業
再掲：
貧困対策計画 教育支援課

7 地域子ども・若者社会適応促進事業
再掲：
貧困対策計画 青少年・子ども家庭課

8 子ども・若者総合相談センター事業
再掲：
貧困対策計画 青少年・子ども家庭課

(２) 学校を窓口とした福祉関連機関との連携〔子ども・子育て・学振・義務・県立〕

事業名

事業名

(１)学校教育による自己肯定感を育む支援と学力の保障〔子ども・義務・県立〕

事業名
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(３)経済的支援〔子ども・子育て・総私・福政〕

No 担当課

9 地域子ども・若者支援活動補助事業
再掲：
貧困対策計画 子ども未来政策課

10 高等学校等就学支援金支出事業
再掲：
貧困対策計画

教育支援課
総務私学課

11 高等学校等奨学のための給付金事業
再掲：
貧困対策計画

教育支援課
総務私学課

12 子どもの貧困推進基金事業
再掲：
貧困対策計画 子ども未来政策課

　５　地域を大切にし、誇りに思う健全な青少年の育成

(１) 健やかな青少年を育む地域活動・体験活動の充実

No 担当課

1 次代を担う青少年育成推進事業 生涯学習振興課

2 「おきなわ地域教育の日」の広報・啓発 生涯学習振興課

No 担当課

1 生涯学習振興課

2 御万人すりてぃクリーン・グリーン・グレイシャス（ＣＧＧ）運動 生涯学習振興課

3 放課後児童健全育成事業（放課後児童クラブ）
再掲：施策４
（２）No7 子育て支援課

　６　家庭･地域の教育機能の充実

No 担当課

1 県立図書館の充実事業 生涯学習振興課

2 子どもの読書活動推進事業 生涯学習振興課

3 離島読書活動支援事業 生涯学習振興課

4 青少年教育施設職員等の研修 生涯学習振興課

5 社会教育指導者等研修事業 生涯学習振興課

6 視聴覚ライブラリー整備充実事業 生涯学習振興課

(２) 時代のニーズに応える社会教育活動の充実

No 担当課

1 沖縄県社会教育研究大会等の開催 生涯学習振興課

2 公民館研究大会等の開催 生涯学習振興課

3 人権教育促進事業 生涯学習振興課

事業名

地域学校協働活動推進事業(学校支援活動・放課後子ども教室推進事業)

(１) ニーズに応えた活動を支える社会教育基盤の整備･充実

事業名

事業名

事業名

事業名

(２) ユイマールの心でつなぐ学校･家庭･地域社会の相互の連携及び協力
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(３) 心の触れあいのある家庭教育機能の充実

No 担当課

1 家庭教育支援者研修会 生涯学習振興課

2 家庭教育支援事業 生涯学習振興課

3 親子電話相談事業 生涯学習振興課

4 家庭教育力促進「やーなれー」事業 生涯学習振興課

　７　豊かな感性を育む文化の継承と発展

(１) 文化財の保護と活用

No 担当課

1 史跡等保存整備活用等の推進 文化財課

2 有形、無形、民俗文化財、天然記念物等の指定・保存・活用事業 文化財課

3 戦災文化財の復元整備 文化財課

4 基地内文化財発掘調査事業 文化財課

5 県立埋蔵文化財センターの体制の充実と事業の推進 文化財課

6 在外沖縄関連文化財調査 文化財課

7 文化財保護思想普及事業 文化財課

8 文化財課

(２) 文化施設の活用と文化芸術活動の推進

No 担当課

1 県立埋蔵文化財センターの活用 文化財課

2 組踊等教育普及啓発事業 文化財課

3 文化振興事業 文化財課

4 青少年文化活動事業 文化財課

5 沖縄県高校生芸術文化国際交流 文化財課

6 博物館･美術館運営事業 文化振興課

7 博物館･美術館指定管理事業 文化振興課

8 しまくとぅば普及継承事業 文化振興課

9 沖縄県空手振興事業 空手振興課

　８　新しい時代を展望した教育行政の充実

(１) 教育施策推進体制の充実

No 担当課

1 沖縄県教育振興基本計画の推進 教育庁総務課

事業名

「琉球王国外交文書等の編集刊行及びデジタル化事業」及び「史料編集事業」

事業名

事業名

事業名
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(２) 教育委員会の充実

No 担当課

1 市町村教育委員会教育委員・教育長研修会の開催 教育庁総務課

2 教育委員と地域住民等との意見交換会の実施 教育庁総務課

3 沖縄県教育委員会行財政改革推進会議の開催 教育庁総務課

(３) 教職員等の労働環境の改善・充実

No 担当課

1 こころの健康づくり支援事業
学校人事課
（公立学校共済）

2 労働安全衛生管理体制の整備 学校人事課

3 教職員住宅耐震等対策事業 学校人事課

　９　健康な体をつくり県民が輝くスポーツの振興

(１) 県民一人一人が輝く生涯スポーツの推進

No 担当課

1 スポーツ・レクリエーションイベントの開催 スポーツ振興課

2 生涯スポーツ社会づくりの推進 スポーツ振興課

3 生涯スポーツ団体の育成強化 スポーツ振興課

(２) 県民に夢と希望を与える競技スポーツの推進

No 担当課

1 競技力向上対策事業 スポーツ振興課

2 国民体育大会九州ブロック大会開催事業 スポーツ振興課

3 2020東京オリンピック・パラリンピック選手輩出事業 スポーツ振興課

(３) 社会体育施設の整備･充実

No 担当課

1 体育施設整備事業 スポーツ振興課

2 社会体育施設管理運営事業 スポーツ振興課

3 ボート管理運営事業 スポーツ振興課

4 国民体育大会九州ブロック大会開催事業 スポーツ振興課

　１０　私立学校教育の振興

(１) 私学助成その他の支援

No 担当課

1 私立学校等教育振興費 総務私学課

事業名

事業名

事業名

事業名

事業名

事業名
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　１０　私立学校教育の振興

(１) 私学助成その他の支援

No 担当課

2 私立学校施設改築促進事業 総務私学課

3 高等学校等就学支援金事業 総務私学課

4 私立小中学校就学支援金事業 総務私学課

　１１　社会の信頼に応える学士課程教育の推進（県立大学）

(１) 教育内容の充実　　県立看護大学

No 担当課

1 学士課程教育の充実 保健医療総務課

2 教職員の協働連携 保健医療総務課

3 学生支援の充実 保健医療総務課

(１) 教育内容の充実　　県立芸術大学

No 担当課

1 学士課程教育の充実 文化振興課

2 全学教育科目の見直しと新設科目の充実 文化振興課

3 芸術系大学における人材育成の社会的指標の検討 文化振興課

(２) 教育実施体制の充実　　県立看護大学

No 担当課

1 教育の質を高めるための教員等の資質向上 保健医療総務課

2 教育実施体制の充実 保健医療総務課

3 教育の質改善のためのシステムの充実 保健医療総務課

(２) 教育実施体制の充実　　県立芸術大学

No 担当課

1 教育実施体制の充実 文化振興課

2 地域貢献・産官学連携事業の充実 文化振興課

　１２　大学院教育の強化（県立大学）

(１) 教育内容の充実　　県立看護大学

No 担当課

1 入学者の受入れの充実 保健医療総務課

2 教育内容の充実 保健医療総務課

事業名

事業名

事業名

事業名

事業名

事業名
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(１) 教育内容の充実　　県立看護大学

No 担当課

3 厳正な成績評価 保健医療総務課

4 学生支援の充実 保健医療総務課

(１) 教育内容の充実　　県立芸術大学

No 担当課

1 修士課程教育の充実 文化振興課

2 国際交流の推進 文化振興課

(２) 教育実施体制の充実　　県立看護大学

No 担当課

1 教育実施体制の整備 保健医療総務課

2 教育環境の整備 保健医療総務課

3 教育の質の改善のためのシステム整備 保健医療総務課

(２) 教育実施体制の充実　　県立芸術大学

No 担当課

1 教育実施体制の整備 文化振興課

　１３　大学の教育研究の推進と基盤の強化（県立大学）

(１) 教育研究の充実　　県立看護大学

No 担当課

1 島しょ看護に関する共同研究の推進 保健医療総務課

2 国際プロジェクト研究の推進 保健医療総務課

(１) 教育研究の充実　　県立芸術大学

No 担当課

1 教員の研究活動の推進 文化振興課

2 芸術力を国際的水準に高める 文化振興課

3 地域の芸術教育の振興 文化振興課

　１３　大学の教育研究の推進と基盤の強化（県立大学）

(２) 教育研究施設・設備の整備の推進　　県立看護大学

No 担当課

1 島しょ県沖縄ＩＣＴ環境の整備 保健医療総務課

事業名

事業名

事業名

事業名

事業名

事業名

事業名
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(２) 教育研究施設・設備の整備の推進　　県立看護大学

No 担当課

2 大学教員の研究リテラシー能力の開発 保健医療総務課

3 図書館機能の電子化の推進 保健医療総務課

(２) 教育研究施設・設備の整備の推進　　県立芸術大学

No 担当課

1 ＩＣＴ環境の整備 文化振興課

2 施設の整備拡充 文化振興課

3 附属図書・芸術資料館の機能拡充 文化振興課

　１４　大学による社会貢献の推進（県立大学）

(１) 地域振興に貢献する取組の充実　　県立看護大学

No 担当課

1 離島・過疎地域看護研修事業の実施 保健医療総務課

2 看護職人材養成・人材確保ネットワークの構築 保健医療総務課

3 地域包括ケアシステム構築の支援 保健医療総務課

4 地域推薦入試の実施 保健医療総務課

(１) 地域振興に貢献する取組の充実　　県立芸術大学

No 担当課

1 公開講座・文化講座の充実 文化振興課

2 地域貢献授業の充実 文化振興課

3 産官学連携プロジェクトの推進 文化振興課

事業名

事業名

事業名

事業名
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【用語解説】

［あ］

預かり保育 P.12,55,63,93

保護者の希望に応じて、４時間を標準とする幼稚園

の教育時間の前後や土曜日・日曜日、長期休業期間

中に、幼稚園において行う教育・保育活動。平成12

年施行の幼稚園教育要領において初めて実施。

アドミッション・ポリシー P.39

大学の教育理念や教育内容等を踏まえ、どのように

入学者を受け入れるかを定める基本的な方針のこと。

［い］

慰霊の日 P.56

恒久平和を希求するとともに戦没者のみ 霊を慰め
たま

る日。沖縄県の条例により６月23日を「慰霊の日」

と定めている。毎年、沖縄全戦没者追悼式などの取

組が行われる。

インターンシップ P.64,75

学生が在学中に、企業等において自らの専攻や興味

のある分野に関連した就業体 験を行うこと。

［う］

御万人すりてぃＣＧＧ運動 P.80,81

「地域の子は地域で守り育てる」との共通認識のも

と、地域住民が参加する「クリーン活動」及び「御

万人のふれあい活動」のこと。4月～3月の１年を通

した啓発期間と、12月を運動月間として第３日曜日

を一斉行動日とする。地域の絆づくりや地域の教育

力の向上を図ることが目的。

［え］

英語立県沖縄推進戦略事業プロジェクト P.15

海外留学・研修等を充実させ、英語力及び国際性を

身に付けたグローバルに活躍できる人材の育成のこ

と。

栄養教諭 P.9,10,62

児童生徒の栄養に関する指導及び管理をつかさどる

教諭。指導及び管理については、児童生徒に対する

食に関する指導や児童生徒の栄養状態等の把握など

が含まれる。

遠隔授業 P.17

インターネット等の情報通信技術を活用し、遠隔地

間において双方向にやりとりをしながら行う授業の

こと。

［お］

沖縄空手 P.28,30,87

沖縄を発祥の地とする武術。沖縄古来の武術「手(テ

ィー)」と、中国伝来のいわゆる「拳法」が融合して

発展したものがその原型であるといわれている。

沖縄県学力到達度調査 P.56,59

学力到達度調査は、本県児童生徒の学力の定着状況

の把握等を行うため、沖縄県が小学校３～６年生及

び中学校１、２年生を対象に実施する調査のこと。

達成度テストは、学力向上対策の一環として基礎的

・基本的事項の達成状況の把握を行うため、沖縄県

が高校２年生を対象に実施するテストのこと。

これらの調査結果等を踏まえ、本県の課題となって

いる児童生徒の学力向上に向け必要な対策が行われ

ている。

沖縄県教育大綱 P.1

知事と教育委員会の連携の強化を図り、それぞれの

施策をより一体的に推進するため、地方教育行政の

組織及び運営に関する法律第１条の３の規定に基づ

き、沖縄県の教育、学術及び文化の振興に関する総

合的な施策について、その目標及び施策展開の方針

を定めたもの。



- 22 -

沖縄県子どもの貧困対策推進基金 P.78

子どもの将来がその生まれ育った環境によって左右

されることのないよう、貧困の状況にある子どもが

健やかに育成される環境を整備するとともに、教育

の機会の確保を図るため、子どもの貧困対策を推進

することを目的として、県が行う事業の費用及び市

町村が行う事業を支援するための費用の財源に充て

るために設置された基金。

沖縄県子どもの貧困率 P.19

貧困率は、その人が属する世帯の世帯員全員の手取

り収入を合算し、それを世帯人数で調整した値を順

に並べたとき、真ん中の人の所得の半分（貧困線）

を下回る人の割合をいう。子どもの貧困率は、全て

の子ども（17歳以下）のうち、貧困線を下回る子ど

もの割合をいう。沖縄県では29.9％（平成27年沖縄

県調査）と、全国の13.9％（平成28年国民生活基礎

調査）を大きく上回る状況となっている。

また、貧困の概念には「絶対的貧困」と「相対的

貧困」があり、我が国の「子どもの貧困率」は、相

対的貧困の概念に基づき算出されている。

※「絶対的貧困」とは

人々が生活するために必要なものは、食料や医療な

ど、その社会全体の生活レベルに関係なく決められ

るものであり、それが欠けている状態を示すという

考えで、最低限の「衣食住」を満たす程度の生活水

準と解されている。

※「相対的貧困」とは

人々がある社会の中で生活するためには、その 社

会の「通常」の生活レベルから一定距離以内の生活

レベルが必要であるという考え方に基づくものであ

る。

沖縄県子どもの貧困実態調査 P.19,20

沖縄県の子どもの貧困対策を効果的に実施する上で、

必要となる子どもの貧困の現状等を把握する事を目

的として実施する調査。

沖縄県生涯学習情報プラザ P.5,53

県内の生涯学習に関する情報を一元的に発信するウ

ェブサイトのこと。各種講座・研修の開催情報や、

視聴覚教材等様々な情報が掲載されている。

沖縄県スポーツ推進計画 P.34

生涯スポーツ、競技スポーツ及びスポーツコンベン

ションを推進し、スポーツアイランド沖縄の形成を

図るため、平成25年３月に沖縄県が策定した基本計

画。

おきなわ県民カレッジ P.5,51,52,53

国、県、市町村、高等教育機関等で開催されている

各講座等を体系化し、県民へ提供する仕組み。県内

で行われている多くの講座を県民が効果的に選択・

学習することができる。

おきなわ地域教育の日 P.80,81

「地域の子は地域で守り育てる」気運の醸成を図る

ため、毎月第３土曜日を「おきなわ地域教育の日」

として提唱。この日を活用して地域の大人と子ども

たちとの信頼関係を築き、地域における子どもの居

場所づくりや地域の教育力向上を目指すもの。平成22

年４月に沖縄県社会教育関係団体等連絡会が制定。

［か］

外国語指導助手（ＡＬＴ） P.16

外国語指導助手（ALT：Assistant Langua ge Teacher）

は、主に学校、または教育委員会に配属され、日本

人外国語担当教員の助手として外国語授業に携わ

り、教育教材の準備や英語研究会のような課外活動

などに従事する。

学習支援員 P.73,74

先生と協力して、支援を要する子どもたちの学習を

支援する。
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学力向上学校支援事業 P.58,64,74

学力向上支援室が学校を直接訪問し、具体的で実行

性のある支援を行い、訪問校の学力の底上げを図る。

又、授業改善を図るために「授業改善支援員」を派

遣し、日常的な授業改善を推進する。

学校防災対応システム P.61

地震が起こった際、学校に設置した端末へ気象庁か

らダイレクトに緊急地震速報が送信され、実際の揺

れが来る前に迅速に初期対応を行い、素早く避難誘

導ができるシステム。

家庭教育支援チーム P.27

子育て経験者や民生・児童委員などで組織されるチ

ーム。子育てや家庭教育の相談を受けたり、親子で

参加する様々な取組、講座、教育情報などの提供を

行う。

学校をプラットフォーム（とした総合的な子供の

貧困対策の推進） P.19

全ての子供が集う場である学校を、子供の貧困対策

のプラットフォームとして位置づけ、学校における

学力保障・進路支援、子供の貧困問題への早期対応、

教育と福祉・就労との組織的な連携、地域による学

習支援や家庭教育支援を行うことにより、貧困の連

鎖を断ち切ることを目指す。

学校を窓口とした福祉関連機関との連携 P.19,21,75

児童生徒の家庭環境等を踏まえた、指導体制の充実

を図る。特に、学校を窓口として、貧困家庭の子供

たち等を早期の段階で生活支援や福祉制度につなげ

ていくことができるよう、地方公共団体へのスクー

ルソーシャルワーカーの配置を推進し、必要な学校

において活用できる体制を構築する。

このような体制構築等を通じて、ケースワーカー、

医療機関、児童相談所、要保護児童対策地域協議会

などの福祉部門と教育委員会・学校等との連携強化

を図る。また、児童生徒の感情や情緒面の支援を行

っていくためのスクールカウンセラーの配置推進を

図る。

さらに、一人一人、それぞれの家庭に寄り添った伴

走型の支援体制を構築するため、スクールソーシャ

ルワーカー等と連携し、家庭教育支援チーム等によ

る相談対応や訪問型家庭教育支援等の取組を推進し、

保護者に対する家庭教育支援を充実する。

［き］

キャリア教育 P.8,12,13,21,39,41,42,56,63,64,75,97

一人ひとりの社会的・職業的自立に向け、必要な基

盤となる能力や態度を育てることを通して、キャリ

ア発達を促す教育のこと。ここでいうキャリアとは、

人が生涯の中で様々な役割を果たす過程の中で、自

らの役割の価値などを見いだしていく積み重ねを意

味する。

給付型奨学金制度 P.78

返済不要の奨学金制度。沖縄県では、能力があるに

もかかわらず経済的な理由で県外進学が困難な学生

を支援することにより、本県の大学等進学率の改善

及びグローバル人材の育成を図る目的で同制度を実

施している。

教育情報ネットワーク P.17

離島などの遠隔地からでも参加できるオンライン研

修や授業交流、インターネット上での教材や教育情

報等の提供等を行うシステム。

教育相談・就学支援員 P.55,57,77

就学支援員（社会福祉士又は臨床心理士）等は、支

援を必要とする不登校傾向の生徒や中途退学が懸念

される生徒等への相談及びアウトリーチ支援による

総合的な相談・助言を行う。

競技力向上対策事業 P.91

国民体育大会への選手等派遣に係る経費、（公財）沖

縄県体育協会の運営費及び事業費（沖縄県選手の競

技力向上に係る事業等）補助。



- 24 -

［く］

組踊 P.28,29,30,85,86,87

琉球王国時代に玉城朝薫(たまぐすくちょうくん)に

より創始された台詞、音楽、舞踊からなる歌舞劇。「朝

薫の五番」をはじめとして、現在までに約70作品が

確認されている。また近年では新作組踊も発表され

ている。平成22年に、ユネスコの「人類の無形文化

遺産の代表的な一覧表」に掲載された。

［け］

研究リテラシー P.49,103

研究を遂行するために必要な基礎能力。

健康教育 P.6,8,9,58,60,61,62

学校における健康教育は、学校保健（保健教育、保

健管理）、学校安全（安全教育、安全管理）及び学校

給食（食に関する指導、衛生管理）に関する指導を

包括するものである。

［こ］

高等学校等就学支援金制度 P.78

高等学校等に通う一定の収入額未満（市町村民税所

得割額が30万4,200円（モデル世帯（※）で年収約910

万円）未満）の世帯の生徒に対して、授業料に充て

る高等学校等就学支援金が支給される。

※モデル世帯（両親のうちどちらか一方が働き、高

校生１人、中学生１人の子どもがいる世帯。）

高度実践看護師（こうどじっせんかんごし） P.44

高度実践看護師教育課程をもつ大学院修士課程で必

要な単位を修得し、日本看護協会の資格審査に合格

した高い専門性と優れた看護実践能力を有すると認

められた看護職者のこと。専門看護師（ＣＮＳ）と

ナースプラクティショナー（ＮＰ）の２種類がある。

校内医療的ケア P.56

学校において、日常的・応急的に行われている吸引、

経管栄養、導尿等の医療行為を必要とする幼児児童

生徒に対し、看護師等が実施する医療的なケアのこ

と。

校内医療的ケア緊急シミュレーション P.56

校内医療的ケアの実施に際して、万が一事故が発生

した場合を想定して作成した緊急時対応マニュアル

を基に、緊急時における訓練（シミュレーション）

を定期的に行うこと。

校務支援システム P.17,68,69

校務文書に関する業務、教職員間の情報共有、家庭

や地域への情報発信、服務管理上の事務、施設管理

等を行うことを目的とし、教職員が一律に利用する

システムをいう。

校務用コンピュータ P.17,68

教育用コンピュータ（主として教育用に利用してい

るコンピュータ）以外の主として教員が校務に使用

するコンピュータのことを表す。

合理的配慮 P.11

障害者の権利に関する条約において提唱された概念

で、学校教育においては、障害のある子どもが、他

の子どもと平等に教育を受ける権利を享有・行使す

ることを確保するための適当な変更・調整とされて

いる。合理的配慮として、障害のある子どもたち一

人一人の障害の状態や教育的ニーズに応じた教育内

容や方法などの学びを保障するために必要な支援

（手立て）が検討される。

国際理解教育 P.15,16,68

世界の多様な文化等の違いを理解し、互いの存在を

尊重するための教育や、戦争、人権、環境問題等、

国際的な課題等を題材に行う教育活動のこと。

国立劇場おきなわ P.30,87

国の重要無形文化財「組踊」をはじめとする沖縄伝

統芸能の公開を行うとともに、沖縄の地理的・歴史

的特性を活かし、沖縄の伝統文化を通じたアジア・

太平洋地域の拠点となることを目的として、平成16

年１月、沖縄県浦添市に開場した。
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子育て総合支援モデル P.78

親の貧困が子どもの成長に影響を及ぼし、子どもの

学習の遅れが大人になってからの貧困、次世代の子

どもの貧困に繋がる貧困の連鎖を防止するため、準

要保護世帯等の子どもたちに対し学習支援を行う事

業のこと。

子供の貧困対策支援員 P.76

市町村が子どもの貧困対策のために配置する専門員。

地域に出向いて子どもの貧困の現状を把握し、学校

や学習支援施設、子どもの居場所づくりを行うＮＰ

Ｏ法人等の関係機関との情報共有や、子どもを支援

につなげるための調整等を行う。

配置については内閣府により平成28年度から事業化

され、平成28年12月現在、県内において101人が配置

されている。

子ども若者みらい相談プラザsorae P.76

子ども・若者育成支援推進法に基づき、平成26年10

月に設置された、沖縄県における「子ども・若者総

合相談センター」である。ニート、ひきこもり、不

登校など社会生活を円滑に営む上での困難を有する

子ども・若者からの様々な相談に応じ、その他の必

要な情報の提供及び助言を行う拠点となっている。

個別の教育支援計画 P.55

乳幼児期から学校卒業後までの長期的な視点に立っ

て、医療、保健、福祉、教育、労働等の関係機関が

連携して、障害のある子ども一人一人のニーズに対

応した支 援を効果的に実施するために学校が中心

となって作成する計画のこと。

個別の指導計画 P.55

幼児児童生徒一人一人の教育的ニーズに対応して、

学習の指導目標や指導内容・方法を盛り込んだ指導

計画のこと。

コンソーシアム P.46

県内の大学が、相互に建学の精神を尊重しつつ、有

機的連携により教育研究を一層充実発展させ、また

産学官の連携により地域社会の活性化と発展に貢献

することを目的として設立された組織のこと。

［さ］

産官学連携プロジェクト P.41,42,51,106

新製品や新たなサービスの事業化を図ることを目的

として、企業と県内大学が連携して研究開発を行う

こと。

［し］

指定文化財 P.28,85,86

文化財保護法や県、市町村の文化財保護条例によっ

て指定された文化財のこと。

しまくとぅば P.28,85,87

県内各地域で受け継がれてきた沖縄の言葉。琉球諸

語ともいう。組踊、琉球古典音楽、琉球舞踊、沖縄

芝居など沖縄文化の基層となっている。

社会に開かれた教育課程 P.6

「よりよい学校教育を通じてよりよい社会を創る」

という目標を共有し、社会と連携・協働しながら、

未来の創り手となるために必要な資質・能力を育む。

若年無業者率 P.72

15歳から34歳の総人口に占める若年無業者（15歳か

ら34歳の非労働力人口のうち、家事も通学もしてい

ない者）の割合こと。

「主体的・対話的で深い学び」の実現（「アクテ

ィブ・ラーニング」の視点） P.6,57,73

「アクティブ・ラーニング」の視点は、学校におけ

る質の高い学びを実現し、子供たちが学習内容を深

く理解し、資質・能力を身に付け、生涯にわたって

能動的（アクティブ）に学び続けるようにするため

のものであり、「学び」の本質として重要となる「主

体的･対話的で深い学び」の実現を目指す授業改善の

視点。

就学援助制度 P.19,72,77

学校教育法等に基づき、経済的理由により就学困難

と認められる小・中学校の児童生徒の保護者に対し

て、市町村が学校給食費、医療費、学用品費等を援

助し、義務教育の円滑な実施を図る制度のこと。
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就職支援員 P.73

就職内定率の向上を目指し、就職指導全般の支援を

行うため県立高等学校に配置された一般職非常勤職

員。就職担当教諭と連携して、求人票の整理、求人

開拓、履歴書指導、面接指導、個別面談等の業にあ

たっている。

準要保護(児童生徒) P 77,78

市町村教育委員会が生活保護法第６条２項に規定す

る要保護者に準ずる程度に困窮していると認める者

のこと。

小・中アシスト相談員 P.57,76

小中学校における児童生徒の問題行動等の未然防止、

早期発見、早期対応について小中アシスト相談員を

派遣し、学校の取り組みを支援する。平成29年４月

現在、県内の小中学校に49人が配置されている。

情報モラル教育 P.17,69

情報社会で適正な活動を行うためのもとになる考え

方と態度を情報モラルと言い、それを身に付けさせ

るための教育のこと。小中高等学校において、情報

に関する教科をはじめ各教科の指導等を通して行わ

れている。

食育 P.6,9,10,61,62

食に関する適切な知識や選択する力を身に付け、生

涯にわたって健全な食生活を実践することができる

人を育てることにより、心身の健康の増進と豊かな

人間性を育むことを目指す取組のこと。

食育基本計画 P.10

食に関する知識を持ち健全な食生活を実践できる人

づくりを目標に、家庭や地域、学校などがとるべき

対策の方向性を数値目標を掲げて示した計画である。

私立学校の定員充足率 P.94

学則定員に対する在籍生徒（園児）数の割合のこと。

新沖縄県史 P.28,29,86

沖縄県が編纂する沖縄の自然・歴史・文化を網羅し

た歴史書。通史編、各論編、図説編、事典編、索引

編からなる県史シリーズと資料編・普及書等からな

る。

人権ガイドブック P.57

「人権」「教師としての使命感」「教職員の服務」「資

料編」から構成されており、教職員の意識の高揚と

資質向上を図るための研修資料として作成したもの。

［す］

スーパー・サイエンス・ハイスクール P.18

未来を担う科学技術系人材を育てることをねらいと

して、文部科学省が指定した理数系教育の充実を図

る取組を行う学校のこと。平成14年度に導入され、

平成28年４月現在、全国で200校が指定されている。

沖縄県内では県立開邦高等学校が平成14年度から平

成22年度まで、県立球陽高等学校が平成25年度から

５年間指定されている。

スクールカウンセラー P.9,21,55,57,72,76,77

児童生徒、保護者、教職員の相談や助言にあたり、

教育相談体制を整備するために各学校に配置された、

臨床心理に関して高度で専門的な知識・経験を有す

る者。県内には平成29年４月現在、111人が配置され

ている。

スクールソーシャルワーカー P.21,55,57,72,76,77

教育分野に関する知識に加え、社会福祉士等の専門

的な知識技能を有し、問題を抱えた児童生徒がおか

れた様々な環境へ働きかけたり、関係機関とのネッ

トワークを活用するなどして課題解決を図るため県

内６教育事務所に配置される者のこと。平成29年４

月現在、沖縄県では20名を委嘱しているほか、一部

の市町村でも独自に委嘱している。
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スポーツアイランド沖縄 P.35

沖縄の特性を生かしたスポーツ振興のコンセプト。

①県民が健康・長寿であるため生涯を通してスポー

ツに親しめること、②国内外で活躍するトップアス

リートを輩出すること、③我が国、南端のスポーツ

交流拠点として年間を通したスポーツコンベンショ

ンが開催されていること、の３つが実現できている

状態のこと。

［せ］

青少年教育施設 P.23,24,25,26,73,82,83

体験活動を中心とする教育プログラムの実施等、青

少年教育の振興を図るために設置された施設。県立

青少年の家（名護、石川、玉城、糸満、宮古、石垣）、

国立沖縄青少年交流の家（渡嘉敷）がある。

青少年健全育成の日 P.23

毎月、第３金・土・日曜日の「少年を守る日」「おき

なわ地域教育の日」「家庭の日」の３日間を指す。

地域による子どもたちを守るための活動や子どもた

ちを育てる体験活動、家族団らんの機会を増やすこ

と等により、家庭や地域で子どもたちとのきずなを

深め、青少年の健全育成に資することをねらう。

［そ］

早期外国語教育 P.15

外国語学習を早期（中学校入学前）に行うこと。外

国語学習は、頭が柔軟なうちから始めるのが 良い、

という考えに基づいている。

幼児からの外国語教育をとりいれる家庭もあるが、

学校においては、平成32年度から学習指導要領にお

いて、小学校中学年から外国語活動を、高学年から

は教科としての外国語を実施する。

総合型地域スポーツクラブ P.34,90

人々が、身近な地域でスポーツに親しむことのでき

る新しいタイプのスポーツクラブのこと。①子ども

から高齢者まで（多世代）、②様々なスポーツを愛好

する人々が（多種目）、③初心者からトップレベルま

でそれぞれの志向・レベルに合わせて参加できる（多

志向）、という３つの特徴を持ち、地域住民により自

主的・主体的に運営される。

［た］

大学等進学率 P.20,54,72,78

高等学校卒業者で、大学の学部・通信教育部、短期

大学等への進学者（進学しかつ就職した者を含む）

の割合。

単位の実質化（たんいのじっしつか） P.39,40

学生の学習時間を授業時間外の学修を含め45時間で

１単位とする考え方を徹底させ、学習時間実態を国

際的水準に引き上げるための総合的な取組。

段階的に２年・３年保育 P.55

単年保育といわれる５歳児保育に４歳児を受け入れ

て２年保育とし、最終的に３歳児まで受け入れて３

年保育をめざしていくことを目的とする。

［ち］

地域学校協働活動 P.81

市町村において、中学校区を基本単位とし、幅広い

地域住民等の参画を得て、学校を支援するしくみ（組

織）。地域コーディネーターが中心となり、地域住民

がボランティアとして、さまざまな地域学校協働活

動を実施する。平成29年度からは、これまでの学校

に対する「支援」から発展させ、学校と「連携・協

働」するしくみ(組織）の活動を推進する。

地域コーディネーター P.24

学校支援本部（地域学校協働本部）に配置され、学

校と地域の相互理解を深めながら、学校支援活動（地

域学校協働活動）を行う様々な人材の連絡調整を担

う者。

地域包括ケアシステム P.105

高齢者が、可能な限り、住み慣れた地域でその有す

る能力に応じ自立した日常生活を営むことができる

よう、医療、介護、予防、住まい、生活支援サービ

スが切れ目なく提供されるためのシステムのこと。

チーム・ティーチング P.16

授業場面において、２人以上の教職員が連携・協力

を通して一人ひとりの子ども及び集団の指導の展開

をはかり、責任を持つ指導方法及び形態である。
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［と］

特別支援教育 P.6,11,12,37,54,55,62,77,78,93

障害のある幼児児童生徒の自立や社会参加に向けた

主体的な取組を支援するという視点に立ち、幼児児

童生徒一人ひとりの教育的ニーズを把握し、その持

てる力を高め、生活や学習上の困難を改善又は克服

するための適切な指導及び必要な支援を行うこと。

特別支援教育コーディネーター P.55

各学校における特別支援教育の推進のため、主に、

校内委員会・校内研修の企画・運営、関係機関・学

校との連絡・調整、保護者からの相談窓口などの役

割を担う教員で学校長から指名された者

［に］

ニート P.79

15歳から34歳の非労働力人口のうち、家事も通学も

していない者のこと。

［ひ］

ピアレビュー(Peer Review) P.44,99

研究者仲間や同分野の専門家による評価や検証のこ

と。

ひきこもり P.79

おおむね半年以上にわたり、社会的参加（例えば、

学校に行く、仕事をする、友人と遊ぶこと等）を回

避して、家庭にとどまり続け、家族以外の親しい人

間関係がない状態のこと。

［ふ］
複式学級 P.13,64

二つの異なる学年の児童・生徒で編成する学級。小

学校では二つの学年の児童数の合計が16人以下（１

年生を含む場合は８人以下）、中学校では８人以下で

複式学級となる。小規模離島が多い沖縄県では小中

学校全体に占める複式学級の割合が 全国平均より

高い状況にある。

不登校 P.21,54,57,71,76,77,79

何らかの心理的、情緒的、身体的、あるいは社会的

要因・背景により、児童生徒が登校しないあるいは

したくともできない状況にある者。

登校復帰率 P.54,71

不登校児童生徒数の内、登校を再開するなど改善し

た割合のこと。

文化財保護審議会 P.85

県又は市町村の教育委員会の諮問に応じて、文化財

の保存及び活用に関する重要事項を調査審議し、並

びにこれらの事項について当該教育委員会に建議す

る諮問機関。

［ほ］

放課後児童クラブ P.71,77,78,80,81

保護者が労働などにより昼間家庭にいない小学校に

就学している児童に対し、授業の終了後などに小学

校の余裕教室、児童館等を利用して適切な遊び及び

生活の場を与えて、その健全な育成を図る事業。

包括的専門看護師（ほうかつてきせんもんかんごし） P.44

保健医療福祉専門職の乏しい島しょ地域におい

て住民の背景となる生活環境や文化を含めたあ

らゆる健康ニーズに包括的に対応できる高度看

護専門職者のこと。

［む］

無形文化遺産 P.28,29,85

ユネスコの「無形文化遺産の保護に関する条約」に

おいて、「口承による伝統及び表現」「芸能」「社会的

慣習、儀式及び祭礼行事」「自然及び万物に関する知

識及び慣習」「伝統工芸技術」の分野に分類されるも

のをいう。

無形文化財伝承者 P.85

文化庁や各教育委員会が、無形文化財の保存と継承

を目的に、その技芸や技能等を高度に体現出来る保

持者で構成される保存会をとおして伝承者の養成を

実施。これにより育成された伝承者のこと。

［め］

メンタルヘルス P.32,33,89

厚生労働省が定める「労働者の心の健康の保持増進

のための指針」（メンタルヘルス指針、平成18年3月

策定、平成27年11月改正）における労働者の心の健

康の保持増進のこと。
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［や］

「やーなれー」事業 P.84

子どもの健やかな成長にとって重要な役割を担う家

庭教育の充実・改善を目指し、学校や地域を単位に、

予め設定したテーマについて保護者が自由に意見を

交換する場を設け、各家庭の様々な子育ての実態を

知ることにより、地域の家庭教育に生かしてもらう

取組。

※「やーなれー」とは

沖縄で古くから伝わる黄金言葉に「やーなれーる

ふかなれー」という言葉があり、「家庭でのしつけ

や習慣が外に出た時のかがみ（鑑）になる」とい

う意味である。

［ゆ］

ユイマール P.24,81

「ゐーまーる」ともいう。ユイ(結い、協働)+マール

(順番)の意で、順番に労力交換を行なうこと、相互

補助と訳される。おもに農家の畑仕事についていう

が、転じて他の仕事についてもいうようになった。

ユネスコ無形文化遺産 P.29

ユネスコは「無形文化遺産の保護に関する条約」に

基づき作成される「人類の無形文化遺産の代表的な

一覧」（代表一覧）に記載された無形文化遺産を「ユ

ネスコ無形文化遺産」と呼んでいる。

［よ］

幼児教育政策プログラム P.12,56,63

平成13年3月、文部科学省が定めた幼児教育の振興に

関する施策。これに基づき、沖縄県版として平成27

年～31年度の計画で『黄金っ子応援プラン（沖縄県

子ども・子育て支援事業支援計画）』がある。

［り］

琉球王国のグスク及び関連遺産群 P.28,29,85,86

平成12年に登録された沖縄の世界遺産。今帰仁城跡、

座喜味城跡、勝連城跡、中城城跡、首里城跡、園比

屋武御嶽石門、玉陵、識名園、斎場御嶽で構成され

る。

［れ］

歴代宝案 P.28,29,86

1424年から1867年までの琉球王国の外交文書集。中

国をはじめ朝鮮、東南アジア諸国との交流が記され

た漢文史料。第１集、第２集、第３集、別集及び目

録からなる。平成元年より沖縄県が復元・編集・刊

行作業を行っている。

［ろ］

労働安全衛生管理体制 P.32,89

労働安全衛生法（昭和47年法律第57号）に基づき、

事業場の規模及び業種により、労働者の安全と健康

の確保及び快適な職場環境の形成のため、整備すべ

きとされる管理体制。

［Ｅ］

ＥＳＤ（持続可能な開発のための教育） P.23,80

Education for Sustainable Developmentの略で、「持

続可能な開発のための教育」と訳されている。世界

には環境、貧困、人権、平和、開発といった様々な

問題があるが、これら現代社会の課題を自らの問題

として捉え、身近なところから取り組むことで、課

題解決につながる新たな価値観や行動を生み出し、

持続可能な社会を創造していくことを目指す学習や

活動のこと。つまりＥＳＤは、持続可能な社会づく

りの担い手を育む教育である。

［Ｉ］

ＩＣＴ P.13,43,48,49,67,69,102,103

「Information and Communication Techn ology」の

略。「情報通信技術」や「情報コミュニケーション技

術」と訳される。ＩＴ（Information Technology）

とほぼ同様の意味で用いられる。
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